
国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組

指針、取組計画及び霞が関の働き方改革を加速するための重点取

組方針のフォローアップ（各府省等の個票） 
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【個票の見方について】 

 

※１ 「取組状況」については、「実施」、「今後実施」（今まで実施していなかった取組を今後実施する場合）又は「その他」のうち該当する
ものに○印を付しています。「実施」と「今後実施」の両方に○印を付している場合は、小項目の取組の一部について実施しており、そ
れ以外の取組については今後実施予定といった場合等を想定しています。 

 
※２ 「取組状況」欄中「(独)」は独自実施のもの、「(派)」は内閣人事局又は人事院が実施する研修への派遣、「(発)」は大臣等から管理職

員等に対するメッセージの継続的発信を表します。 
 
※３ 「取組状況」で「実施」に○印を付したものについては、平成28年度に新たに取組を始めたこと、既存の取組のうち拡充したこと又は

特に力を入れたことを「主な具体的取組内容」欄に記載しています（昨年度と同様の取組を実施した場合は記載していません。）。ただし、
「霞が関の働き方改革を加速する重点取組方針」記載事項（表中青塗り部分）のうち「実施」に○印を付したものについては、取り組ん
だことを、昨年度と同様の取組も含めて、「主な具体的取組内容」欄に記載するとともに、取組による成果・課題及び今後の取組内容・
実施予定時期についても「取組による成果・課題、今後の取組内容・実施予定時期等」欄に可能な限り記載しています。 

 
※４ 取組による成果・課題や今後の取組内容・実施予定時期については、「働き方改革」、「育児・介護等と両立して活躍できるための改革」

及び「女性の活躍推進のための改革」ごとにまとめて「取組による成果・課題、今後の取組内容・実施予定時期等」欄に記載しています。
なお、各改革内の小項目について、取組による成果・課題や今後の取組内容・実施予定時期の特記事項がある場合には、当該項目名を【】
囲みの見出しとして付した上で記載しています。 

 
※５ 「取組状況」で「今後実施」に○印を付したものについては、今後の取組内容及び実施予定時期を「取組による成果・課題、今後の取

組内容・実施予定時期等」欄に記載しています。 
 
※６ 「取組状況」で「その他」に○印を付したものについては、実施する必要がない等その理由を「取組による成果・課題、今後の取組内

容・実施予定時期等」欄に記載しています。 
 
※７ 「働き方改革」、「育児・介護等と両立して活躍できるための改革」及び「女性の活躍推進のための改革」内の末尾の「その他」につい

ては、各改革に含まれるものの既存の小項目に該当しない取組があれば記載しています。 
 
※８ 「働き方改革」、「育児・介護等と両立して活躍できるための改革」及び「女性の活躍推進のための改革」内に記載することが困難な取

組（例：新たな推進体制の整備、３つの改革を横断している取組等）については、最終項の「その他」に取組名を記載した上で、その内
容を「取組状況」、「主な具体的取組内容」及び「取組による成果・課題、今後の取組内容・実施予定時期等」欄に簡潔かつ具体的に記載
しています。 

 



【府省等名：内閣官房内閣人事局】 
 

平成28年度 国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

ワークライフバランス推進強化月
間（７・８月）の実施 

○    【総論】 
・限られた時間で成果を挙げる生産性の高い働き方へと変え
ていくため、引き続き意識・価値観の改革、職場環境改
善、働く時間と場所の柔軟化を進め、政府一丸となって働
き方改革に取り組んでいく。 

 
【管理職のマネジメント能力関係（※印の項目）】 
○「管理職のマネジメント能力に関する懇談会」報告書の内
容を踏まえ、以下の事項に取り組む予定（いずれも平成29年
度から）。 
・管理職のマネジメント行動の在り方等についての情報発信 
・マネジメントの観点を加味した研修の実施 
・管理職が実践すべきマネジメントの要素を考慮した人事評
価手法等の検討 

・部下育成に資するコミュニケーション能力の要素を加味し
た評価者訓練の実施 

・多面観察について、平成28年度における試行の成果を踏ま
えた更なる検討（試行における参加府省等の拡大を含め検
討） 

 
【各府省等単独では対応が困難なものについて、各府省等か
らの意見・提案の吸い上げ及び調整】 
・「霞が関働き方改革推進チーム」における議論の結果とし
て得られた具体的な改善策案のうち、すぐ取り組めるもの
については平成29年度のワークライフバランス推進強化月
間で取り組む予定。 

 
【業務配分の見直しや機動的人員配置による業務負荷集中の
回避を図るための条件整備】 
・「霞が関働き方改革推進チーム」における議論や、各府省
等からの具体的な要望を踏まえて検討していく。 

 
【ペーパーレス化の推進に係る取組の共有】 
・ペーパーレスを前提とした文書管理を推進するため、平成
29年度のワークライフバランス推進強化月間において、フ
ァイル名のルール化による効率的な資料管理を推奨してい
く予定。 

管理職に求められるマネジメント
の役割の明確化・具体化、研修の
実施（※） 

○ ○  ・平成28年10月から内閣人事局において「管理職のマネジメン
ト能力に関する懇談会」を開催し、管理職が実践すべきマネ
ジメント、管理職のマネジメント行動の在り方等について整
理を行い、平成29年３月に報告書を取りまとめた。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組状況の把握・優良事例の共
有（※） 

○   ・各府省におけるワークライフバランスに関する特徴的な取組
について聴取するとともに、得られた好事例を「ワークライ
フバランスに資する効率的な業務運営、良好な職場環境づく
り等に向けた管理職の取組・実績を人事評価へ反映する取組
の再徹底について（依頼）」（平成28年９月７日内閣官房内
閣人事局人事政策統括官通知）で各府省に周知した。 

管理職のマネジメントの役割を明
確化した人事評価手法の構築（※） 

○ ○  ・内閣人事局が実施する評価者訓練において、部下職員の人材
育成に資するコミュニケーション能力の充実に関する内容の
見直しに関する検討を進めた。 

360度フィードバック等を始めと
する管理職のマネジメント状況に
ついての手法の研究・普及促進
（※） 

○ ○  ・内閣人事局において、平成29年１月から３月にかけて、他府
省等の参加を得ながら、「マネジメントフィードバック」と
題した多面観察の試行を実施した。 

業務プロセスの抜本的見直し等に
係る優良事例の共有等の支援 

○   ・平成29年３月にワークライフバランス職場表彰を実施し、職
場環境改善を中心とする取組、業務改善を中心とする取組、省
内で表彰制度を設置・実施している省を選定し、表彰した。 ワークライフバランスに資する優

良な取組事例の表彰 
○   

民間のノウハウ等も踏まえた取組 ○   ・「霞が関働き方改革推進チーム」において、民間のファシリ
テーターによる指導を受けたり、民間企業の好事例を見学し
たりした。 

各府省等単独では対応が困難なも
のについて、各府省等からの意
見・提案の吸い上げ及び調整 

 ○   

超過勤務の縮減の徹底に関する先
進事例の情報提供 

○   ・管理職による超過勤務予定の事前把握の徹底のため、平成28
年９月に「国家公務員の労働時間短縮対策について」を改
正。改正後に事前報告実施例（イメージ）を各府省等に周知
した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避を図
るための条件整備 

 ○   

休暇の取得促進 ○    

査定、審査業務等の簡素化・効率 ○    
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化の推進 

国会関係業務に係る調査結果・好
事例について共有 

○   ・「国会に関する業務の調査」で把握した取組の好事例を各府
省等に共有した。 

テレワークの推進・リモートアク
セス環境の整備、取組の共有 
 

○   ・テレワークの推進や、その前提となるリモートアクセス環境
の整備を促進させるため、内閣官房IT室及び総務省行政評価
局と共同で、「国家公務員の働き方改革を推進するためのテ
レワーク・リモートアクセス環境整備の実態調査」（平成28
年11月結果公表）を実施した。その結果を踏まえ、閣僚懇談
会等において、関係政務から各府省等に対し、更なる取組の
加速を要請した。 
また、内閣官房IT室と共同で「国家公務員テレワークに関す
る関係府省庁等情報交換会」（平成29年２月）を開催し、
ICTを活用したテレワーク・リモートアクセスに関する好事
例を各府省等に共有した。 

ペーパーレス化の推進に係る取組
の共有 

 ○   

フレックスタイム制の円滑な運用 ○   ・フレックスタイム制の円滑な運用に資するため、実際に同制
度を利用している職員の事例を集約した好事例集を作成・公
表し、制度の利点を周知した。 

テレワークを時間単位で利用しや
すくするための勤務時間の弾力的
運用 

○    

「霞が関働き方改革推進チーム」
の設置・運営 

○   ・平成28年度に４回開催し、議論の経過について取りまとめ
た。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の

男性職員の育児休業取得率 政府全体の目標：13％（平成32年）、現状：5.5％（平成27年度）、目標設定時：3.1％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

政府全体の目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：30.8％（平成27年度）、目標設定時：24.7％（平成26年度） 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進に係るハンドブックの作
成 

○    【総論】 

・平成 27 年度における国家公務員の男性職員の育児休業取

得率、配偶者出産休暇・育児参加のための休暇取得率は過

去最高となった。 

・ハンドブック（「イクメンパスポート」）やポスターの作

成・配布を行うことにより、管理職も含め、職員に対する

制度の周知・意識啓発を行い、男性職員が育児休業や休暇

を取得しやすい環境の整備を引き続き推進する。 

 

【保育施設等の情報共有】 

・厚生労働省５号館保育室については、厚生労働省職員以外

の他府省等の職員による共同利用の促進が図られた。 

 

 

産前・産後休暇、育児短時間勤
務、育児時間等の取得実態に応じ
て措置された定員の積極的な活用 

○    

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーションに係る支援 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

○   ・男性職員も対象に加えた「仕事と育児の両立セミナー」を、
平成29年２月に実施。   

保育施設等の情報共有 ○   ・厚生労働省５号館保育室及び農林水産省１号館保育室（平成
29年６月開園予定）の共同利用開始について、政府共通イン
フォメーションボードに掲載するとともに女性職員活躍・ワ
ークライフバランス推進担当官会議（平成28年５月）におい
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改
革 

て、各府省等へ情報提供を行った。 
・霞が関近辺の保育所（３か所）の利用案内に関する情報を政
府共通インフォメーションボードに掲載することで、各府省
等へ情報提供を行った。 

 

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 政府全体の目標：30％以上（毎年度）、現状：34.5％（平成28年４月１日）、目標設定時：31.5％（平成27年４月１日） 
【総合職】政府全体の目標：30％以上（毎年度）、現状：33.5％（平成28年４月１日）、目標設定時：34.3％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】33.3％、【総合職】34.4％ 

女性の登用目標 【指定職相当】        政府全体の目標：５％（平成32年度末）、現状：3.5％（平成28年７月）、目標設定時：3.0％（平成27年７月） 
【本省課室長相当職】     政府全体の目標：７％（平成32年度末）、現状：4.1％（平成28年７月）、目標設定時：3.5％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】政府全体の目標：12％（平成32年度末）、現状：9.4％（平成28年７月）、 

目標設定時：8.6％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】   政府全体の目標：30％（平成32年度末）、現状：23.9％（平成28年７月）、目標設定時：23.9％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・これまでの取組に加え、女子学生向けのキャリア形成イベン
トを東京・京都で開催するとともに、採用ホームページ等の
広報媒体において女性職員を紹介するコンテンツ等の充実を
行い、特定の大学・学部等にとらわれない多様な対象に向け
たきめ細やかな広報活動を積極的に展開した。 

【総論】 
・取組の結果、女性の採用割合及び各役職段階に占める女性
の割合は共に過去最高となったものの、登用目標の達成に
向けては更なる努力が必要である。このため、①早期のキ
ャリア形成支援と計画的な育成、②女性職員の活躍及び男
女のワークライフバランスに関する管理職の意識改革等に
より、引き続き各府省等と共に女性職員の登用の拡大に取
り組む。 

 
【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動】 
・継続的に広報活動に取り組んでいる結果、試験全体の女性
の申込者は42,393名（平成27年度39,497名）、合格者は
6,849名（平成27年度6,521名）となり、申込者数・合格者
数共に増加。 

 
【女性職員の中途採用の拡大に向けた広報活動】 
・継続的に広報活動に取り組んでいる結果、経験者採用試験
の女性申込者は635名（平成27年度407名）となり、増加。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 
・今年度開発したeラーニング教材を平成29年度から各府省
等の管理職員に実施予定。これにより、管理職員の意識改
革を底上げ・加速させるとともに、女性職員活躍と男女全
てのワークライフバランスに資する取組及び子育てや介護
を担う男女を含む組織全員の力を最大限発揮できる職場づ
くりを率先して行う管理職員を増加させる。 

国家公務員採用試験の内容等の見
直しについて人事院に検討要請 

○   ・国家公務員採用総合職試験「政治・国際」区分について、試
験内容が見直され、平成28年度から実施された。 

女性職員の中途採用の拡大に向け
た広報活動 

○   ・新たに作成した中途採用向けパンフレットに、中途採用され
た女性職員２名のインタビュー記事を掲載し、広報活動時に
配布・周知した。 

育児等を理由に中途退職した女性
が再度公務において活躍できるた
めの情報提供等の取組 

○   ・育児等を理由に中途退職する職員が、公務への復帰を希望し
た際に連絡できる内閣人事局の窓口を紹介するチラシを作成
し、各府省等に該当職員がいた場合に配付してもらうよう依
頼した。また、内閣人事局ホームページに再度公務において
活躍している女性職員へのインタビュー記事を掲載等した。 

女性の幹部候補育成課程対象者を
対象としたモチベーション維持・
マネジメント能力向上のための研
修の実施 

○    

転勤に関する各府省等の人事上の
取組の工夫の共有 

○   ・今後の施策の参考とするため、転勤に関する工夫を行ってい
る省庁に対して取組を伺った。また、各府省等の人事上の取
組の工夫について、本フォローアップの公表時に共有した。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

○ ○  ・従来からの集合型研修の実施に加え、全管理職員を対象とし
た働き方改革と女性活躍・ワークライフバランス推進のため
のeラーニング教材を開発した。 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

○    

育児期に昇任を希望しなかった等
の理由により結果として昇任が遅
れているが、優れた潜在的能力を
持つ女性職員向けの意欲向上研修

○   ・係長級としての経験年数を一定程度有しているⅡ、Ⅲ種・専
門職の女性職員のうち、能力・伸びしろがあり、職域の幅を
広げ、多様な職務経験を積んでいくこと等により、今後課長
補佐級に向けた育成を加速させたい者に対し、平成29年３月

3



の実施 上旬に外部講師を招聘して、中堅女性職員キャリアセミナー
（講義、先輩職員との意見交換、グループ討議等）を実施し
た。 

様々な分野で活躍する女性職員を
取り上げた活躍事例集の作成・公
表 

○    

女性職員向け研修の実施等を通じ
た府省横断的な人的ネットワーク
の形成促進 

○    

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：内閣官房】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    【総論】 
・業務の効率化、超過勤務の縮減を中心に働き方改革に係る
取組を進めた結果、「ゆう活」・ワークライフバランス推
進強化月間中である７月の超過勤務時間は昨年より９％減
少した。一方、８月については昨年より１％増加した。こ
れは危機管理対応等の突発的な案件への対応のためと考え
られる。今後も可能な範囲で業務の効率化、超過勤務の縮
減に努めていく。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・一部の部局において、職員の登退庁時間を管理職が把握す
るようにしている。今後も同様の取組を行う部局の拡大に
努めていく。 

 
【業務配分の見直しや機動的人員配置による業務負荷集中の
回避】 

・現時点では取り組む必要がないと考えるため。 
 
【休暇の取得促進】 
・「ゆう活」・ワークライフバランス推進強化月間に際する
杉田内閣官房副長官によるメッセージにおいて、子どもの
行事や家族の誕生日・記念日などに合わせた休暇等の積極
的な計画取得について、月間後においても継続した取組と
なるよう奨励した。今後も年間を通した取組となるよう継
続していく。 

 
 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・人事評価記録書において、管理職員については、行政のスリ
ム化・自主的な事業の改善、女性職員の活躍及び仕事と生活
の調和の推進に資する働き方の改革など、時代に即した合理
的かつ効率的な行政の実現に資する目標設定に留意するよう
注記 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・業務効率化に係る職員提案の募集 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○    ・一部の部局において、職員の登退庁時間を管理職が把握 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

  ○  

休暇の取得促進 ○   ・年間を通した、家族の行事等に合わせた計画的な休暇取得の
促進 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・可能な限りの早期国会待機解除、国会待機の当番制 

テレワークの推進 ○   ・テレワークを実施する２日前までに申請することにより、貸
与する端末（210台程度。内閣官房、内閣府、個人情報保護
委員会、復興庁で共同利用）を用いることで実施可能 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・出張者用テレワーク端末を利用できるほか、公用携帯電話に
より職場メールの閲覧が可能 

ペーパーレス化の推進 ○   ・一部の部局において会議におけるペーパーレス化 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て

男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年）、現状：5.3％（平成27年度）、目標設定時：2.3％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：36.8％（平成27年度）、目標設定時：11.4％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○    【総論】 
・男性職員育児休業取得率、配偶者出産休暇・育児参加のた
めの休暇取得率について前年度より増加してはいるが、目
標は達成できておらず、取得率向上のため、職員への周知
を行い、意識啓発を行っていくことに努めていく。 

 
 
 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな

○    
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活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

把握  
 
 
 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・育児休業取得職員を対象としたセミナーについて、独自で
のセミナー実施の可能性について内閣官房内の状況等の把
握に努める。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

 ○ 
 

 

(派) 
○ 

   

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：20％（平成28年４月１日）、目標設定時：60％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30％以上（毎年度）、現状：採用者なし（平成28年４月１日）、目標設定時：採用者なし（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】50％、【総合職】採用者なし 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：7％（平成32年度末）、現状：6.2％（平成28年７月）、目標設定時：3.7％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％（平成32年度末）、現状：6.1％（平成28年７月）、目標設定時：4.0％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：15.2％（平成28年７月）、目標設定時：16.0％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・女性職員の採用の拡大をはかるため、採用パンフレットで女
性職員によるコメントを掲載し、働くイメージを掴みやすく
した。 

・人事院が主催する「女性のための公務研究セミナー」へ参加
し、間口を拡げることに努めた。 

・北海道から九州まで、地方開催の業務説明会（人事院主催）
に参加し、中央官庁で働くことの魅力をアピールした。 

・人事院主催の合同説明会及び独自に行った業務説明会におい
て、女性職員を参加・配置させ、女性志望者に対してきめ細
かな業務説明を行った。 

【総論】 
・地方の説明会や女性向けの説明会に参加したことで、独自
に開催した説明会に参加する女性の数が増えた。 

・登用目標の達成に向けて、引き続き計画的に女性職員の育
成に努めていく必要がある。 

・来年度もより一層積極的に業務説明会へ女性職員を参加・
配置させ、女性職員の採用数増加に努めたい。 

・今後の方向性として、女性職員のキャリアパスを具体的に
策定し、幅広い職域で活躍出来るよう配慮する。 

 
【女性職員の中途採用】 
採用実績はないが、求められる能力・資質等を性差の別な 
く適切に評価し中途採用を行っている。 
 
【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ
イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する
人事上の取組の工夫】 

・地方等への転勤の機会がほぼないため。 

 

 

 

 

 

 

・今後の取組未定 

 

 

・今後の取組未定 

女性職員の中途採用   ○  

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・内閣衛星情報センターでは、女性職員の採用から現在までの
キャリアパスを線表化し、これを用いて本人と面談して、過
去の経歴から将来のキャリア構想の意見交換をした。その結
果を異動案等に反映させた。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・出産・育児休業後は育児短時間勤務や保育時間・育児時間を
取得しながらの勤務を推奨している。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ・幹部になり業務の管理に対応できるよう、満遍なく業務を担
当させることとしている。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

  ○  

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
○ 

   

(発)  ○  
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・今後の取組未定 

 

 

 

・今後の取組未定 

 

 

・今後の取組未定 

 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

○  

(派) 
 

 ○  

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

  ○  

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
 

 ○  

(派) 
 

 ○  

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：内閣法制局】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 
 取組状況 

主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 

その
他 

働き
方改
革 

価値観・意識の改革についての
明確なメッセージの継続的発出 

○   ・ワークライフバランス推進強化月間（以下「WLB月間」とい
う。）中、局内LANを活用し、全職員に対し、内閣法制次長
から「働き方」に対する抜本的な意識改革の必要性及び職
場ごとの実情に応じた取組の実践についてメッセージを発
信した。 

・また、総務主幹からも、WLB月間及び年の切り替えのタイミ
ングにおいて、局内LANを活用し、全職員に対し、超過勤務
の縮減への取組、フレックスタイム制の活用等によるワー
クライフバランス（以下「WLB」という。）の実現について
メッセージを発信した。 

・WLB月間中、全省庁定時退庁日（毎週水曜日）に内閣法制次
長による巡回を実施した。 

【総論】 
・内閣法制局は、職員の約３分の２が、国会関係業務及び法
令審査業務に従事しており、国会会期中や法令案等の審査
時期については、業務量や作業スケジュールが他律的な要
因に左右されることは避けられないが、今後も、業務の効
率化に努めていく。 

・また、官房部局（長官総務室）においては、人事、給与、
文書、情報管理、経理、用度といったいわゆる「官房業
務」を、幹部職員、運転手を除けば、20数名で担当してお
り、他府省において複数の係を置くような業務を、１つの
係で兼務して対応するなど、相当程度、兼務化（合理化）
が図られているが、引き続き、共用の予定表に会議や研
修、各府省からの調査依頼の締切り等の日程を登録し、課
内又は係内であらかじめ共有しておくことにより、スケジ
ュールを見通した上で、業務量の平準化を図る等の取組を
継続していく。 

 
【価値観・意識の改革についての明確なメッセージの継続的
発出】 

・WLB月間において、内閣法制次長及び総務主幹からのメッセ
ージの発信並びに内閣法制次長による巡回を実施した結
果、職員全体の早期退庁者の割合（７月及び８月の水曜日
における20時までの退庁者の割合（平均））が、昨年度に
比べ大きく増加した（平成27年度71.7％→平成28年度
84.4％）。 

・平成29年度においても、WLB月間中の内閣法制次長及び総務
主幹からのメッセージ発信並びに内閣法制次長による巡回
の実施等により、価値観・意識の改革についての明確なメ
ッセージを発出する予定。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・平成29年度においても、引き続き、法令審査資料の簡素化
の取組のほか、WLB月間中、法令審査時間を原則9時30分か
ら16時までとする取組を継続していく。 

・法令審査支援システムによる法令案の形式的チェック等の

ワークライフバランスに資する
効率的な業務運営等に向けた取
組を適切に人事評価へ反映させ
るための取組 

○   ・人事評価の期末・期首評価の実施に際して、局内LANを活用
し、「ワークライフバランスに資する効率的な業務運営、
良好な職場環境づくり等に向けた管理職の取組・実績を人
事評価へ反映する取組の再徹底について」（平成28年９月
７日付け閣人人第705号内閣官房内閣人事局人事政策統括官
通知）等を周知し、WLBに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映するよう呼びかけた。 

業務の廃止も含めた効率化や職
場環境の改善策を議論・策定 

○   ・通年で、法令審査資料の簡素化の取組を実施したほか、WLB
月間中、法令審査時間を原則９時30分から16時までとする
取組を行った。 

・法令審査支援システムによる法令案の形式的なチェックの
励行の取組を行った。 

超過勤務の必要性の事前確認の
徹底 

○ ○  ・官房部局（長官総務室）において、課長及び課長補佐が、
声掛けにより部課の超過勤務予定及びその必要性を把握
し、翌日に超過勤務実績を確認した。 

業務配分の見直しや機動的人員
配置による業務負荷集中の回避 

○   ・通常国会提出法案等の審査において、内閣官房取りまとめ
の一部の法案等について、これまでの知見の蓄積、関連法
案の審査担当部等の事情を考慮しながら、審査担当部の調
整を行い、業務負担の平準化を図った。 

・また、官房部局（長官総務室）において、事務（業務配
分）の偏りがあったことから、実質的な事務の分担を見直
し、事務の効率化を図った。 
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休暇の取得促進 ○   ・総務主幹から、局内LANを活用し、全職員に対して、計画的
な年次休暇の取得についてメッセージを発信した。 

取組により、法令案の誤りの早期発見、法令案の形式的チ
ェックに必要な時間の縮減等が図られた。 

・平成29年度においても、法令審査支援システムによる法令
案の形式的チェック等の取組を継続することにより、法令
案の誤りの早期発見、法令案の形式的チェックに必要な時
間の縮減等に努める予定。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・内閣法制局は、職員の約３分の２が、国会関係業務（質問

主意書に対する政府答弁書案への意見事務を含む。）及び
法令審査業務に従事しており、業務量や作業スケジュール
が他律的な要因（国会日程、閣議付議予定日、法令案の取
りまとめ府省等からの審査依頼、当該府省等の法令案の立
案作業の状況等）に大きく左右されることから、これらの
業務に従事している職員は、自身の超過勤務について自律
的に調節することは困難である。一方、当該期間以外の期
間については、超過勤務は恒常化しておらず、早期退庁に
努めているところである。 

・平成29年度においては、官房部局（長官総務室）におい
て、課長及び課長補佐からの声掛けによる超過勤務の必要
性の事前確認を徹底するほか、さらに、課長及び課長補佐
も共用の予定表等を活用してあらかじめ作業スケジュール
等を共有することにより、必要性のない超過勤務の防止を
図るとともに、業務の平準化を図らせ、超過勤務の縮減に
努める。 

国会対応態勢の見直しや答弁作
成作業の効率化等の取組 

○   ・国会関係業務において、部課ごとの段階別待機（待機、連
絡員待機、連絡先登録）とし、その待機のレベルを可能な
限り早期に見極めて下げることとしているほか、夜間・早
朝対応の当番制を導入し、職員の疲労を蓄積させない体制
を組んでいる。 

テレワークの推進 ○   ・テレワークを実施する前日までに申請することにより、貸
与する端末（７台程度）を用いることで実施可能。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・テレワーク端末により職場メールの閲覧が可能。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・電子決裁、庁内LANの活用などにより、ペーパーレス化を推
進。 

その他   

育
児・
介護
等と
両立
して
活躍
でき
るた
めの
改革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：0.0％（平成27年度）、目標設定時：25.0％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育
児参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得現状：100.0％（平成27年度）、目標設定時：25.0％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に
向けた管理職員等向けの意識啓
発の実施 

○    【総論】 
・育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇につ
いて、当局は小規模組織であることから、対象となる男性
職員が必ずしもいるとは限らないが、人事担当において、
今後も、男性職員に対し、育児休業に係る制度の説明、他
府省における取組事例の周知、育児休業取得促進のための
啓発講演会等への参加要請等の取組を推進していく。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・当局は小規模組織であるため、対象となる育児休業取得職
員等が必ずしもいるとは限らず、独自でセミナーを実施す
ることは難しい。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出
産休暇及び育児参加のための休
暇の取得促進 

○   ・内閣人事局から配布された資料（イクメンパスポート等）
を活用し、男性職員に対して育児休業、配偶者出産休暇及
び育児参加のための休暇の取得促進を呼びかけた。 

育児シートの活用等による育児
等に係る職員の状況のきめ細や
かな把握 

○   ・育児シートを活用し、職員の状況をきめ細やかに把握し、
職員を支援する体制の整備に活用した。 

育児休業取得職員と人事担当部
局等の職員との定期的なコミュ
ニケーション 

○   ・育児休業取得職員と、メールや面談により定期的にコミュ
ニケーションをとり、復帰後の働き方等について情報交換
をした。 

育児休業取得職員等を対象とし
たセミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 

(派) 
○ 

   

その他   
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女性
の活
躍推
進の
ため
の改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％（毎年度）、現状：50.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：採用者なし（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定なし、現状：採用者なし（平成28年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：採用者なし 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：４％程度（平成32年度末）、現状：0.0％（平成28年７月）、目標設定時：0.0％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：18％程度（平成32年度末）、現状：22.2％（平成28年７月）、 

目標設定時：36.4％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：35％程度（平成32年度末）、現状：29.4％（平成28年７月）、目標設定時：31.6％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報
活動 

○   ・人事院主催の合同説明会に平成28年度は2回参加し、いずれ
も女性職員を２人参加させて職場の現状の雰囲気など生の
声を届けた。また、当局ホームページの職員採用ページ
に、女性職員活躍に関する項目を設けた。 

【総論】 
・取組の結果、採用目標は達成できたものの、登用目標の達
成に向けては女性職員の育成を更に計画的に進めていく必
要がある。 

・当局は、総合職試験（旧Ⅰ種試験）からの採用を行ってお
らず、また、一般職試験（大卒程度）（旧Ⅱ種試験）から
の女性採用が平成16年度以降であることから、能力・実績
に基づく評価により、管理職に登用され得るような職員で
あっても、その昇進スピードや最終的に到達し得るポスト
は自ずと限界がある。そのため、プロパーの女性職員の管
理職への登用数を短期間に増やすことは困難であるもの
の、今後も、他府省への出向も含め、多様な職務機会の付
与、研修の活用等による積極的な育成に取り組んでいく。 

・局内の本省課室長相当職以上のポストの大半は、他府省か
らの出向者で占められており、これらのポストへの女性の
登用においては、他府省からの女性職員の出向に左右され
るという特殊事情があり、当該ポストの出向元府省に対し
て、引き続き、女性職員の出向を働きかけていく必要があ
る。また、プロパーの女性職員の管理職への登用について
も、人事評価制度の下、積極的な登用を目指していくもの
とする。 

 
【女性職員の中途採用】 
・当局は小規模組織であり、採用人数が限られているため、
新規採用や在職中の女性職員とのバランスを考慮しなが
ら、今後検討していく予定。 

 
【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ
イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する
人事上の取組の工夫】 

・当局には地方支分部局がないため、転勤がない。 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・当局は小規模組織であり、啓発活動を独自に実施すること
は難しいため、今後も内閣人事局が実施しているセミナー
等に職員を積極的に派遣していく 

・今後は、総務主幹から、局内LANを活用して、管理職員に対

女性職員の中途採用   ○  

女性職員の職域の拡大、職域の
固定化の解消 

○   ・従来、女性が就くことがなかった官職（法令審査を担当す
る部の総務主任）に、初めて女性職員を登用した。 

出産・子育て期等に配慮した職
務経験等の付与 

○   ・出産・子育て期後の業務に活かすべく、個別に携わること
が難しい重要業務について、その取りまとめとして携わ
り、自己研鑽できる部署に配置している。 

個別の育成方針の策定等、管理
職の候補となり得る女性職員の
育成 

○   ・女性管理職となるために経験する必要があるポストを検討
し、その検討に基づき登用・育成を行っている。 

・管理職候補となる優秀な能力を有すると認められる職員に
対し、研修等への参加の機会を積極的に付与した。 

キャリアパスにおける転勤の在
り方（必要性、異動先、タイミ
ングの多様性確保等）について
再検討、転勤に関する人事上の
取組の工夫 

  ○  

女性職員の登用の拡大に向けた
管理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
○ 

  ・内閣人事局が実施した「女性活躍・ワークライフバランス
推進マネジメントセミナー」に職員を派遣した。 

(発) 
 

○   

若手女性職員のキャリアイメー
ジ形成支援による意欲向上研修
の実施 

(独) 
 

 
 

○  

(派) 
○ 

  ・内閣人事局が実施した「若手女性職員キャリアセミナー」
に職員２人を派遣した。 

人事担当部局又は上司による今
後のキャリア形成のための面談
の実施 

○   ・今後のキャリア形成について、人事評価に係る期首面談及
び期末面談等の機会等を利用し、話合いを行った。 

メンター制度の実施等、女性職
員が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・仕事と家庭の両立に悩む女性職員が、その経験者である女
性職員に対し気軽に相談できる体制を整備した。 

(派) 
○ 

  ・人事院が実施したメンター養成研修に、職員１人を派遣し
た。 

その他   

10



して明確なメッセージの発信を行っていく。 
 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・当局は小規模組織であり、対象となる若手女性職員の数も
少なく、研修を独自に実施することは難しいため、今後も
内閣人事局が実施している研修に職員を積極的に派遣して
いく。 

 

その
他 
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【府省等名：内閣府】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    【総論】 
・働き方改革に係る取組を総合的に進め、残業時間の削減や
有給休暇の取得を促進した。 

・働き方改革の必要性については徐々に浸透してきているの
で、継続的な呼びかけを行う。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 
・引き続き、管理職の目標設定に留意するよう呼びかけると
ともに、マネジメントに関する意識改革につなげていく。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 
・各課室において、それぞれの業務内容に合わせた効率化を
図るとともに、課室長のマネジメントによる業務配分の見
直し等による業務効率化を引き続き推進する。 

・モデル部署での取組成果を府内全体に展開し、働き方改革
に向けた具体的な取組を喚起する。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・人事課で取り組んでいるところだが、平成29年度から府内
全体で取り組むこととする。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・管理職の人事評価記録書様式に、仕事と生活の調和の推進に
資する働き方の改革等、効率的な行政の実現に資する目標設
定に留意するよう注記しているほか、府内会議や掲示板で改
めて周知。 

・働き方改革の観点から特段の改善が必要なケースにおいて
は、具体的な指導を実施。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・各課室単位で「仕事の進め方見直し会議」を開催し、業務の
効率化や分担の見直し等のアイデアを募り実施。 

・働き方改革の更なる推進のため、モデル部署での外部コンサ
ルを活用した課題の洗い出し、見直し策の検討を実施（来年
度に府内共有予定）。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・内閣府内で事前確認を徹底するため、まず人事課内で試行
し、実施方法等を検証。 

・併任出向者や行政実務研修員等を含めた全職員の勤務実態の
全体像を把握し、勤務管理に反映。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・育休代替職員を配置するポストを拡充し、機動的な人員配置
を実施。 

・各課室単位で「仕事の進め方見直し会議」を開催し、業務の
効率化や分担の見直し等のアイデアを募り実施。（再掲） 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・国会会期中は、他省庁委員会も含め全ての通告が固まるまで
は、部局は原則待機としているが、当日の状況を見て、部局
が個別に局内の待機を解除可能とする運用を実施。 

テレワークの推進 ○   ・テレワークの申請期限を後倒ししたほか、貸与する端末の台
数を210台程度（内閣官房、内閣府、復興庁、個人情報保護
委員会で共同利用）まで拡充。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・貸出用行政端末を利用できるほか、スマートフォンにより職
場のメール等の利用が可能。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・課室内の共有フォルダについて、フォルダの階層・構成を見
直し、体系的に保存することにより、全府的に情報の電子的
共有を促進。 

・タブレット端末によるペーパーレス会議システムを拡充。 
 

その他   

育
児

男性職員の育児休業取得率 目標：20％（平成32年度）、現状：10.7％（平成27年度）、目標設定時：10.1％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児 目標：両休暇合計５日以上取得 100％、現状：21.4％（平成 27年度）、目標設定時：20.3％（平成 26年度） 
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・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

参加のための休暇取得率 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

 ○   【総論】 
・男性職員の育児休業取得率は目標が達成できておらず、ま
た、配偶者出産休暇・育児参加のための休暇について合計
５日以上取得できた男性職員は21.4％にとどまっている。 

・人事面談を通じて、育児休業取得の希望を把握し、可能な
限り業務分担や配置等の配慮を行う。 

・取得率向上のため、本人だけでなく幹部職員・管理職員を
中心に声掛け・意識啓発を行っていく。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 
・育児休業等の取得促進のためには、そもそも休暇を取りや
すい雰囲気の醸成が必要であり、特定の職員に情報が偏ら
ないようにチームでの業務遂行を意識し、情報共有に努め
るよう呼び掛けていく。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・育児休業取得職員を対象としたセミナーについては、現時
点における独自実施の実現可能性について、省内のロール
モデルとすべき先輩職員の状況等を把握し、平成29年夏ま
でに検討する。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   育児休業取得職員等に対し育児休業制度や両立支援制度につい
ての最新情報、育児休業経験者の経験談等を内容とする「産
休・育休職員メルマガ」を発出等。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

 ○ 
 

 

(派) 
○ 

  内閣人事局が主催する「仕事と育児の両立セミナー」に職員を
派遣。 

その他  内閣人事局が主催する「仕事と介護の両立のためのセミナー」
に職員を派遣。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：35％以上（毎年度）、現状：44.2％（平成28年４月１日）、目標設定時：39.0％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：35％以上（毎年度）、現状：36.4％（平成28年４月１日）、目標設定時：41.7％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】48.6％、【総合職】27.3％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：９％（平成32年度末）、現状：5.4％（平成28年７月）、目標設定時：6.1％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：14％（平成32年度末）、現状：11.1％（平成28年７月）、目標設定時：10.6％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：34％（平成32年度末）、現状：26.8％（平成28年７月）、目標設定時：26.1％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・首都圏及び首都圏以外の地域で女性志望者向け説明会を開催
し、特定の大学・学部等にとらわれない多様な対象に向けた
きめ細やかな広報活動を積極的に展開。 

・パンフレットや内閣府ホームページ等で、女性職員の活躍状
況やキャリアパス、ワークライフバランスの取組等に関する
情報発信を強化。 

【総論】 
・登用目標の達成に向けて、女性職員の育成を更に計画的に
進めていく必要がある。 

・今後は、それぞれの女性職員の希望や資質等を踏まえ、人
事課と原局の人事担当者間の綿密な連携により、多様な職
務機会の付与、研修の活用等による積極的な育成に取り組
んでいく。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 
・若手女性職員を含め、職員自らがキャリアイメージを形成
できるよう、内閣人事局の研修等も活用・参考にしつつ、
年次や経験に応じた研修等の機会の充実を図る。 

女性職員の中途採用 ○   ・経験者採用試験により、女性職員を１名採用。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○    

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検

○   ・女性職員を含め、転居を伴う異動の希望や対応の可否につい
て随時確認したうえで、それぞれのキャリアパスの中での人
事を柔軟に検討。 
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討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・外部講師による女性活躍・ワークライフバランス推進及び働
き方改革をテーマとした管理職及び一般職員向け研修（講
義）を実施。 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

○   

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：宮内庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ＷＬＢ推進強化月間中，毎週，人事担当部局課長補佐による管
理職員の意識改革，超過勤務縮減，定時退庁について庁内アナ
ウンスを実施。 

【総論】 
・ 国会対応での待機原則廃止や複数部局でのテレワークの
実施など,具体的な取り組みを推進しており,働き方改革の
必要性については徐々に職員へ浸透してきている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【テレワーク】 
平成28年度は7-10月までの4ヶ月のみテレワークを実施し

ていたが，平成29年度からは年間を通して実施可能とする。 
【リモートアクセス環境の整備】 
環境整備を行うかどうかを含めて検討。 

【ペーパーレス化の推進】 
 一部の研修会場をネットワーク環境に整備する方向で検
討。実施時期未定 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   幹部職員及び管理職員に対して，メール等を用いて取組に向け
て取られた行動等を例示するなど,適切に評価するよう指示
した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   全職員アンケートを実施し,課室単位の集団分析を行った。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ＷＬＢ推進強化月間中，一部の部局において，その日の超過勤
務時間及び職務内容を事前に課室長へメールで報告することを
試行した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○    一部の部局において,係の業務を分担し平準化を実施した。 

休暇の取得促進 ○   月１日以上の年次休暇目標以外に，ＷＬＢ推進強化月間中は月
３日以上の年次休暇の取得を促進。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   国会担当係が質問内容を精査し対応することで，各係の待機を
原則廃止。 

テレワークの推進 ○ ○  テレワーク実施の７日程度前までに申請することにより、テレ
ワーク専用レンタルPC（１台）を用いることで実施。 

リモートアクセス環境の整備 
 

  ○  

ペーパーレス化の推進 
 

 ○   

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：3.3％（平成27年度）、目標設定時：4.8％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：33.3％（平成27年度）、目標設定時：9.5％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○    【総論】 
・ 男性職員の育児休業取得率は目標を達成できておらず，
また，配偶者出産・育児参加のための休暇（5日以上）の
取得率については上昇傾向にあるが，未だ33.3％にとどま
っている。 

・ 取得率向上のため，引き続き，職員本人及び各課庶務担
当係へ周知徹底する他，幹部職員・管理職員の更なる意識
改革に努めていく。 

 
 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 
 

○    
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で
き
る
た
め
の
改
革 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○     
 
 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・ 当庁の規模では単独での研修などは難しいため，内閣人
事局・人事院が実施するセミナーへの出席を呼びかけてい
る。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 

(派) 
○ 

   

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：41.7％（平成28年４月１日）、目標設定時：41.7％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定無し（毎年度）、現状：採用者なし（平成28年４月１日）、目標設定時：採用者なし（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】52.9％、【総合職】採用者なし 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：３％（平成32年度末）、現状：2.3％（平成28年７月）、目標設定時：2.3％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：13％（平成32年度末）、現状：1.2％（平成28年７月）、目標設定時：3.5％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：15％（平成32年度末）、現状：11.7％（平成28年７月）、目標設定時：10.8％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    【総論】 
 採用目標は達成したものの、登用目標については未達成で
あり今後計画的に進めていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 
・ 当庁の規模では単独での研修などは難しいため，内閣人

事局・人事院が実施するセミナーへの出席を呼びかけて
いる。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 
・ 当庁ではまだロールモデルとなる職員が少なく，内閣人

事局・人事院が実施するセミナーへの参加にとどまって
いる。 

 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 
・ 現在は必要がないためメンター制度を取り入れていない

女性職員の中途採用 ○    

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○    

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   職務状況申告書により職員の意思に添わない転勤は可能な限り
排除している。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

 
○ 

 

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
 

  
○ 
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 が，今後導入の可否を含めて検討。実施時期未定 
 (派) 

○ 
   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：公正取引委員会】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・幹部職員の働き方に対する意識改革のため，職員の健康管理
などを目的として幹部職員らで意見交換をした。 

・幹部職員が率先して職員のワークライフバランスを把握する
ため，各部局長と所属職員との間でワークライフバランスに
関する懇談会を全部局で開催し，その結果を管理職員に対し
て共有して業務改善の取組を実施した。 

・全職員にワークライフバランス推進の意識を根付かせるた
め，イントラネットのトップページに超勤縮減などのワーク
ライフバランスに関する標語を曜日ごとに掲載した。 

【総論】 
・まずは幹部職員の働き方改革に対する意識を浸透させるた
め，幹部職員に対する取組を実施した結果，幹部職員から
職場環境や業務の改善を働きかけ，迅速に対応することに
繋がった。 

・超過勤務の縮減に係る取組を進めたところ，完全定時退庁
日においては，ほとんどの課室でおおむね２０時までの退
庁を実現し，また毎月第１水曜日は調査開始から毎月８
０％前後の早期退庁率を保持しており，意識の浸透が見ら
れた。 

・ワークライフバランス推進強化月間中に休暇取得促進の取
組を実施し，全職員の４分の１の職員が連続５日以上の休
暇を取得した。 

・平成２９年度以降において「仕事をやめる」観点からの業
務改善が積極的になされる環境を醸成していくための取組
を検討する。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・マニュアルの作成，データベースの構築等の取組により，
各職員が業務フローや過去の経緯等を調べるために要する
時間を短縮させ，業務効率化に繋がった。 

・既存の業務の統廃合・簡素化を行うことにより業務量を削
減するといった観点からの取組が少なかったため，各課室
における業務改善に係る取組を検討する必要がある。 

・各府省協議の時間を通常より長く確保することにより，当
委員会内及び協議先府省等に対して待機する必要を無く
し，超過勤務の縮減に繋がった。 

 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 
・国会対応において各課室の待機態勢縮小に当たって判断材
料となる質問通告の状況を国会待機者に対して迅速に共有
し，適宜，各課室の待機態勢を縮小できた。 

 
【テレワークの推進】 
・平成２８年４月から平成２９年１月までにテレワークが１
６２回利用され，そのうち９２％が育児・介護を理由に利
用されており，育児・介護の事情を持つ職員に定着してき
た。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・平成２７年度下期の人事評価において各管理職員が設定した
ワークライフバランスに係る業績目標の中から，共有すべき
推奨事例を取りまとめ，平成２８年度上期の人事評価期間の
開始に合わせて情報共有した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・平成２７年度における各課室等の業務改善に係る取組を取り
まとめ，成功事例をベストプラクティス集に追加して組織全
体で情報共有を図り，平成２８年度における各課室等の取組
目標の設定に利用した。また，取組目標についてフォローア
ップを実施した。 

・公取委が行う府省間協議において，協議先府省等が勤務時間
外の作業をすることのないように協議開始時から期限までの
期間を通常のルールよりも長期間確保した。 

・e-LAWSの本格運用に先立ち，所管法令（３法律，５政令），
所管規則（１７規則）の登載を進めた。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・超勤入力ツールを用いて１７時までに管理職に対して超過勤
務の事前申請を行うようにし，管理職が超過勤務の必要性を
判断した上で職員に対し超過勤務を命ずることの徹底を図っ
た。 

・退庁時刻を意識して効率的に業務を進めるため，毎朝出勤時
に退庁時刻を他の職員に分かるように掲示する取組を開始し
た。 

・職員に勤務時間を意識させるために職員のパソコンに勤務開
始時刻や勤務終了時刻になると音と共に時刻を伝えるシステ
ムを作った。また，退庁時刻２時間前に超勤入力ツールへの
徹底を呼び掛ける文言も併せて掲載し，毎日職員へ周知する
ようにした。 

・平成２７年度から運用している超勤実績集計システムを改定
し，毎月の前半１５日間で３０時間以上の超過勤務を行った
職員を把握できる機能を実装した。 

・超過勤務時間が月８０時間を越えた職員の情報を従来管理職
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員にのみ知らせていたところ，当該職員の所属する部局の指
定職に報告することとした。 

・各課室において，毎月１日の完全定時退庁日を設定し，超過
勤務を行った場合の人事課への報告を徹底することとした。 

・第１水曜日と，各課室が定める完全定時退庁日における定時
退庁率及び早期退庁率を算出し，管理職員内で共有すること
とした。また，毎月第１水曜日の早期退庁率の結果をイント
ラネットで全職員に周知した。 

・管理職のうち７６％の者がテレワークを経験したことによ
りテレワークに対する理解が広まった。 

・今後は，テレワーク利用のアンケート結果などを基に，職
員からの要望等を踏まえ，必要があれば関係規程を見直し
利用しやすさの向上に努める必要がある。 

・国会待機時におけるテレワークの利用について検討する。 
 
【リモートアクセス環境の整備】 
・総務省行政管理局との調整後，利用者数の設定及び当委員
会に必要な個別ソフトウェアの設定等を行い，試行を開始
した。 

・今後は試行の結果を踏まえ，同時接続可能数の拡充を図
る。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・平成３０年度までに当委員会における会議のペーパーレス
化の実施に向けた準備を進める。 

・平成２９年度内に，ペーパーレスを前提とした文書管理に
向けた内部規程等の見直しを進める。 

 
【その他】 
・フレックスタイム制利用の際の勤務時間の申告等のための
ツールを導入し，業務を効率化したことで職員がフレック
スタイム制を利用しやすくなり，利用者拡大へと繋がっ
た。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・職員が育児休業を取得した課室や業務量が急増した課室に対
して，特定の職員に業務の集中を回避するため業務量増加が
見込まれる期間を限定し，人員を配置した。 

休暇の取得促進 ○   ・ワークライフバランス推進強化月間中に連続５日以上の休暇
取得促進について事務総長から管理職員に対しメッセージを
発出した。 

・一般職員及び管理職員に対し，休暇取得に対する意識改革の
ためそれぞれが行う年次休暇の計画的使用の促進の取組を周
知した。 

・休暇取得促進のため，プレミアムフライデーに年次休暇取得
を推奨する取組を実施した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・国会情勢に応じ，国会連絡担当者（係長等）の態勢を輪番で
指定する，係を越えて答弁作成担当者を指定するなど，合理
的な役割分担を明確化した。 

・国会答弁書の作成時間を短縮するため，過去の国会答弁書を
迅速に参照・検索できるよう，イントラネット上に国会答弁
書を随時集積し，当該国会答弁書に記載された用語検索が可
能となるよう必要な処理を行った。 

・イントラネット等を活用し，必要な情報を迅速に国会関係者
に周知・徹底した。 

テレワークの推進 ○   ・育児や介護の状況に応じてテレワークを実施する当日の申請
も認めることとし，私物端末や貸与する端末（５台程度）を
用いてテレワークを実施可能とした。 

・育児・介護等の事情を持つ職員を主な対象としてテレワーク
の説明会を開催し，活用方法の提案をして利用促進を図っ
た。 

・職員からテレワークの活用について人事課に相談があった場
合に，人事課が所属長を含めてテレワークの活用について検
討し，職員ごとの個別具体的な事情に沿って可能な限りテレ
ワークが利用可能となるように対応した。 

・管理職の意識改革のため，新任管理職員等に対しテレワーク
の実施を呼び掛け，１０名以上の管理職員がテレワークを経
験した。 

・職員のテレワークに対する意識を調査するため，全職員対象
にテレワーク利用のアンケートを実施し，利用状況や改善点
の把握に努めた。 

リモートアクセス環境の整備 ○ ○  ・公正取引委員会ＬＡＮシステムの機能の利用を可能とするた
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めの設定について，確認及び総務省行政管理局との調整を行
い試行した。 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・当委員会における会議のペーパーレス化の手法等の検討を行
った。 

・ペーパーレスを前提とした文書管理を推進するに当たり，運
用上の課題について整理を行った。 

その他  ・フレックスタイム制が円滑に実施できるよう，勤務時間の申
告・割振り簿作成用のツールを導入し，フレックスタイム制
利用に係る業務を効率化した。 

・申告漏れを防止するため，単位期間終了前に次の単位期間や
申告期限等の周知を行った。 

・職員のフレックスタイム制に対する意識を調査するため，全
職員対象にフレックスタイム制のアンケートを実施し，利用
状況や改善点の把握に努めた。  

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年度）、現状：23.8％（平成27年度）、目標設定時：10.3％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年度）、現状：47.6％（平成27年度）、目標設定時：6.9％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ・男性職員の子の出生予定が判明した時点で職員に出生予定届
けを人事課に提出させ，その後，人事課長から出生予定届を
提出した男性職員の所属長に対し当該男性職員が育児に係る
両立支援制度を取得させるよう呼び掛けを行った。 

【総論】 
・男性職員の育児休業取得率は目標を大きく上回った。 
・男性職員の配偶者出産休暇・育児参加のための休暇取得率
は，47.6％と目標設定時より大幅に増加した。 

・研修やチェックシート導入などにより両立支援制度への理
解は広まってきたが，取得率向上のため人事課からメッセ
ージを発出し，引き続き職員への意識啓発を行っていく。 

 
【男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理職員等向けの意
識啓発の実施】 

・人事課長から管理職員である所属長に対して男性職員の育
児参加を促すことにより，管理職員の両立支援制度に対す
る意識を啓発できた。また，管理職員が男性職員に対し積
極的に育児へ参加するよう促すようになった。 

 
【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のきめ
細やかな把握】 

・チェックシートを導入したことにより，管理職員から男性
職員に対して両立支援制度の利用を積極的に促し，男性職
員の育児休業取得率は23.8％と目標を上回る結果に繋がっ
た。 

 
【育児休業取得職員と人事担当部局等の職員との定期的なコ
ミュニケーション】 

・育児休業取得職員と意見交換した内容を管理職員内で共有
し，職場環境作りに活かした。 

 
 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・男性職員が積極的に育児参加できるように，出生予定届が提
出された後，人事課長から出生予定届を提出した男性職員の
所属長に対し当該男性職員が育児に係る両立支援制度を取得
させるよう呼び掛けることで，所属長から男性職員に対して
両立支援制度の利用を促すようにした。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・男性職員の配偶者が妊娠した場合，男性職員が積極的に育児
に参加し，また管理職員も男性職員が育児に参加できるよう
な体制を整えるために，管理職員から男性職員に対して両立
支援制度の利用をチェックシートに基づきヒアリングをして
職員の状況を把握する仕組みを作った。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・育児休業取得職員等と幹部職員とでワークライフバランスに
ついて直接意見交換する場を設けた 

・いわゆる「マミートラック」にならないように，人事担当者
が育児休業から復帰して１年未満の職員に対して育児と仕事
の両立に関する悩みをヒアリングした。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
○ 

  ・育児休業中の職員が職場復帰に対する懸念を拭い，スムーズ
に職場に復帰できるように内閣人事局主催の「仕事と育児の
両立セミナー」に育児休業中の職員を参加させた。 

その他  ・介護を行う職員が従前と同様に業務を継続して行えるように
フレックスタイム制とテレワークの活用を勧めた。 

・介護を行う職員が介護と仕事を両立できるように配慮し，人
事配置を行った。 
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・育児と介護の悩みを抱える職員に対し，育児休業復帰前から
復帰への懸念に対する相談に乗った。 

【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・職員が受講すべき内部研修のうち育児休業中のため受講で
きなかった者には，育児休業後のキャリアデザインを形成
できるように研修資料を送付することとしているが，今年
度は育児休業中の職員に対象者がいなかったため，実施し
なかった。  

・内閣人事局主催のセミナーへ育児休業中の職員を派遣する
ことにより，職場復帰後の仕事と育児の両立について具体
的な事例を知る機会を与え，育児休業後の具体的なキャリ
アデザインの形成等へと繋げた。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％超（毎年度）、現状：44.4％（平成28年４月１日）、目標設定時：40.7％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30％超（毎年度）、現状：42.9％（平成28年４月１日）、目標設定時：33.3％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】50％、【総合職】50％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：11％程度（平成32年度末）、現状：7.7％（平成28年７月）、目標設定時：5.0％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％程度（平成32年度末）、現状：9.6％（平成28年７月）、目標設定時：10.4％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：40％程度（平成32年度末）、現状：23.5％（平成28年７月）、目標設定時：22.2％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・平成２８年度から女子学生の悩みや業務への関心事項を把握
し，きめ細やかに対応できるよう女子学生向け業務説明会を
開催した。 

【総論】 
・目標設定時から引き続き採用目標は達成できた。 
・登用目標達成に向けて引き続き取組を実施していく。 
・今後も女性職員の能力が最大限発揮できるよう女性職員に
対する取組だけでなく，管理職員の意識啓発などを引き続
き実施していく。 

 
【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ
イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する
人事上の取組の工夫】 

・管理職への登用に当たって転勤の有無を形式的に判断して
いないが，今後必要があればキャリアパスにおける転勤の
在り方について検討する。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・平成２９年度以降も継続して，職場環境の整備や女性職員
のキャリア形成支援の取組などの意識改革を図ることを目
的とする管理職員向けの講習会を実施する。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・ロールモデルとなる先輩女性職員が歩んできたキャリアパ
スの事例等を紹介すること等を目的とした女性職員のキャ
リアイメージ形成支援のための内部研修を実施するため，
ロールモデルとなる先輩女性職員を選定中であり，先輩女
性職員の選定後，情報収集を行い，平成32年度末までの実
施に向けた準備を進める。 

 

女性職員の中途採用 ○   ・人事交流の一環として，独占禁止法についての専門的知見を
有する女性外部人材を採用した。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○    

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ・管理職の候補となり得る女性職員が能力を最大限発揮できる
ように，今後のキャリアパスに関するヒアリングを実施し，
ヒアリングを踏まえた人事配置を行った。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

  ○  

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・人事課長が管理職員に対して行う人事評価説明会において，
女性職員の活躍の妨げとなるマタニティハラスメントなどの
ハラスメントや，育児時間取得や早出遅出勤務といった両立
支援制度取得者への対応について解説を行った。 

(派) 
○ 

  ・女性職員の登用拡大に伴い，本局だけでなく地方部局にも女
性職員が多く配置されているため，地方の管理職員に対して
も「女性活躍・ワークライフバランス推進マネジメントセミ
ナー」などのセミナーに参加させた。 

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実

(独) 
○ 

○  ・若手職員向けにキャリアイメージ形成のための先輩職員との
ランチミーティングを実施し，仕事の面白さや今後の業務と
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施 の向き合い方を講演した。 【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・先輩職員と若手職員が直接交流し，悩みを相談できる場を
設けたことで，若手職員の今後の業務に対するモチべーシ
ョンを高めることへ繋がった。 

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・若手係長職員の今後のキャリア形成を検討させるために，地
方転勤から本局勤務に戻った若手係長職員に対し面談を実施
した。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・若手職員が今後働いていく上での将来像を描き今後の悩みを
解消するために，先輩職員から若手職員向けにランチミーテ
ィングを開催し，少人数に対してこれまでのキャリアパスの
講演や若手職員が疑問に思うことについて回答した。 

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：警察庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・幹部によるワークライフバランスの実現に向けた指示を行う
など、継続的にメッセージを発出している。 

 
【総論】 
・各種取組の継続的な実施を通じて、勤務時間を柔軟に設定
するようになったほか、休暇を取得しやすい雰囲気が醸成
されるなど、ワークライフバランスの推進に効果があっ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○ 
 

  ・ワークライフバランスに資する業務運営等に向けた取組を適

切に人事評価へ反映する取組を徹底させた。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・業務の効率化に向けた検討を実施するとともに、その実行に
向けて取り組んだ。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・職員が正規の勤務時間外に業務を実施する際に、その理由等
を上司が確認するなど、勤務時間管理の徹底を図っている。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・業務繁忙期には、課内の他係の業務を担当させるなど、課室
レベルで業務負担の平準化に取り組んだ。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・役割分担を明確にするとともに、情勢に応じて、体制を縮小
するなどしている。 

テレワークの推進 ○   ・既に、リモートアクセス環境の整備に向けた予算措置を講じ
たところ、これを前提とするテレワークの実施に向けて作業
を推進している。 

リモートアクセス環境の整備 ○    

ペーパーレス化の推進 ○   ・電子決裁の普及を促進し、決裁手続の効率化に努めるととも
に、ペーパーレス化を推進している。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き

男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年）、現状：1.9％（平成27年度）、目標設定時：2.4％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：14.8％（平成27年度）、目標設定時：16.0％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○ 
 

  ・管理職員向けの研修を実施するなど、男性職員の育児休業や
配偶者出産休暇等の取得についての意識啓発に努めた。 

【総論】 
・男性職員の育児休業等制度の周知に努めるなど、今後と
も、仕事と育児・介護の両立を支援するための取組を継続
する予定。  

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    
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る
た
め
の
改
革 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 

   

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：警察庁内部部局及び科学警察研究所30％以上（毎年度）、附属機関（科学警察研究所を除く。）及び地方機関20％以上（毎年 
度）、現状：34.0％、23.1％（平成28年４月１日）、目標設定時：36.8％、21.3％（平成27年４月１日） 

【総合職】目標：30％以上（毎年度）、現状：32.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：37.9％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】23.7％、【総合職】31.4％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：2.5％程度（平成32年度末）、現状：0.8％（平成28年７月）、目標設定時：0.9％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：３％程度（平成32年度末）、現状：2.6％（平成28年７月）、目標設定時：2.6％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：14％程度（平成32年度末）、現状：13.0％（平成28年７月）、目標設定時：12.8％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・女子学生を対象とした業務説明会を開催し、女性職員から現
在の業務に関する説明や家庭生活との両立状況等について説
明した。 

・ウェブサイト等においても女性職員を取り上げ、女性のキャ
リアパス等について具体的な説明を心懸けた。 

【総論】 
・来年度以降も、女性職員の採用目標の達成に向け、女子学
生のニーズに合った業務説明会の開催等、女性の採用拡大
に努める。 

 
・女性職員の登用目標の達成に向け、引き続き、能力・経
験・希望等を総合的に勘案して登用に努める。 

 
 
 

女性職員の中途採用 ○    

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・従来女性職員の配置のなかったポストへの登用を行うなど、
職域の拡大等に努めている。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・子育てや介護に従事する職員の働き方に関する希望を適切に
把握するよう努めている。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・講演会を実施するなど、女性職員の登用の拡大に向けて、管
理職員の意識啓発に努めた。 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

  

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・職員とその上司や人事担当者による職員のキャリアパス等に
かかる意見交換を行っている。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・メンター制度を運用するなど、女性職員がそのキャリア形成
に関する事項等について、経験豊富な職員に相談できる体制
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整備に努めている。 

(派) 
○ 
 

   

その他   

そ
の
他 

      

 

25



【府省等名：金融庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・当庁の職員向けに行った金融行政方針説明会及び倫理講話の
中で、長官から業務効率化や多様な働き方の実現などのワー
クライフバランスをより一層推進していく旨のメッセージを
発信した。 

・各種研修や庁内イントラネットを通じて、職員に対してワー
クライフバランスの実現を含む「金融庁職員のあり方」を継
続的に啓発した。 

【総論】 
・引き続き、働き方改革を進めていく観点から、超過勤務の
縮減に取り組むとともに、テレワークの実施拡大、フレッ
クスタイム制の活用等、職場環境の改革を進め、斬新な発
想が湧き出るためのワークライフバランスの実現を図る。 

 
【ワークライフバランスに資する効果的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映するための取組】 

・引き続き、行政のスリム化・自主的な事業の改善、女性職
員の活躍・ワークライフバランスの推進に資する働き方の
改革など、適切に評価するよう徹底する。 

・28年３月に実施した組織活性化に向けた職員アンケートに
おいて、「人事評価の目線が統一されていない」などの意
見があった。 

⇒評価者に対する研修等を通じて、引き続き、評価者能力の
向上を図る。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・これまでも業務効率化や職場環境の改善に取り組んできた
が、28年３月に実施した職員アンケートでは、「効率的・
効果的に業務が行えていない」、「ワークライフバランス
が不十分」などの意見が寄せられた。 

⇒業務効率化・職場環境改善に向けた庁内各部署の取組みの
効果を検証し、更なる改善を図るPDCAサイクルを通じて継
続的な取組みとしていく予定。また、２～３年に１度職員
アンケートを実施し、改善状況や課題を明確化することも
検討。 

 
【テレワークの推進】 
・職員から「テレワークで実際にどのような業務ができるか
分からないので、利用が敬遠されるのではないか」といっ
た声が寄せられた。 

⇒テレワークに関するＱ＆Ａ及び具体的な活用事例を作成
し、庁内に周知を予定。 

 
【フレックスタイム制】 
・フレックスタイム制を活用するためには、コアタイム内に

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・超過勤務の縮減や、各種休暇等の取得を含めた職場環境改善
への取組みを業績目標として設定させ、達成できた場合には
積極的に評価した。 

・28年10月に人事評価マニュアル（金融庁概要版）を策定し、
効率的な業務運営やワークライフバランスに資する目標設定
事例を示した。 

・併せて、評価者能力向上のため、内閣人事局の主催する「評
価者講座」（29年１月現在：課長相当職20名、課長補佐相当
職21名受講）や「人事評価（評価者向け）ｅラーニング」
（第１期（29年１月現在）：課長以下269名受講）に積極的
に参加した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・金融行政の再点検を行い、金融機関からの各種データの徴求
頻度や公表頻度等の引き下げ・廃止を行った。 

・庁内各部署において業務効率化・職場環境改善に向けた取組
みを議論し、実践できるものから順次実行に着手した。各部
署の取組みのうち、参考となるものは庁内全体に紹介したう
え、各部署の実情に応じて取り入れるよう周知した。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・職員が、正規の勤務時間外に業務を実施する場合、課室長等
へ事前にその理由及び所要見込時間を申告し、課室長等がこ
れを確認するなど超過勤務の必要性の事前確認を徹底する取
扱いとした。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・管理職が原因を把握し、他部署・他係からの応援体制等を構
築した。 

休暇の取得促進 ○   ・斬新な発想が湧き出るためのワークライフバランスの実現を
更に進めていく観点から、連続休暇やアニバーサリー休暇な
どのリフレッシュ休暇の取得を促進した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・国会連絡室と協力して通告状況を積極的に情報収集し、でき
る限り早期に連絡先解除を行うよう取り組んでいる。 

テレワークの推進 ○ ○  ・28年度から３,４,７,８月を「テレワークお試し月間」とし
て設定し、職員がテレワークを体験する取組みを実施した。 

・テレワーク実施要領を改正し、テレワークの対象者を全職員
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に拡大。また、実施条件を週１回以上から月１回以上に緩和
した。 

・総務省が政府共通プラットフォーム上で提供する外部接続環
境提供サービス（Remote Virtual Private Network。以下、
「RVPN」という。）を活用し、28年４月からテレワークを実
施した職員は計39名（29年２月末現在）。 

重要な業務・会議を集中して実施するといった意識改革も
必要。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・RVPNの利用者IDを100（28年７月）から250（29年２月）に拡
大。原則、私物PCを用いることにより職場メールの送受信、
共有フォルダの編集作業等が可能。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・庁内の情報配付について、事案の内容に応じて、幹部職員に
対しても原則メールで配付するなど、ペーパーレス化を推進
した。 

その他  ・28年４月からフレックスタイム制が拡充されたことから、適
切な公務運営の確保に配慮しつつ、希望する職員には可能な
限り適用するよう努めた。 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：5.7％（平成27年度）、目標設定時：6.3％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年）、現状：31.4％（平成27年度）、目標設定時：21.3％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ・全職員必修の研修において、仕事と育児の両立支援制度等の
周知を行い、育児を行う職員に対する周囲の理解を図った。 

【総論】 
・女性職員の育児に関する各種制度の活用は、概ね定着して
きたものの、男性職員の育児休業取得率や配偶者出産休
暇・育児参加のための休暇取得率向上が課題。今後も引き
続き育児・介護と仕事の両立にかかる各種制度の活用に向
けて管理職員等に環境整備を働きかけていく必要。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 

・金融庁イクメンの会の参加者から、「育児に関する制度休
暇等の取得について、上司の積極的な声がけが不十分」な
どの意見が寄せられた。 

⇒これまでも子どもが生まれる予定の職員からの申告に基づ
き、上司へ休暇取得の環境整備を要請してきたが、出生予
定日の６週間前に改めて配慮を要請し、計画的な休暇の取
得を促進する予定。 

 
【育児休業取得職員と人事担当部局等の職員との定期的なコ
ミュニケーション】 

・「子育て支援研修」については、「仕事と育児の両立に関
する悩みを共有できた」、「庁内で子育ての相談ができる
人的ネットワークが形成され、大変良かった」などの意見
が寄せられた。 

・他方、「育児中の業務サポート体制について、属人的なサ
ポート依頼・引継ぎではなく、組織としての体制づくりを
するべき」との意見が寄せられた。 

⇒引き続き、産前・産後休暇、育児短時間勤務、育児時間等

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○ ○  ・父親になる予定の職員から「子の出生予定届」を提出しても
らい、本人のみならず、管理職や上司に対しても育児関連の
各種休暇制度について説明するとともに、休暇の取得促進に
向けて環境整備を要請した。 

・29年２月に育児中の男性職員、育児休業を取得したことのあ
る男性職員及び人事担当者による意見交換会（金融庁イクメ
ンの会）を開催した。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・身上ヒアリングを通じて、育児等に係る職員の状況を確認し
ている。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・引き続き育児休業中の職員の要望に応じ、メールマガジンに
より定期的に職場の情報を提供した。 

・育児休業からの復帰予定者に対し、人事担当者とのヒアリン
グを実施した。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

・28年11月から、育児休業中の職員に対し、当庁で開催した研
修のＤＶＤ貸出を開始した。 

・28年11月にワーキングマザーの今後のキャリア形成を目的と
した研修を開催した。 

・28年８月及び28年11月に育児休業からの復帰者を対象とした
意見交換会を実施した。 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局主催の「仕事と育児の両立セミナー（旧女性セミ
ナー）」に育児休業復帰後１年以内の女性職員を参加させ
た。 

その他  ・27年度の試行を踏まえ、シッターサービス利用時の助成金額
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の上限を引き上げた。 
・29年３月に「ワークライフバランス研修（仕事と介護の両立
準備編）」を開催し、介護にかかる知識の習得や育児と同じ
ように職場で話し合える風土の醸成等を図っていく。 

の取得実態に応じて措置された定員を積極的に活用する。 
 
【シッターサービスの助成】 
・シッターサービスの助成金制度については、29年２月実施
の金融庁イクメンの会において、「福利厚生事業の一つと
して支援制度があるのは助かる」という声があがった一
方、「助成制度自体を知らなかった」との声もあるなど、
職員の認知度を高める必要がある。 

⇒今後、助成制度の利用要件緩和や、具体的な利用例等も合
わせて効果的な周知方法を検討する。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％（毎年度）、現状：48.5％（平成28年度）、目標設定時：47.2％（平成27年度） 
【総合職】目標：設定なし、現状：46.7％（平成28年度）、参考：45.5％（平成27年度） 
※平成29年度採用者：【全体】33.3％、【総合職】30.8％） 
（うち、平成29年４月１日付けの採用者：【全体】32.4％、【総合職】27.3％） 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：７％（平成32年度末）、現状：3.1％（平成28年７月）、目標設定時：2.4％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％（平成32年度末）、現状：9.6％（平成28年７月）、目標設定時：8.4％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：24.4％（平成28年７月）、目標設定時：19.8％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・「業務説明会」や「キャリアを語る会」等、女性志望者向け
説明会を計14回開催した。 

・採用パンフレット等に女性職員によるメッセージを掲載する
などの取組みを継続した。 

【総論】 
・国家公務員採用試験からの採用者に占める女性割合につい
ては、引き続き高水準を維持している。 

・また、女性職員の登用目標については、平成32年度末の目
標達成に向け、引き続き積極的な女性登用に努めるととも
に、定期的に女性登用の進捗状況を確認していく。 

 
【個別の育成方針の策定等、管理職の候補となり得る女性職
員の育成】 

・人事院主催の研修を受講した女性職員から、「今後のキャ
リア形成に向け、取り組むべき課題が明確になった」との
声が上がった。 

⇒引き続きスキルアップ等を目的とした各種研修に女性職員
を積極的に推薦するよう努める。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・庁内における女性職員の活躍事例を取りまとめ、幹部会等
の場で紹介するなど、女性職員の登用拡大に向けた管理職
員の意識啓発を検討。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・「キャリア面談」を通じて、若手女性職員から「実際に仕
事と子育ての両立に奮闘している先輩女性職員から話を聞
きたい」といった意見が寄せられた。 

⇒若手女性職員のキャリアイメージの形成に資するよう先輩
女性職員を囲んだ座談会等の開催を検討する。 

女性職員の中途採用 ○   ・検査局総務課主任統括検査官に女性の選考採用者を登用し
た。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・総括補佐などこれまで男性職員のみが配置されてきたポスト
に初めて女性職員を配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・本人の意向等を把握した上で、各専門分野を意識した人事運
用を基本としつつ、結婚や出産・子育て期を迎える前の段階
で、海外留学や出向等の機会を与えられるよう人事管理を行
っている。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ・女性職員の積極的かつ計画的な管理職への登用に向け、スキ
ルアップ等を目的とした各種研修（人事院主催「行政研修
（女性管理職養成コース）」、「女性職員キャリアアップ研
修」等）に女性職員を積極的に参加させた。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・当庁は地方支分部局を設置していないことから、転居を伴う
異動は限定的であるものの、転居を伴う異動を行う場合は、
本人の家庭の事情等を配慮の上、決定している。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 
○ 

 
 

 

(派) 
○ 

 
 

 ・人事院主催の「女性職員登用推進セミナー」に人事担当課長
が参加した。 

(発) 
 

 
○ 

 
 

 

若手女性職員のキャリアイメージ (独)   ・28年12月に若手職員のキャリアパス形成に資するため、「出
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形成支援による意欲向上研修の実
施 

○ ○ 向者報告会（民間企業等への出向者による現況報告）」を開
催した。 

・育児期に昇任を希望しなかったものの、優れた潜在的な能
力を持つ女性職員に対しては、多種な職務機会の付与や研
修等の必要な支援を積極的に行い、意欲の向上を図ってい
く。 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局主催の「若手女性職員キャリアセミナー」に係員
級の女性職員を参加させた。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・29年２月から人事担当者が職員と面談し、将来の希望、進路
の悩み等を聞き、必要な助言等を行う「キャリア面談」を実
施した。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・新規採用者をメンティーとしたメンター制度やカウンセラー
制度を設け、女性のメンターや相談員を配置するなど、相談
しやすい環境を整備している。 

(派) 
○ 

  ・初めてメンターとなった者については、メンタリングに関す
る基本的な知識、コミュニケーション・スキルを習得させる
ため、人事院主催の「メンター養成研修」へ参加させた。 

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：消費者庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    
 

【総論】 
・直近の人事評価期間中（28.4.1～28.9.30）において、人
事評価記録書にワークライフバランスに係る取組を記載し
ている例を166件（27年度同期より12件増加）確認するこ
とができ、人事評価の一要素として浸透してきているもの
と思われる。引き続き、ワークライフバランスに係る取組
を自己申告、人事評価に加味することを励行するよう促
す。 
平成28年度においても、ワークライフバランス推進月間

中のほか、幹部会合等の場においても早期退庁を励行し、
職員の意識改革を図った。 

・職員が平成26年に取得した年次休暇の平均取得日数は
11.27日であったが、平成27年には12.0、平成28年度には
12.3となり年々増加している。 
「これまで仕事に当てていた時間を家庭等での時間に振

り替え、消費生活を充実させていく中で一生活者としての
「気づき」を発見し、そうした「気づき」を仕事に生か
す。」という考え方のもと、幹部会合等において、引き続
き年次休暇取得を励行する。 

・平成29年度中に徳島県に開設する予定の消費者行政新未
来創造オフィスを消費者庁の働き方改革の拠点と位置付
け、テレワークの推進等、働き方改革を推進する。 

・超過勤務の必要性の事前確認の徹底については、先行実
施している課での成果や問題点を検証したうえで、引き続
き全庁的な実施を検討する。 

・ペーパーレス化の推進について、幹部会における試行的実
施を踏まえ、本格導入や他会議における導入の可能性につ
いて引き続き検討する。 

 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・庁内への毎期の人事評価作業の依頼の際、被評価職員のワー
クライフバランスにかかる取組について、被評価者からの自
己申告を促すとともに、評価者に対しては、それを業績評価
の標語に適切に反映させるよう依頼。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・各課において「仕事の進め方見直し会議」を開催し、各課に
おける仕事の進め方に係る問題点等を議論。その結果を庁内
の「女性活躍・ワークライフバランス推進実施本部」に報
告。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○ 
 

 ・平成29年度における全庁的な実施を念頭に、一部の課におい
て試行中。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・任期付職員や非常勤職員の追加配置により業務負荷集中に配
慮。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・翌日の各委員会の状況が不明でも、消費者庁への通告がない
と推測される場合は、居所明示解除を速やかに行うよう心掛
けている。 

テレワークの推進 ○ ○  ・テレワークを実施する３日前までに申請することにより、貸
与する端末（47台程度）を用いることで実施可能。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・出張用テレワーク端末を利用することにより職場メール等の
閲覧が可能。 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・幹部会においてタブレット端末を使用したペーパーレス化を
試行的に実施中 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（希望者は全員取得）（平成32年度）、現状：0.0％（平成27年度）、目標設定時：0.0％（平成27年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：20.0％（平成27年度）、目標設定時：12.5％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

  ○  【総論】 
・平成28年度において、所属男性職員が１年弱の育児休業を
取得。これを育児休業取得促進の呼び水とし、パパ・ママ
シートの制度も活用しつつ、若手を中心とした職員の啓発
を図る。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    
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し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    【男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理職員等向けの意
識啓発の実施】 
・他省庁の取組を参考にしつつ、今後可能な取組を検討す
る。 
 
【育児休業取得職員と人事担当部局等の職員との定期的なコ
ミュニケーション】 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・育児休業取得職員が１名にとどまることから、今後可能な
取組の実施を検討する。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

  ○  

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

 ○ 
 

 

(派) 
 

 ○  

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：50％程度（毎年度）、現状：100.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：50.0％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：33.3％以上（毎年度）、現状：100.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：50.0％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】37.5％、【総合職】33.3％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：20％以上（平成32年度末）、現状：16.7％（平成28年７月）、目標設定時：16.0％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：20％以上（特定任期付職員を算入した場合30％以上）（平成32年度末）、 

現状：22.1％（平成28年７月）、目標設定時：20.8％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：35％以上（平成32年度末）、現状：41.0％（平成28年７月）、目標設定時：35.5％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    【総論】 
・採用活動において、引き続き、女性にとっての消費者庁
の働きやすさを女子学生霞が関インターンシップ等の女子
学生向けイベントに積極的に参加しアピールするととも
に、そのアピール材料となる実際の庁内の事例の蓄積に努
める。 

・プロパー採用の開始が平成25年度と日が浅いことから、
他省庁の例等を参考に、今後の取組を検討・充実させる必
要がある。 

 
【個別の育成方針の策定等、管理職の候補となり得る女性
職員の育成】 

・プロパー女性職員の増加に伴い、今後可能な取組の実施
を検討する。 

 

【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ

イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する

人事上の取組の工夫】 

・平成 29 年度中の徳島県における消費者行政新未来創造オ

フィスの開設を機に、今後、転勤に関する人事上の取組の

工夫を検討する。 

 

【 

【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく

り】 

女性職員の中途採用 ○   ・平成25年度からプロパー職員の採用を開始したことから、プ
ロパー職員が少ない現状にあるため、中途採用を行い平成28
年度において女性3名を選考採用した。  

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで男性職員のみが配置されてきたポスト（予算係）に
初めて女性職員を配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・育児休業明け及び育児短時間勤務の出向者を積極的に受け入
れている。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

 ○   

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

 ○   

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・長官が女性である強みを活かし、幹部会等の場で長官自ら継
続的に啓発。 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

  ・長官が女性である強みを活かし、幹部会等の場で長官自ら継
続的に啓発。 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 ・新採用職員研修において長官講話を実施。 

(派)    
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○ ・プロパー女性職員の増加に伴い、今後可能な取組の実施を

検討する。 

・内閣人事局又は人事院が実施する研修に積極的に派遣し、

庁内の相談体制を整備する。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
 

○   

(派) 
 

○   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：復興庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・平成28年7月から8月のワークライフバランス推進強化月間
に当たり事務次官から職員に向けたメッセージを発出し
た。 

 また、事務次官が庁内を巡回して定時退庁を呼び掛けた。 

【総論】 
・ワークライフバランス推進強化月間に当たり、働き方改革
の推進を指導・呼び掛けた結果、ワークライフバランス推
進強化月間中の超過勤務時間が前年の同時期と比べ△13％
となった。ただし、7月及び8月以外の月の超過勤務時間に
ついては、人事院が定める原則の目安時間月30時間を上回
っている状況であるため、引き続き、様々な機会を捉えて
職員の意識改革に努める。 

・テレワークの実施要件を緩和し、時間単位のテレワークが
可能となるようテレワークに係る試行要領を改正した結
果、改正後に2名の職員がテレワーク勤務を実施した。 

 引き続き、テレワーク勤務を希望する職員が円滑にテレワ
ークを実施できるよう体制の整備に努める。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・平成28年11月から本庁の一部部局で試行的に取り組んだ。
平成29年3月から本庁全体での試行拡大を行い、4月からは
本格的に実施することとしている。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・本庁では平成28年度に原則として電子決裁としたところで
あるが、今後は、平成29年度中を目途に復興局においても
電子決裁を導入するよう体制の整備に努める。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・平成28年9月に内閣人事局からの文書を管理職職員に配信し
て周知した。 

・平成28年10月の下期目標設定作業指示に際して内閣人事局
からの文書を対象者に再周知した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・官用車の運行手続の見直しや事務機器の整備等により業務
の簡素化及び効率化を行った。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・平成28年11月から部下職員がエクセルファイルに入力した
超過勤務予定（内容・見込時間）及び超過勤務実績を管理
職職員が確認することをルール化し、本庁の一部部局にお
いて試行した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・法律案作成業務を複数の係の職員に担当させるなど、業務
負担の平準化に取り組んだ。 

・労務の集中が見られる部署に職員の応援体制を確保すると
ともに非常勤職員の増員配置を行った。 

休暇の取得促進 ○   ・夏季及び年末年始の休暇取得促進の周知を行ったほか、平
成29年2月に全職員に対しプレミアムフライデーに合わせた
年次休暇の取得促進を呼びかけるとともに、課長級職員が
出席する会議において、プレミアムフライデーにおける早
期退庁への取組への協力を依頼した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・日常的に国会関連情報を国会控室から共有し、出来る限り
早めに連絡員待機（解除ではないが、担当係の連絡担当者
を登録すれば、在庁しなくてもよい）の連絡を出せるよう
努めている。 

・国会担当の課長級職員に、庁舎外へ持出が可能な行政用端
末を貸与し、国会業務の効率化等の試行検証を実施した。 

テレワークの推進 ○   ・テレワークについては、実施する5日前までに申請すること
により、貸与する端末（210台程度。内閣官房、内閣府、個
人情報保護委員会、復興庁で共同利用）を用いることで実
施可能。 

・平成28年11月にテレワークに係る試行要領を改正（条件緩
和等）し、テレワーク月間に当たり、全職員に周知した。 

・平成28年11月に課長級職員が出席する会議において、上記
試行要領の改正内容の周知を行うとともにテレワーク推進
への取組を依頼した。 
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リモートアクセス環境の整備 ○   ・出張用テレワーク端末を利用することにより職場メールを
閲覧できるようにしている。 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・平成28年11月に文書管理に関する訓令を改正し、本庁内へ
周知した。 

 また、平成29年1月より本庁においては、決裁簿の完全電子
化を実施した。 

 【決裁簿完全電子化後の電子決裁率（平成29年1月分）】 
  約75％（速報値:本庁のみ） 
 【参考：平成27年度下半期の電子決裁率】 
  1.9％（本庁のみ） 
 なお、平成28年9月に副大臣からペーパーレス化の要請があ
ったため、副大臣へのレクはペーパーレスにより対応して
いる。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年度）、現状：0.0％（平成27年度）、目標設定時：7.7％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：46.7％（平成27年度）、目標設定時：30.8％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ・復興庁の常勤職員は全て他府省からの出向者であるが、課
長級職員以下の職員が他府省から復興庁へ転入した際に
は、職員に対し両立支援制度の概要を記載した手引を配付
し、職場研修を実施している。 

【総論】 
・平成27年度において、男性職員のうち育児休業を取得した
職員はいなかったが、配偶者出産休暇・育児参加のための
休暇取得率は目標設定時と比べて増加している。 

 
【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のきめ
細やかな把握】 

・男性職員や管理職員に対する両立支援制度の周知等に加
え、平成29年度には、管理職員や人事等事務を担当する職
員に対し、人事評価の期首面談・期末面談の機会等を活用
して、きめ細かく男性職員の状況を把握するよう周知徹底
を図っていく。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・現時点で育児休業を取得している職員は、非常勤職員2名

のみとなっている。今後は、職員の育児休業取得状況を見
つつセミナーの実施を検討していきたい。 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・上記職場研修において周知するほか、イントラネットに両
立支援制度のパンフレット等を掲載し、男性職員の育児休
業、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得促進
を呼び掛けている。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

 ○   

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・人事担当部局の職員が育児休業取得者と電話で面談するな
どしてコミュニケーションを図っている。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
 

 ○  

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の

女性の採用目標  

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：７％（平成32年度末）、現状：0.0％（平成28年７月）、目標設定時：4.8％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％（平成32年度末）、現状：1.8％（平成28年７月）、目標設定時：1.8％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：7.5％（平成28年７月）、目標設定時：15.4％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

  ○  【総論】 
・復興庁で行っている職員の採用は非常勤職員のみであり、
常勤職員は全て各府省等からの出向者である。 

 上記のような特殊事情があるが、出向元の各府省等と協女性職員の中途採用   ○  
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た
め
の
改
革 

 議・連携しながら女性登用拡大に努める。 
・出向元の各府省等と連携しつつ、女性職員の職域の拡大や
研修等を通じたキャリア形成支援を一層積極的に行う。 

 
【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動、女性職員の中途採用】 

・復興庁では常勤職員の採用を行っていない。 
 
【個別の育成方針の策定等、管理職の候補となり得る女性職
員の育成】 

・常勤職員は全て各府省等からの出向者であるため、復興庁
においては個別の育成方針等は策定していない。 

 
【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ
イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する
人事上の取組の工夫】 

・復興庁の常勤職員の在籍期間は数か月から３年程度と短期
間であるため、案件に応じて検討していく。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・平成29年度中に、内閣人事局等が主催する女性職員の登用
に向けた管理職向けの研修に職員を派遣し、今後の体制づ
くりを検討していく。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・平成29年度中に、内閣人事局等が主催する若手女性職員の
キャリアイメージ形成支援による意欲向上研修に職員を派
遣し、当庁における研修の実施に向けて検討していく。 

 
【人事担当部局又は上司による今後のキャリア形成のための
面談の実施】 

・常勤職員は全て各府省等からの出向者であるため、出向元
の各府省と連携しつつ職員のキャリア形成支援を行う。 

 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・平成29年度中に、内閣人事局や人事院が主催するメンター
制度に関する研修に職員を派遣し、今後の体制づくりを検
討していく。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・復興庁においては、常勤職員の独自採用を行っておらず、
全て他府省からの出向者である。他府省からの出向者を受
け入れる際には、性別にかかわらず職務への適性により受
け入れている。 
なお、上記「女性の登用目標」に記載した女性割合は復興
庁の定員職員のみの割合であるが、当庁の常勤職員には、
定員職員のほか定員職員数とほぼ同数の他府省からの併任
職員がおり、両者を合わせると、平成27年7月の地方機関課
長・本省課長補佐相当職の女性職員割合は1.2％(1名)のと
ころ、平成28年7月は2.3％(2名)、平成27年7月の係長相当
職（本省）の女性職員割合は11.5％(7名)のところ、平成28
年7月は12.5％(8名)と微増している。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・上記のとおり、復興庁の常勤職員は全て各府省等からの出
向者であるため、出向元の各府省と協議・連携しながら職
務経験等を付与している。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

  ○  

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

  ○  

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 ○  

(派) 
 

○   

(発) 
 

 ○  

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

○  

(派) 
○ 

  ・内閣人事局が主催する若手女性職員を対象とした研修に職
員を派遣した。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

  ○  

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
 

 ○  

(派) 
 

○   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：総務省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    【総論】 
・現在、ICTを活用した仕事の進め方の抜本改革に重点的に

取り組んでいるところ。引き続き、オフィス改革やテレワ
ーク利用の促進、マネジメントの強化を通じて、業務の効
率化とそれに伴う超過勤務の縮減に努める。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 

・年２回の人事評価に際し、効率的な業務運営やワークライ
フバランスに資する取組の目標設定及び評価を徹底 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・①紙資料の電子化により文書の検索性が向上したほか、会
議等でPCを用いるスタイルが定着し、印刷作業の縮減によ
る業務効率化につながり、直前の資料の差替やその場での
文書修正も容易となった。また、②ウェブ会議では、参加
者以外の者に対するリアルタイムでの会議模様の共有が可
能となり、会議後の情報伝達が不要となった。加えて、フ
リーアドレスの活用に当たっては、通常執務場所が異なる
人員を１か所に集約するなど柔軟なチーム配置が可能とな
り、関係者間の距離が近くなって指示・報告・相談が容易
となったり、各人が抱える業務量や進捗状況が見える化さ
れてチーム内で補い合うなどの協力体制の強化につなが
り、迅速な指示伝達・意思疎通、効率的な進捗管理が実
現。さらに、③職員自らが資料作成・集計を自動化するシ
ステムを開発するなど、職員の発意による改善を奨励する
ことにより、日々の細かい業務の効率化が促され、結果的
に超過勤務の縮減につながった例もあった。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底／業務配分の見直しや
機動的人員配置による業務負荷集中の回避】 

・平成29年度から、全部局において、課室長等による職員ご
との超過勤務予定とその理由の事前把握を徹底。その際把
握した部下の超過勤務理由や業務の進行状況を基に、業務
の平準化や優先順位付けを行い、超過勤務の縮減を図る。 

 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・効率的な業務運営やワークライフバランスに資する取組につ
いて、適切に人事評価に反映されるよう、平成26年度から継
続的に周知 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・ICTを活用し、各職場においてこれまでの仕事のやり方を効
率化するためのオフィス改革を実施。ワークライフバランス
推進強化月間を皮切りに、平成29年度末までの取組内容を本
省内部部局等ごとに計画・実施。具体的には、①紙資料の電
子化や共有フォルダの整理など紙を極力使わない仕事スタイ
ルの実現、②ウェブ会議やフリーアドレスの活用を通じた場
所を選ばない勤務環境の実現、③職員の発意による仕事のや
り方の改善を実施 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・一部課室において、課室長等による職員ごとの超過勤務予定
の事前把握を試行。平成29年度から本格実施予定 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・業務繁忙期には、課内の他の係の業務を担当させるなど、課
室レベルで業務負担の平準化に取り組んだ。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・高市大臣就任以降、大臣のイニシアティブにより、以下の取
組を実施 
①超過勤務の一要因である答弁作成作業の締切りを、前日20
～22時台にかけて３段階に分けて設定の上、大臣に対し各
段階でまとめて答弁資料を届けた。 

②当日朝の大臣への答弁レクを原則廃止 
・答弁作成業務等にテレワークで機動的に対応できるよう、こ
れまで育児・介護を要する職員のみに限定していたテレワー
クの当日申請の範囲を、国会対応業務等にも拡大（平成28年
10月） 

テレワークの推進 ○   ・本省課長相当職以上の管理職員については、年２回以上のテ
レワーク実施を呼びかけ、省内の機運を醸成 

・平成27年度に引き続き、28年度においても、７月中特定の１
週間（7/11～15）を「総務省テレワークウィーク」として、
全職員に１度はテレワークを経験してもらうための運動を展
開。事務次官及び官房長からメールや庁内放送で、テレワー
クウィーク参加を呼びかけ。①本省課長級以上の職員は期間
終了日（7/15）までに最低１回実施すること、②平成28年４
月から期間終了日までのテレワーク利用職員数を27年実績
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（1,078人）の約２割増となる1,300名にすることを目標に、
テレワーク利用を促進 

・引き続き、答弁資料作成に段階的な締切りを設けることに
より、大臣に効率よく答弁資料を御確認いただくととも
に、各部局における効率的な答弁資料の作成を促進 

 
【テレワークの推進／リモートアクセス環境の整備】 
・平成28年度は、「総務省テレワークウィーク」終了日
（7/15）までに、①本省課長級以上の職員（194人）の約
８割である154人が実施。②総務省全体では、平成27年実
績並みの1,030人の職員が利用。テレワークの更なる浸透
を図るため、テレワークウィーク終了後に行ったアンケー
ト調査等を踏まえ、テレワーク実施要領を改正（テレワー
クの最大登録期間の変更、当日申請範囲の拡大） 

・今後は、リモートアクセス環境の更なる整備のため、平成
29年秋においてUSBシンクライアントの配布本数の拡大
や、同年秋以降において自宅PCだけでなくスマートフォン
からもメール確認が可能となるよう取り組む。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・オフィス改革の取組の一環として推進しているペーパーレ
ス化の効果として、紙資料の電子化による文書の検索性の
向上、リモートアクセスやテレワークをしやすい環境の整
備のほか、印刷作業の縮減による業務効率化につながると
ともに、直前の資料の差替やその場での文書修正が容易と
なった。 

リモートアクセス環境の整備 ○ ○  ・各自の業務用端末を持ち帰ること（平成25年４月から可能）
や、自宅PCから職場内のシステムに安全な環境で接続できる
USBシンクライアントの活用（平成26年７月から導入）によ
り、全ての職員が自宅で必要な業務情報にアクセスすること
を可能とした。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・ICTを活用した業務効率化のためのオフィス改革に当たり、
紙資料の廃棄・電子化、共有フォルダの整理、会議等で紙で
はなくPCを利用するなどの取組を実施 

・省内無線LAN環境を活用したPCやタブレットによるペーパー
レス会議を実施。政務が出席する省内会議は、原則、ペーパ
ーレス会議システムを利用。外部有識者が参加する審議会等
の一部においても、同システムの活用や傍聴者への会議資料
の配布に替え事前にウェブサイトへ掲載 

その他   

育
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等
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男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年）、現状：9.2％（平成27年度）、目標設定時：8.5％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年）、現状：17.3％（平成27年度）、目標設定時：16.9％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

 ○   【総論】 
・男性職員による育休等取得率は、目標達成のために更なる
促進が必要な状況 

・男女共に、仕事と家庭を両立しながら活躍できる環境を実
現するため、上記働き方改革と一体的に取り組んでいく。 

 
【男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理職員等向けの意
識啓発の実施／男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び
育児参加のための休暇の取得促進】 

・男女問わず家庭生活への関わりを深めつつ、仕事との両立
が可能となるよう、平成29年度は、業務の効率化とこれに
伴う超過勤務の縮減を図るための取組と併せ、両立支援制
度やテレワークなどの活用事例の共有、ワークライフバラ
ンス月間などを通じた理解の促進、雰囲気の醸成に取り組
む。 

・男性職員の家庭生活参画促進、育児休業等の取得促進に向
けて、平成29年度は、本省新任管理職向けのマネジメント
研修の内容の充実、父親となる職員の事前把握、育休等の

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

 ○   
 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・身上調書作成時を中心に、出産・育児等の各ステージに応じ
た仕事と家庭に関する長期的な観点での見込みや、要望につ
いて記した「ワークライフバランスシート」の作成・提出を
推奨  

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

 
(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 
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その他   取得について男性職員に対する直接の声がけ、仕事と育児
の両立に取り組む男性職員の経験等を紹介する座談会の開
催などの取組を検討する。 

 
【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のきめ
細やかな把握】 

・人事担当は、必要に応じて「ワークライフバランスシー
ト」を基に面談を行い、業務分担や人事配置に活用 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：39.9％（平成28年４月１日）、目標設定時：38.0％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定なし、現状：29.4％（平成28年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】41.4％、【総合職】31.5％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：５％程度（平成32年度末）、現状：2.4％（平成28年７月）、目標設定時：1.6％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：９％程度（平成32年度末）、現状：8.2％（平成28年７月）、目標設定時：6.9％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：33％程度（平成32年度末）、現状：30.6％（平成28年７月）、目標設定時：29.7％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・内閣人事局と連携し、女子学生を対象としたインターンシッ
プを実施 

・女子学生を対象とした説明会に積極的に参加するとともに、
業務説明会に際し女性職員を積極的に活用 

【総論】 
・採用は目標を達成、登用も目標達成に向けて伸びてきてい
るが、役職段階ごとの課題に取り組む必要がある。 

・今後とも、採用に関する広報活動の強化や、職員の能力・
実情・希望を勘案したキャリア形成支援を通じて、女性職
員の更なる活躍に向けた取組を進めていく。 

 
【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動】 

・平成28年の採用について、女性割合を30％以上にするとい
う目標を達成 

 
【女性職員の中途採用】 
・引き続き、女性の採用拡大に向けて、必要に応じ各部局で
中途採用を検討する。 

 
【出産・子育て期等に配慮した職務経験等の付与】 
・「ワークライフバランスシート」や面談等で把握した職員
の希望や実情を踏まえ、柔軟な人事管理を実施 

 
【個別の育成方針の策定等、管理職の候補となり得る女性職
員の育成】 

・本省課室長相当職、地方機関課長・本省課長補佐相当職そ
れぞれの女性割合は、目標設定時に比して伸びてきてい
る。 

 
【キャリアパスにおける転勤の在り方（必要性、異動先、タ
イミングの多様性確保等）について再検討、転勤に関する
人事上の取組の工夫】 

・転勤に関し、内閣人事局での検討状況を注視しつつ、職員
本人の実情や希望を踏まえ、引き続き、可能な範囲で人事

女性職員の中途採用 ○   ・選考の結果、本省及び地方機関で、それぞれ女性を１名ずつ
採用（いずれも課長補佐級） 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで女性職員が配置されていなかったポストに女性職員
を登用（大臣官房長） 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・身上調書作成時を中心に、出産・育児等の各ステージに応じ
た仕事と家庭に関する長期的な観点での見込みや、要望につ
いて記した「ワークライフバランスシート」の作成・提出を
推奨【再掲】 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ・男女問わず、能力・意欲のある者を管理職に登用している。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・「ワークライフバランスシート」や面談等を通じて職員の状
況把握に努め、育児等の状況に応じ、転勤時期や異動先につ
いて必要な配慮を行った。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  
 

・本省新任管理職向けに、業務の効率化や時間制約のある職員
だけでなく、全ての職員が能力を最大限発揮するためのマネ
ジメント手法を含むワークライフバランス研修を実施（平成
26年度から継続的に実施） 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 
 

  
 

 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

 
○ 

 

(派)    
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○ 上の配慮・調整を行う。 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・内閣人事局が企画するセミナーやeラーニングを活用しつ
つ、引き続き、男女共に職員が健康で生き生きと働けるよ
う、省独自の新任管理職向け研修や事務次官等からのメッ
セージの発信などを通じて、管理職員の意識改革に取り組
む。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・引き続き、内閣人事局が開催するセミナーを積極的に活用
しつつ、人事担当との面談等の機会を捉えて今後のキャリ
ア形成に関する助言等を行うこと、内閣人事局が作成する
女性国家公務員のワークスタイル事例集の周知などの取組
を通じて、女性職員の意欲向上を図る。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：法務省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・本省においては，「ゆう活」実施期間から10月中旬まで，事
務次官をはじめ各局部課等の幹部職員が順転で毎週水曜日（朝
と夕方2回）に，働き方改革やワークライフバランスの重要性
等についての独自のメッセージを庁内放送で発信した。複数の
地方機関においても同様の取組を行った。 

【総論】 
働き方改革の重要性・必要性については徐々に浸透し，本

省又は地方機関の各職場単位の実情に応じた取組も進んでい
る一方で，繁忙部署等においては本来業務に追われ，働き方
改革に具体的に取り組む余裕がないケースもあるため，幹部
職員のリーダーシップ・マネジメントに関する意識啓発や，
効果的・実践的な取組事例の周知・展開等により，今後も省
内全組織において取組が着実に推進されるよう継続的な働き
掛けを行う。 
 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 
管理職としての行動事例や目標設定例の好事例を蓄積し，

省内全組織に展開し，意識改革にもつなげていく。 
 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
平成29年4月から本省内全局部課（局の在庁時間実態把握

対象課以外も含む）において取り組む予定である。 
 
【休暇の取得促進】 
年次休暇の平均取得日数の実績は，目標設定時は年10.4日

（平成26年），現状は11日（平成27年）と微増しているが，
省内組織ごとに差もあるため，引き続き，省内各組織・各職
場の実情，特性等に応じた効果的・継続的取組を行う。 
 
【テレワークの推進】 
現在は外部接続サービスを利用したテレワークは行ってい

ないが，平成29年3月に政府共通PFリモートアクセス環境の
利用開始を予定しているため，平成29年４月ころからは，同
環境を利用したテレワークの実施を予定している。 
 
【リモートアクセス環境の整備】 
政府共通PFリモートアクセス環境の円滑な利用に資するこ

とを目的として，今後，利用者への利用マニュアルの提供等
を予定している。 
 
【ペーパーレス化の推進】 
当省の電子決裁率は，平成27年度下半期における政府目標

を大きく上回る数値を達成しており，ペーパーレス化の推進

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   人事政策統括官通知（平成28年閣人人第705号）を人事課長
依命通知により職員へ通知し，通知にある管理職の業績評価の
目標設定事例や各府省等の独自の取組例について周知を図っ
た。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   各職場の実情，必要性等に応じて，一部の部署では，業務効
率化や職場環境改善のための意見交換会等を実施した。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  平成28年11月から省内局部課（局は在庁時間実態把握対象課
のみ）において試行し，事前報告の方法は統一せずに，メー
ル，共有サーバのデータ，紙等，局部課において適宜の方法で
行った。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   各職場の実情，必要性等に応じて，業務繁忙期に他係の業務
を担当させるなど，課室レベルで業務負担の平準化に取り組ん
だ。 

休暇の取得促進 ○   年次休暇取得日数について，平成32年までの達成目標（年間
15日以上）を掲げ，省内各組織・各職場の実情，特性等に応じ
た個別の取組を行った。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   官房秘書課長決裁の状況や答弁資料セットまでの進ちょく状
況について，官房秘書課国会連絡調整総括係に備え付けている
ホワイトボードで管理・共有し，待機職員の縮小に向け努力し
ている。また，質問者のこれまでの国会質問内容を分析するな
どして，待機が必要な局部課を予測し，本省内LANシステム
（掲示板）を利用して，質問通告状況等を周知することによ
り，局部課における待機縮小にも貢献している。 

テレワークの推進 ○ ○  テレワークを実施する７日前までに申請することにより，貸
与する端末（２台）を用いることで実施可能とした。 

リモートアクセス環境の整備 ○   政府共通PFリモートアクセス環境について，平成29年3月中
の利用開始に向け利用の準備を行っている。 

ペーパーレス化の推進 ○   平成28年度においても電子決裁推進を継続するよう，事務連
絡を発出した。 

その他   
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に寄与している。 
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男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年度）、現状：5.2％（平成27年度）、目標設定時：3.2％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年度），現状：30.2％（平成27年度），目標設定時：16.0％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ・本省及び複数の地方機関において，管理職員を含めた全職員
の育児との両立に関する理解を深めさせることを目的とした職
員家族の職場見学会を実施した。 
・省内情報発信誌「きらきら」において，男性が家庭責任を果
たすことの必要性・重要性，実際に男性が積極的に家事等に関
わる取組を紹介するなど，管理職員を含めた全職員の意識啓
発・理解促進を図った。 

【総論】 
男性職員の育児休業，配偶者出産休暇及び育児参加のため

の休暇の取得状況は微増しているものの，目標との乖離は大
きく，また，省内組織ごとに取得状況に差があるため，今後
も引き続き，男性の育児・家事・介護等の家庭生活における
活躍の必要性・重要性について，その前提となる長時間勤務
の是正等の働き方改革や，幹部によるリーダーシップ及びマ
ネジメントとともに，各種機会を捉えて意識改革・理解促
進・取得可能な職場環境の醸成のための取組を強力に推進す
る。 
また，介護については，各種両立支援制度の利用，介護事

情・意向の把握，勤務上の配慮，業務支援体制等の必要な対
応について，今後重点的に取り組み，全職員に対する十分な
周知・理解促進・浸透を図っていく。 
 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
内閣人事局主催のセミナーに，参加を希望する職員を複数

派遣しており，独自開催の予定はない。 
 
【その他（介護シートの導入）】 
 本省官房人事課において，平成29年度から「介護シート」
導入し，「育児シート」と同様に，職員の介護状況や両立支
援制度の利用等に関する意向を管理職等が把握する予定であ
る。また，人事課における実施状況等を踏まえ，省内全組織
への展開を検討する予定である。 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・省全体の数値目標だけでなく，省内各組織の実情に応じた組
織別の数値目標を掲げて集中的・効果的に取り組み，半期に１
度のフォローアップにより組織別の取得状況や課題等を共有し
た。 
・省内情報発信誌「きらきら」において，男性が家庭責任を果
たすことの必要性・重要性，組織別の取得状況，実際に男性が
積極的に家事等に関わる取組を紹介し，取得促進を図った。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   平成26年度から導入している「育児シート」の意義や活用方
法について，省内情報発信誌「きらきら」で特集記事を掲載
し，同シートの活用等によるきめ細やかな状況把握の必要性等
について再度周知徹底した。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   人事担当部局等の職員による定期的な連絡とともに，複数の
地方機関において，育児休業中の職員（子帯同）と上司や人事
担当部局等の職員が参加する座談会を開催した。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 

(派) 
○ 

   

その他  

 

 

・性別・年齢・役職等を問わず，職員が育児・介護と両立しな
がら活躍できるためのダイバーシティマネジメントや働き方改
革について，外部講師を招いて，本省課長補佐級以上の職員を
対象とした講演会を開催した。 
・本省官房人事課において，仕事と介護との両立に関する課内
全職員の意識調査・啓発を目的とした「介護に関するアンケー
ト」を実施し，アンケート結果を踏まえた上で「介護シート」
を作成した。 

女
性
の
活
躍
推
進
の

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：40.7％（平成28年４月１日）、目標設定時：35.4％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30％以上（毎年度）、現状：42.9％（平成28年４月１日）、目標設定時：60.0％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】40.7％、【総合職】45.0％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：８％（平成32年度末）、現状：6.0％（平成28年７月）、目標設定時：5.8％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％（平成32年度末）、現状：9.0％（平成28年７月）、目標設定時：8.7％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：19.6％（平成28年７月）、目標設定時：18.7％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活

○   ・首都圏・各地域・大学等における業務説明会，施設見学，イ
ンターンシップ，ホームページによる情報発信等，本省・地方

【総論】 
採用については，政府共通目標（30％以上）を従前から上
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た
め
の
改
革 

動 機関において，試験区分等に応じたきめ細やかで積極的な広報
活動を行った。 
・女性志望者向けの採用パンフレット（刑務官）を作成し，女
性志望者向けの業務説明会や女性職員との意見交換会を実施
し，業務・勤務内容や育児との両立等に関する志望者の不安解
消に努めた。 

回っている状況が続いている。 
登用については微増しており，今後も引き続き，成績主義

及び平等取扱原則を前提とした公正な人事評価に基づき，意
欲と能力のある女性職員の育成・登用を計画的に進めてい
く。 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 
 「女性職員の登用拡大」に限った内容の発信は行っていな
いが，全職員のワークライフバランスや働き方改革の必要性
等に関する大臣による発信を行った。 
 
 

女性職員の中途採用 ○    

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   一部の男子矯正施設において，これまで男性職員のみが配置
されてきた職域に女性職員を試行的に配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    出産・育児期にあっても，本人の能力・意向等を踏まえ，必
要な配慮をした上で，繁忙部署の業務を継続して担当させ，職
務経験を積ませた。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○    育児期等にある職員については，本人の意向，育児等の状
況，能力，適性，経験等に応じて，登用に必要となる職務経験
を踏ませるための転勤の必要性，タイミング，異動先等をきめ
細やかに柔軟に検討・対応しており，画一的なキャリアパスに
とらわれない育成を行っている。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  女性職員の登用拡大にもつながるダイバーシティマネジメン
トや働き方改革について，外部講師を招いて，本省課長補佐級
以上の職員を対象とした講演会を開催した。 

(派) 
○ 

   

(発) 
 

  
○ 

 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 
 

複数の地方機関において，採用間もない女性職員を対象とす
る研修，先輩女性職員との懇談会等を実施したほか，所内誌に
先輩女性職員からのメッセージやキャリアパスを掲載する等，
若手女性職員のキャリアイメージの形成支援を図った。 

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 

ワークライフバランス，働き方改
革，女性活躍，男性の家庭生活に
おける活躍，マネジメント等全般 

   ワークライフバランス，働き方改革，女性活躍，男性の家庭
生活における活躍，管理職等のマネジメント等に関する本省・
地方機関等の先進的取組や政府全体の動き等を紹介し，法務省
全職員の意識改革・理解・取組促進を目的に，毎月3～4号の頻
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度で省内情報発信誌「きらきら」を発行し，本省及び全地方機
関向けに継続的に発信した。 
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【府省等名：外務省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・平成２７年度に続き，平成２８年度においても，「ゆう活」
が実施される７，８月のワークライフバランス推進取組強化
月間に際した事務次官メッセージを発出し，職員の価値観，
意識改革について呼びかけた。 

・副大臣２名が，イクボス宣言を行った。 

【総論】 
・働き方改革の必要性については，ゆう活やテレワークの推
進等を通じて，徐々に省員の間で浸透してきている。こう
した意識改革は，継続的な周知活動が必要であることか
ら、今後も様々な機会を通して省員に対して指導・呼び掛
けを行っていく。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 
・管理職向けのワークライフバランス研修を実施し，管理職
に意識を根付かせるほか，管理者評価のフォローアップを
行って，評価の低い管理者には個別に研修や指導を行う等
して，意識改革にもつなげていく。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・平成２０年回章「業務効率化に向けて」の内容を見直し，
文書や決裁の簡素化を省内に再徹底する。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・超過勤務の必要性がある場合，その理由と目標退庁時間を
当日１６時までに記入することとし，上司がこれを確認す
る方式を，平成２９年２月より省内の一部部局（人事課）
で試験的に導入したところであり，３ヶ月間運用した後
に，５月から全省的に導入する予定。 

 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○ ○  ・人事評価に，ワークライフバランスに資する効率的な業務運
営，良好な職場づくり等に向けた管理職の取組・実績を反映
することを再徹底すべく，省内会議で周知し，イントラネッ
トに資料を掲載した。 

・管理者評価（部下からの上司評価）に，ワークライフバラン
スに対する取組についても新たな項目を設けた。 

・課室長向けの研修にワークライフバランスを盛り込み，効率
的な業務運営等に向けた管理職の意識形成促進に努めた。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○ ○  ・出勤簿や休暇簿を電子化するために，人事院へ要望を提出し
た。 

・文書管理や秘密文書の取扱いに関する各種規則を省員に改め
て周知し，行政文書の適切な管理や文書の整理整頓の必要性
を呼びかけた。 

・保存期間１年以上の秘密文書を管理する「秘密文書管理簿」
の自動作成システムを構築し，本年度末より運用開始予定。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・本省全体で利用するための様式を既に作成し，平成２９年２
月より一部部局でテスト運用中。本省全体では，５月目途に
運用開始予定。  

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・大型の要人往来や国際会議の開催，官庁訪問期間等，省内で
一部の課室に業務負荷が集中している場合は，全省内から職
員を臨時的に配置して業務負荷集中を緩和している。 

休暇の取得促進 ○   ・「ゆう活」期間中には，１４日間の休暇取得を奨励する次官
メッセージを発出した。また，月１休暇や特別休暇の取得の
奨励について幹部会，主任課長会議，首席事務官会議等各レ
ベルの会議で呼びかけたほか，プレミアムフライデーに併せ
た有給休暇，連続休暇等の取得についても，幹部会，主任課
長会議，首席事務官会議等で呼びかけ，省内にBBSで周知し
た。さらに，プレミアムフライデー当日には，可能な範囲で
早期退庁を励行するよう館内放送を流した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・出先や帰宅後でも公用・私用のPCやスマートフォンから遠隔
操作・閲覧（答弁の作成、委員会の進捗状況の確認）が可
能。 

・国会作業が一部の習熟した課員に集中しないよう、作業に慣
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れていない課室員への作業ブリーフを実施し、当番の中で等
しく分担して作業ができるようにしている。 

テレワークの推進 ○   ・テレワークを実施する３日前までに申請することにより、貸
与する端末を用いることで実施可能。また，やむを得ない理
由により急にテレワーク勤務を希望することとなり，かつ，
テレワーク用パソコンの貸与を希望しない者については，当
日の勤務時間開始前に，所属課室の直属の上司の承認を得た
上で，テレワークを行うことを認める。その場合，テレワー
クを実施した翌日に，人事課テレワーク担当者に対して，所
定の事後報告書の様式をメールで送付する。 

・当課所有のテレワーク用パソコンが全て貸し出し中の場合
は，出張者用パソコンが貸与可能であればテレワーク用パソ
コンとして代替貸与。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・テレワーク用パソコン，出張者用パソコン，公用スマートフ
ォン，私物ＰＣ，私物スマートフォンを利用して職場メール
の閲覧が可能（許可制）。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・月に一度の頻度で電子決裁における決裁書の作成から施行ま
での操作研修を実施しているほか，総務省主催の一元的な文
書管理システム操作研修（e-ラーニング）の案内を行い，電
子決裁の利用を奨励・推進してペーパーレス化に貢献してい
る。 

その他  ・年間２０回開催されている省内メンタルヘルス研修に，ワー
クライフバランス向上に関する啓発教育的内容を盛り込ん
だ。 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：2.4％（平成27年度）、目標設定時：2.6％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：12.5％（平成27年度）、目標設定時：13.2％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ・課長研修等にて，男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理
者向けの意識啓発を実施した。 

【総論】 
・育児休業中の職員で希望者に対しては，育児メーリングリ
ストを通じて，有益な情報（霞ヶ関保育園情報，休職中で
も受講可能な語学講座，添削等の紹介等）を発信し，育児
休業中の職員に対して，きめ細やかな対応を行っている。
また，育児休業中の職員を集めて，育児と仕事の両立につ
いての制度説明及び経験者の講演といった懇談会を実施
し，育児休業中の職員が職場とつながっている意識を持っ
てもらうようにしている。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 
・男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇につ
いて合計５日以上取得できた男性職員は12.5％にとどまっ
ており，底上げが必要と認識。男性職員に対する啓蒙活動
に加えて，職場においては男の産休を取ることについて当
然との認識を醸成すべく，今後，配偶者が出産予定の男性
職員に対して，積極的に育児休業，配偶者出産休暇及び育

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

 ○   

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・人事課に提出する身上書の様式に，本人及び家族それぞれに
ついて，「人事異動に影響のある健康問題，結婚・出産予
定，介護等」に関し記入する欄を設けている。 

・子を持つ職員の両立支援を促すと同時に，従来の身上書では
十分に把握できない各職員の家族の事情等の把握を目的とし
て，年に一度の身上書提出時期に育児シートの提出を勧奨し
ている。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・育児休業中の職員を対象に，復職後についての両立支援制
度，テレワーク，フレックス制度，メンター制度についての
説明を行うとともに，先輩職員からの育児と仕事の両立に関
する経験談を話してもらう育児懇談会を実施した。 

・育児休業取得予定の職員のうち希望者に対しては，育児メー
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リングリストに登録し，霞ヶ関近辺の保育園の定員と空き状
況や，育児休業中の職員も参加できる通信添削の語学研修
や，内閣人事局が主催するセミナーへの案内等を随時発信し
ている。 

・育児休業中の職員が，復職後の両立支援制度について相談す
る窓口を人事課内に設置している。 

児参加のための休暇取得促進を実施していく。 
 
 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・職場への復帰を控えた育児休業中の職員のうち希望者に対
しては，本省にて育児懇談会を実施し，先輩職員の経験談
や，両立支援制度，テレワーク，フレックス制度，メンタ
ー制度についての説明を実施している。 

・新たな取り組みとして，平成２９年度中に，外部委託の
上，育児・介護・ライフプランに関する職員向けのセミナ
ーをそれぞれ少なくとも年１回開催する予定。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局が実施している育児休業取得職員等を対象とした
セミナーに積極的に当省職員の参加を募った。（８名の職員
が参加。） 

その他  ・介護についてのメンターを指名し，今後介護問題に直面する
職員が一人で悩むことのないよう，メンターに相談できる仕
組みを作った。 

 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：44.1％（平成28年４月１日）、目標設定時：40.2％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定なし 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】40.6％、【総合職】26.9％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：10％（平成32年度末）、現状：5.0％（平成28年７月）、目標設定時：4.7％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：25％（平成32年度末）、現状：19.6％（平成28年７月）、目標設定時：17.3％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：40％（平成32年度末）、現状：50.2％（平成28年７月）、目標設定時：35.0％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・リクルートの場で，積極的に女性職員を送り込み，職場にお
いて女性がどのように活躍しているか，積極的に広報を行っ
ている。 

【総論】 
・当省は，女性と男性の職域に差別は全くなく，女性も希望
すれば危険地域に赴くことも可能のため，女性職員の職域
は固定化されていない。 

・女性に対してキャリア形成の道は開かれているが，他方で
育児を行っている女性職員が，今後のキャリアと育児の両
立に悩むなどの例もあることから，女性職員の割合が高い
当省において，女性特有の悩みを共有，解決に向けた活動
を実施していく。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けて，大臣等から管理職員等に
対するメッセージ発信を実施していない理由】 

・管理職員向けの研修を実施しているほか，内閣人事局主催
のセミナーに，管理職等を積極的にその都度派遣している
ため。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修を独自に実施していない理由】 
・内閣人事局主催の研修及び人事院主催の研修に，若手女性
職員を積極的に派遣しているため。 

 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・キャリア形成に悩む女性職員と，女性職員のためのキャリ

女性職員の中途採用 ○   ・能力のある女性については，積極的に中途採用を行ってい
る。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

  ○  

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 
 

○   ・本省及び在外公館の全職員に対して，子連れで在外赴任し，
且つ家事補助者を帯同したことのある職員，又は現地で家事
補助者を雇用したことのある職員について，関連情報の提供
を呼びかけ，提供された情報をイントラネットの当課HPに掲
載。 

・在外公館が毎年作成する「在外公館の赴任者の手引き」に，
家事補助者を帯同する場合の現地の査証情報についての項目
を追加。 

 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ・首席事務官研修や主任課長研修などを通じて，将来管理職と
なる多くの女性職員に対しても，研修に参加してもらってい
る。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・職員同士で夫婦の場合は，夫婦人事として，同一公館や近隣
公館にて同時期に勤務できるよう，可能な限り人事上の配慮
を行っている。 
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女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・課室長向けの研修にワークライフバランスを盛り込み，効率
的な業務運営等に向けた管理職の意識形成促進に努めた。 

ア・育児・介護アドバイザー（メンター）との懇談会を職
種別に実施し，女性職員の悩みを共有するとともに，キャ
リアを推進していくにあたっての心構え等を確認しあう場
を設ける予定。 

 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局主催のセミナーに管理職等をその都度派遣してい
る。 

(発) 
 

 ○  

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

○  

(派) 
○ 

  ・内閣人事局主催の研修及び人事院主催の研修に，若手女性職
員を派遣している。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・年２回半年毎に，全職員が所属する課室の上司と面談を行
い，業務評価及び次期業務目標について報告するとともに，
今後のキャリア形成について話し合う機会を設けている。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・女性職員のためのキャリア・育児・介護アドバイザー制度
（メンター制度）を立ち上げ，女性のさまざまな悩みに対し
て，先輩職員からアドバイスをもらう体制づくりを行った。 

(派) 
○ 

  ・人事院主催のメンター担当者に対する研修に，メンター担当
を派遣した。 

その他  ・子育て中の職員に配慮し，やむを得ず子連れで出勤した職員
向けに「親子待機室」を整備。同室は，復職後間もない職員
が昼休み等に搾乳するための場所，又は子育て中の職員又は
その配偶者が省内診療所に子連れで来た際に，感染防止のた
め子連れでの待機場所として，また育児休業中の職員向けに
復職に際した両立支援制度説明会を行う際の会場等としても
活用中。 

・また，「親子待機室」と併せて，職員の超過勤務等による疲
労緩和のために３０分以内の短時間睡眠を勧奨する「短時間
睡眠室」も設置。両室は，「ワークライフバランス室」とし
て平成２８年１月に開設し，半年間の試行期間を経て，７月
に正式オープンした。 

・女性職員のためのメンタルヘルス相談を平成２８年５月に開
設した。 

そ
の
他 

フレックスタイム制度の拡充 ○   ・平成２８年度より，フレックスタイム制度を拡充し，本省及
び在外公館の一般職の職員を対象とすることで，幅広い職員
に対して，職員個人に柔軟な勤務形態の選択肢を用意した。 

・Ｈ２９年２月１日現在のフレックスタイム制度利用状況に
ついては，本省職員が１３２名，在外公館職員が１５９名
利用している。 
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【府省等名：財務省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ● 「霞が関の働き方改革を加速するための重点取組方針」
（平成28年７月29日内閣官房内閣人事局。）を踏まえ、事務次
官から、業務効率化・不要業務の廃止の必要性について、各部
局に示すとともに、各部局では同方針を踏まえ、ペーパーレス
化・業務の見直し等について、方針の作成を実施。 
● ワークライフバランス推進強化月間中に、事務次官等幹部
職員から各職員に対し、職場ごとの業務効率化等に向け、各職
員が主体的に取り組むことによる超過勤務縮減や管理職員に対
して、部下職員が早期退庁しやすいよう、部下職員の模範とな
る取組を行う必要性等を説くメッセージを発出した。 
● ワークライフバランス推進強化月間において、ゆう活（夏
の生活スタイル変革）をはじめとする全省的取組のほか、例え
ば、 
①外部講師を招いて、ワークライフバランスに関する幹部職
員・管理職員向けセミナー ②職員の家族による職場訪問を実
施し、参加職員の年次休暇取得による早期退庁を励行 
等、職員の意識改革を促す独自の取組を実施した。 
● 働き方改革の推進を強化するため、 
①「財務省働き方改革ニュースレター」を発行し、事務次官か
ら各職員に対し、個々の職員が自らの働き方を見直し、業務効
率化を進めていくことが自らの人生をより充実させることに繋
がるといったメッセージの発出や個々の職員が働き方改革を進
めていく上で参考となる書籍の紹介 
②外部講師を招いて、働き方改革に関する幹部職員・管理職員
向けの講演会及び講師と幹部職員との意見交換会 
の取組を実施した。 
● 一部の財務局や国税局において、WLBの更なる促進に向
け、局長が「イクボス宣言」を行った。 

【価値観・意識の改革】 
● 働き方改革の重要性の認識やワークライフバランスに関
する意識が幹部職員・管理職員はもとより一般の職員におい
ても高まり、各職員･各職場の主体的な取組を喚起する契機
となった。 
● ワークライフバランス推進強化月間後のアンケートにお
いて、「定時退庁を目指し、上司から部下への積極的な働き
かけが行われるようになった」「業務の効率化や長時間労働
をしないことなどを重視するワークライフバランスについて
の意識が強くなった」「早く帰りやすい雰囲気が醸成され
た」などの回答が寄せられた。 
● ワークライフバランス推進強化月間等、様々な機会を捉
えて、幹部職員・管理職員を含む職員の意識改革を促す取組
を実施する。 
● 一部の財務局長や国税局長が「イクボス宣言」を行った
ことで、トップの決意が職員に伝わった。また、直接的なト
ップメッセージの発信や、管理職による大胆な業務改善提案
の主導など、宣言内容の実践を図ることで、職員の意識や組
織風土の改革に繋がっている。 
 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 

● 省内の人事評価マニュアル等を改正し、広く周知を図っ
たところであり、今後も職員の意見等を踏まえ、引き続き、
意識改革及び定着に努める。 
 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

● 職場ごとの業務の効率化、職場環境の改善等の取組のＰ
ＤＣＡサイクルを継続するとともに、効果の期待できる取組
の他の職場への普及を図る。 
● 定期的に「財務省働き方改革ニュースレター」を発行
し、働き方改革関係の動き、業務効率化に資する情報及び各
部局の取組の好事例等を職員に周知する。 
 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
● 省内の一部部局で取り組んでいるところだが、平成29年
4月から本省庁において取り組むこととする。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ● 管理職の人事評価について、効率的な業務運営やワークラ
イフバランス推進に資する取組について、業績評価の目標設定
において留意するとともに、能力評価・業績評価において適切
に反映するよう再徹底することとし、事例等を示しつつ該当職
員に周知した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ● 職場ごとに、業務の効率化、職場環境の改善等について意
見交換や協議を行った上で、例えば、 
①適切な情報共有 ②幹部説明・決裁の合理化 ③作業依頼の
適正化 ④職場ごとの退庁目標・休暇取得目標 
等を定めた「申合せ」を策定するとともに、定期的なフォロー
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アップを実施した。 
● 「財務省働き方改革ニュースレター」において、各部局の
業務効率化に資する取組の好事例を紹介した。 

 
【超過勤務の縮減と休暇の取得促進】 
● 超過勤務縮減・休暇取得促進を図るため、 
①会議・打合せの勤務時間内実施 ②休暇計画表の活用 ③
管理者による率先垂範と部下職員への積極的働きかけ ④全
府省一斉定時退庁日における定時退庁・早期退庁の奨励 ⑤
取組状況の幹部への報告 
等の取組を継続して実施し、取組が不十分な場合には人事担
当部局等が個別にフォローする等、必要な対応を行う。 
 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 
● 法令協議等、国会関係業務及び法案等作成業務につい
て、今後も取組を継続し、職員の意見も踏まえ、更なる効率
化を図る。 
 
【テレワークの推進】 
● 平成29年6月に、リアルタイムコミュニケーション機能
を導入し、職場と自宅間のコミュニケーションの円滑化を図
るなど、テレワーク環境を整備する。 
● ワークライフバランス推進強化月間中に、「テレワーク
週間」等により、より多くの管理職及び一般職員にテレワー
ク体験実施の機会を設ける。 
● 平成29年9月頃を目途に、テレワークに関する規程を見
直し、本格運用を開始する。 
● テレワークの更なる拡大・推進には、各組織の業務内
容・業務体制等の実情に応じたテレワーク環境の整備が必要
である。 
 
【リモートアクセス環境の整備】 
● シンクライアント・システム等の普及率は、財務省本省
内で50％（平成29年1月末時点）に達している。 
 
【ペーパーレス化の推進】 
● ペーパーレス化の推進を継続し、 
①情報配布は、紙媒体により配布すべき特段の理由がある場
合を除き、メールでの配布を強く推奨 ②平成29年度のシス
テム更新時、省内ＬＡＮについて、ノートパソコンを原則と
するとともに、全館無線ＬＡＮ化を図ることにより、省内定
例会議、地方支分部局が参加する全国級会議等についてペー
パーレス化を図るほか、幹部説明においてパソコン、タブレ
ットによる説明を推進 
といった取組を行う。 
 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ● 10月から、課長補佐及び課室長等が部下の残業見込み（残
業が必要な理由・所要見込時間）を事前確認する取組を一部部
局で試行した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ● 管理職員等に対し、自ら担当する事務や部下職員が行う事

務の効率化や見直しに取り組むとともに、一部の職員に過重な

負担がかからないよう業務分担に配慮するよう要請した。 

● 必要に応じて、定期人事異動期に限らず機動的な人事異動
を実施した。 
● WLB別枠定員の活用等により、産前・産後休暇取得者の業
務代替や育児時間取得者の支援等を行った。 

休暇の取得促進 ○   ● 休暇取得促進を図るため、①休暇計画表の活用 ②管理者
による率先垂範と部下職員への積極的働きかけ等を実施した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ● 作成作業の時間管理徹底と早期化等に努めたほか、迅速な
国会答弁作成に資するため、国会答弁のデータベース化を実施
した。 
● 法令協議等について、協議開始から48時間以上後の質問提
出期限設定、更にその48時間以上後の意見提出期限設定を徹底
した。 
● 法案等作成業務について、内閣法制局主催の講習会への参
加奨励等により、担当者の育成を図ったほか、法令作成部署と
法令審査部署による法令の複層的チェックを行うなど、法令の
誤りを防止する体制を整備した。 
● 定期的な国会待機要因を把握するとともに、待機要員の縮
小を図った。 
● 国会対応のローテーション制を実施した。 
● 他局・他係の業務時間も考慮し、合議を優先的に対応し
た。 

テレワークの推進 ○ ○  ● 育児中の職員の通勤時間に配慮する観点から、テレワーク
及びサテライト勤務（国税局勤務職員を特定の税務署に配置さ
れた国税局の源泉事務センターや集中電話催告センター等に配
置すること。）を実施した。 
● 午後や夕方からなど時間、分単位のテレワークを利用しや
すくするため、規程を改正し、①職場と自宅間の移動時間分の
休憩時間の延長、②職場と自宅間の移動時間及び育児・介護に
係る時間分の休憩時間の延長が可能となる措置を講じた。 
● 先進府省である総務省の担当者を講師として招き、本省人
事担当・庶務担当者向けに説明会を実施した。 
● テレワークモデル課室において、管理職を含めた職員がテ
レワークを体験実施した。また、テレワーク実施者に行ったア
ンケート結果を編集した資料「テレワーク実施者からの声」を
作成し、職員周知を行った。 
● テレワークの活用を検討する際の参考資料として「テレワ
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ーク活用事例」を作成し、職員周知を行った。 
● テレワークに関する職員アンケートを実施した。その結果
を踏まえ、利用しやすい環境整備のため、本省内の一部職員に
よるテレワークの体験実施を開始した。 
● テレワークを実施する前日までの申請により、テレワーク
の実施可能な体制の構築。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ● 出張用モバイル端末、私物PC、私物携帯電話等からシンク
ライアント・システムにより、職場メールの送受信や職場の共
有フォルダ内にある資料の閲覧・編集等を行うことができる環
境の整備（私物端末を利用可能とするトークン（2,000台程
度）を用意）。 

ペーパーレス化の推進 ○   ● ペーパーレス化を推進し、 
①メールでの情報配布を強く推奨 ②幹部の新聞購読（一部）
について電子購読を選択肢に追加 ③無線ＬＡＮを用いたタ
ブレットの利用により、一部会議を原則ペーパーレス化 

したほか、政府目標である審議会資料等の原則ペーパーレス化
に向けて、複数の審議会等において、ペーパーレス化を実施し
た。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：13.0％（平成27年度）、目標設定時：6.6％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年）、現状：80.8％（平成27年度）、目標設定時：59.2％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○   ● 男性職員の育児参加促進のための育児チェックシート(以
下、「育児チェックシート」という。)の提出があった職員及
びその管理者を対象とした両立支援制度説明会を開催し、意識
啓発を実施した。 
● 外部講師を招いて、幹部職員・管理職員等向けの「イクボ
ス」等に関する講演を実施した。 
● 管理職を対象に、「部下は何らかの制約を抱える職員」で
ある現実を踏まえ、その上で組織も人間も育てる「イクボス」
をテーマとした研修を実施した。 

● 育児チェックシートの活用により、育児休業・休暇等の
取得促進に努めることを徹底するとともに、定期的に両立支
援制度説明会を開催し、男性職員の両立支援制度に関する認
知度を高める。 
● 育児チェックシートの更なる活用として、人事当局から
による働きかけを強化する取組を検討する。 
● イントラネットや広報誌等を通じた制度周知を継続して
行うとともに、育児休業等を取得した男性職員による体験記
と併せて当該職員の上司の声を掲載すること等により、職員
の意識改革を図る。 
● 育児休業中も現在の職場や仕事の状況を把握すること
で、円滑な職場復帰、復帰時の不安の軽減が図れている。 
 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ● 男性部下職員の配偶者の懐妊を把握した管理者は、育児チ
ェックシートに基づき、両立支援制度の説明と育児休業・休暇
等の取得勧奨を行った。また、管理者による取組状況や当該部
下職員の育児休業・休暇等の取得希望・取得状況等を把握した
人事担当部局からも、必要に応じて働きかけを行った。 
● 育児チェックシートの提出があった職員及びその管理者を
対象とした両立支援制度説明会の際に、育児休業・休暇等の取
得勧奨を行った。 
● 育児休業等を取得した男性職員による、子どもの成長を見
守る喜びや送り出してくれた上司・周囲の職員への感謝を綴っ
た体験記を再編集し、意識改革を促すメッセージ、両立支援制
度のパンフレット等と併せて職員に再周知した。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな

○   ● 日頃から職員が気兼ねなく相談できる環境の整備に努める
とともに、育児チェックシートの提出時や子供が生まれた場合
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把握 の各種手続きの際に、各局課人事担当又は管理者から声かけを
行い状況把握に努めた。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ● 両立支援制度の利用や仕事と育児の両立に関する心配事等
についての相談のほか、人事担当部局への意見・要望を聴取す
る機会として、育児中の職員を対象とした意見交換会を開催し
た。 
● 「財務省働き方改革ニュースレター」等を育児休業取得職
員にも送付し、省内における「働き方改革」に関する取組等の
情報提供を行った。 
● 仕事と育児の両立を図っている職員同士が集まった意見交
換の場に、育児休業取得職員も参加した。 
● 育児中の職員を対象とした相談窓口を設置し、両立支援制
度の利用に係る相談や育児に関する悩みを受け付けた。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

● 育児休業者と職場との距離感の解消や育児休業者同士のネ
ットワーク作りなどを目的として、育児休業中の職員を対象と
したセミナーを実施した。 

(派) 
○ 

   

その他  ● 女性特有の体調管理等（妊娠期や体調不良時の休養等）に
資するための女性用休養室、一時的に子どもの世話もできる多
目的室について、利用者から寄せられた意見も踏まえ、利用し
やすいように環境改善に取り組んだ。 
● 急な業務の発生にも対応できるよう、共済組合において、
当日受付が可能なシッターサービス事業者のあっせんを実施し
た。 
● 職員が結婚するとき、子どもの誕生を迎えるとき、介護す
るときなど、ライフイベントの際に利用できる人事、給与、共
済関係の手続や制度を整理した「ライフイベントごとの手引
き」を作成した。 
● 育児等に関する職員アンケートを実施した。男女ともによ
り一層の男性の育児等への参加を求めているという結果を踏ま
え、男性職員に対し、より一層の育児等への参加を呼びかけ
た。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改

女性の採用目標 【全体】 目標：政府全体の目標（30％以上(毎年度))に留意、現状：35.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：32.1％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：政府全体の目標（30％以上(毎年度))に留意、現状：32.0％（平成28年４月１日）、目標設定時：39.3％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】30.3％、【総合職】42.9％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：4.5％程度（平成32年度末）、現状：3.6％（平成28年７月）、目標設定時：2.9％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％程度（平成32年度末）、現状：11.7％（平成28年７月）、 

目標設定時：10.6％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：30％程度（平成32年度末）、現状：22.4％（平成28年７月）、目標設定時：22.3％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ● 女性を対象とした業務説明会を以下のとおり実施した（平
成28年度）。 
［実施回数］ 
・総合職 69回  ・一般職 15回 
・財務専門官 194回  ・国税専門官 41回 

● 人物本位の選考により、意欲ある有為な女性の採用を行
うために、国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大
が必要である。 
● 内閣人事局、人事院等と連携しつつ、多様な媒体を活用
した情報発信の強化や、広報資料の充実を図るとともに、地
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革 ・税務職員 11回 ・経験者採用 1回 
［実施内容］ 
・業務説明及び質疑応答 
・政策立案体験ワークショップ（参加型説明会） 
・若手女性職員による職場の体験談の紹介  
・仕事と育児の両立支援制度及び利用者体験談の説明 
・ワークライフバランスに関する取組状況の紹介  
・参加者と女性職員の懇談会 
● 女性向けに何らかの配慮を行っている業務説明会を以下の
とおり実施した（平成28年度）。 
［実施回数］ 
・総合職 204回  ・一般職 213回 
・財務専門官 194回  ・国税専門官 133回 
・税務職員 50回 ・経験者採用 5回 
［配慮の内容］ 
・採用担当者による業務説明会に女性職員を配置  
・若手職員との懇談時に女性職員を配置  
・採用内定者を中心とした懇談会において女性専用のブースを
設置 

・採用内定者を中心とした懇談会において女性内定者又は女性
若手職員が対応 

・仕事と育児の両立支援制度及び利用者体験談の説明 
・ワークライフバランスに関する取組状況の紹介 

域や学部等にとらわれず、多様な対象に対する広報活動を実
施する。 
● 女子学生を対象とした業務説明会及び女子学生向けに何
らかの配慮を行う業務説明会を継続して実施し、女性職員の
積極的な配置や育児中の女性職員のキャリアパスの事例の紹
介等により、女性応募者の一層の拡大に努める。 
● 女性の登用目標達成のために、女性の採用の拡大に努め
つつ、採用した女性職員を、将来指導的地位に成長していく
人材プールとして確実に育成していくことが必要である。 
● 第４次男女共同参画基本計画における政府全体の新たな
登用目標を踏まえ、意欲と能力のある女性職員の登用拡大に
向けて、若手を含めた女性職員について、職域の拡大、幅広
い職務経験の付与及び研修への積極的派遣等の取組を継続す
る。 
● 女性職員による体験談の講話等、女性職員の意欲の向上
を図るための取組を継続する。 
● メンター制度について、グループ毎の定期的な集まり等
の取組を継続して実施するとともに、実施状況や利用者の意
見を踏まえた見直しを検討する。 

女性職員の中途採用 ○   ● 税関の選考採用試験（係長級）において、女性８名を中途
採用した。 
● 国税庁経験者採用試験（国税調査官級）において、女性５
名を中途採用した。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ● 人事評価や身上把握の結果を踏まえ、出産・育児等のライ
フサイクルに配慮しつつ、任用の各段階において可能な限り必
要となる経験を積ませ、地方支分部局から本省庁への出向を含
めた幅広い職務経験を付与するよう努めた。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   同上 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   ● キャリア形成・管理職として必要なスキルの習得をテーマ
とした女性職員向け外部委託研修に、職員を参加させた。 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ● 身上申告書やヒアリングなどを通じて職員の身上等を十分

に把握し、可能な限り、育児等に係る状況に応じた人事上の配

慮を行った。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ● 外部講師による女性活躍・ワークライフバランス推進及び
働き方改革をテーマとした省内管理職向け研修を実施、一部の
研修終了後に女性職員を部下にもつ管理職と講師との座談会を
実施した。 
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● 女性活躍・WLB研修において、部下のキャリアと人生を応
援しながら成果を目指す「イクボス」をテーマとした講演を実
施した。 
● 課長職対象の「イクボス意見交換会」にて、ワークライフ
バランス推進等についてのグループワークを実施した。 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

  ● 各地域で活躍している女性を講師として招き、ロールモデ
ルとしてキャリアイメージ形成支援を行った。 
● 女性係員、係長クラスを対象に外部講師及び女性幹部等に
よるキャリアデザイン研修を実施した。また、女性の活躍推
進、男性の家庭生活への関わりを推進するため、男性職員を聴
講可能とした。 
● 若手女性職員の意欲向上を図るため、活躍する先輩職員の
キャリアパス事例や経験談等を内容とした「ワークライフバラ
ンス講話」を実施した。 

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ● 各管理者が行う身上ヒアリング時に、今後のライフサイク
ル及び上位ポスト登用に関する本人の考え方を聴取し、意識醸
成の底上げを図った。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ● 先輩女性職員が女性職員に助言・指導を行うメンター制度
の試行的運用を行った。例えば、総合職（Ⅰ種）職員について
は、中堅・若手の女性職員を複数のグループに分け、グループ
内で先輩に気軽に様々な事項を相談できる体制を構築してい
る。 
● 両立支援相談窓口を設置し、気軽に相談できる体制を構築
した。 

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：文部科学省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【総論】 
・「働き方改革」を一層推進するための取組として、柔軟な
働き方を可能とするテレワークの推進や、その前提となる
リモートアクセス環境の整備、フレックスタイム制の導入
などに重点的に取り組み、新たな働き方に係る取組を総合
的に進めることが出来た。 

・働き方改革の意義や必要性については徐々に浸透してきて
はいるが、今後も新たな働き方に対する各職員の更なる理
解を深めるため、これらの制度等について継続的に周知徹
底を行い、管理職等に対し柔軟な働き方を試行等により体
験実施する機会を設ける取組を行うなど、職員が柔軟な働
き方を選択しやすい雰囲気の醸成に努めて行く必要があ
る。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 
・意識改革は時間がかかるため、反芻することが必要である
ため、引き続き、管理職としての行動事例や目標設定例の
好事例等を周知し、取組の徹底を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・これまでも、ワークライフバランス等を意識した業務運営
についての取組として、部下を評価する立場にある職員に
ついては、業績評価の目標設定時に、下記のような、時代
に即した合理的かつ効率的な行政の実現に留意した具体的
な目標を設定させる取組を実施しているところ。（※本取
組は、既にH24前期から実施済み） 
・行政のスリム化、自主的な事業の改善等コスト意識を持
った「効率的な業務運営」 

・女性職員の活躍推進、仕事と生活の調和の推進に資する
働き方の改革 

・年次休暇、夏季特別休暇等の取得促進、超過勤務縮減又
は業務改善に資する取組 

・育児休業等取得予定の職員が所属する課室における業務
上のサポート体制整備 

・また、省独自の取組として、同僚等の担当業務のフォロー
をした職員に対する評価として、業績評価の評価期間中、
産前産後休暇や病気休暇等により職場を離れた同僚等の担
当業務を臨時的に受け持つなどのフォローを行った職員に
ついては、業績評価の自己申告時に、目標以外の業務への
取組状況等として、その具体的な対応状況を記載させ、評
価者等は、その状況等も踏まえつつ総合的な観点から評価
を行うという取組みを実施しているところ。 

・さらに、平成28年９月の内閣人事局からの通知を踏まえ、
ワークライフバランスに資する効率的な業務運営、良好な
職場環境づくり等に向けた管理職の取組・実績について、
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職員の人事評価に適切に反映されるよう、職員への周知や
面談を通じた指導等を再徹底していただくとともに、再徹
底に当たっては、ワークライフバランス等を意識した業務
運営についての目標設定事例を活用するよう周知した。 

 
 

 
 
 
 
 
 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 
・今後も適宜のタイミングで、同様の通知を発出する予定。 
 
 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・省内の一部部局で試行的に実施しているところだが、平成
29年４月から全省的に取り組むこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化の取組】 
・携帯電話やメールの活用により、深夜まで本省において待
機する人員を減らすことが可能となった。 

・答弁作成プロセスの効率化の試みにより、幹部の了解を待
つ時間が短縮され、結果的に答弁作成にかかる時間が短縮
されている。 

・大臣への答弁の御説明については、未だに早朝出勤を要す
る場合も多いことは事実だが、不要な早朝出勤を減らす意
識は徹底されつつある。 

・今後も、現在の取組を引き続き周知・徹底するとともに、
必要に応じて答弁作成マニュアルの改訂なども行うこと
で、さらなる国会業務の効率化・合理化を図っていく。 

 
 
【テレワークの推進】 
・本年度は、テレワークを拡充するための取組として、自席
端末の持ち帰りによるテレワークの実施が可能となり、貸
出台数の制約やテレワーク実施のための端末の設定が簡易
となったこと等の環境整備により、これまで課題となって
いたテレワークの申請から実施までの審査期間の短縮等に
ついて、10日前までの事前申請から、最短で当日の申請も
可能とするための柔軟なテレワークの実施のための規程改
正等を行い課題の解決を図ることが出来た。引き続き、こ
れらの新たなテレワークの実施方法等について、全職員に

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・「ゆう活」実施に当たって、省内に通知を発出し、各課に
おいて、「業務効率化に係る業務点検」に取組むよう依頼
した。なお、点検を実施するにあたっては、相手方の作業
負担等の軽減を常に意識し、作業依頼をしているか改めて
確認するようお願いした。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・10月から、課室長等以上を除く職員について、退庁時刻等
報告表により、課室長等に超過勤務予定（退庁見込時間・
内容）を原則として当日17時までに事前報告、翌日12時ま
でに事後報告し、課室長等は当該報告書を事前事後にそれ
ぞれ確認することをルール化し、一部部局で試行実施し
た。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・これまでも、ＰＴ等業務の集中する局課への優先的な人的
配置等を行うなど、適切な人事配置に資する取組を実施し
ている。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・携帯電話及びメールを利用した連絡体制を可能な範囲で活
用している。 

・場合に応じて官房での答弁確認プロセスを省略したり、各
局内プロセスと並行して官房確認プロセスを進めたりする
ことを認めて、答弁作成プロセスの短縮を図っている。 

・答弁作成における関係部局間の協議ルールの徹底を図り、
答弁作成に不要な遅延が生じないように努めている。 

・大臣への答弁の御説明につき、委員会前日の夕方等の時間
を活用することで、可能な限り早朝に説明が設定されるこ
とを避けるよう努めている。 

・答弁説明がやむを得ず早朝に設定される場合には、段階的
に説明時間を設定し、説明者や随行者の厳選を徹底するこ
とで、必要以上の人員の早朝出勤が生じないようにしてい
る。 

テレワークの推進 ○   ・「育児・介護等を理由にテレワークを実施している職員か
ら、育児・介護を行うため、テレワークを中断し、年休等
を取得しなければいけない状況があるため、育児・介護に
よる休憩時間を取得し、勤務時間を分割・延長等すること
が可能となるような環境整備（柔軟にテレワークが認めら
れるような実施要領の整備）をしてほしい。」という声を
受け、平成28年４月の人事院規則の改正を踏まえ、テレワ
ークに係る移動時間及び育児・介護に係る時間分の休憩が
可能に（育児・介護職員のみ）なるよう規定を整備した。 

・「ゆう活」・ワークライフバランス推進強化月間における
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取組において、「テレワーク強化週間（試行）」として大
臣官房人事課の全ての課長補佐級以上の14名の職員がテレ
ワーク体験の実施を行うとともに、省内の職員に対しても
体験実施を推奨した。また、省全体の取組として、各局２
名以上、企画官級以上の管理職がテレワークを実施するよ
う設定し、管理職が多様な勤務形態の試行を行い、テレワ
ークへの理解を深める趣旨として実施したところ、「ゆう
活」・ワークライフバランス推進強化月間中に合計22名の
職員がテレワーク勤務を実施することができた。 

・平成29年１月のシステム更改に伴い、セキュリティを確保
した上でシンクライアント端末を職員に配付することによ
り、自席端末の持ち帰りによるテレワークの実施が可能と
なり、貸出台数の制約を受けることがなくなった。 

・また、貸出台数の制約やテレワーク実施のための端末の設
定が簡易となったことを踏まえ、テレワークの申請から実
施までの審査期間の短縮等を図り、これまで10日前までの
事前申請により実施していたところ、最短で当日の申請も
可とするよう規程の改正を行い、テレワーク実施体制を拡
充するための環境整備を行った。 

対して周知等を行い、新たな働き方の１つとして浸透する
よう、テレワークの積極的な利用の促進を図る。 

・管理職のテレワーク体験実施により、テレワークへの理解
を深めることができたため、テレワーク活用へのハードル
が下がり、活用したい職員が気軽に相談できる環境が醸成
された。本年度テレワーク拡充の取組として整備された新
たな実施方法について、管理職の理解を深めるため、今後
も継続してワークライフバランス推進強化月間等におい
て、管理職をはじめとした全職員に対し、テレワークの試
行等を体験するよう依頼し、テレワークが実施しやすい雰
囲気の醸成に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
【リモートアクセス環境の整備】 
・これまでは省外利用端末について、その都度貸出申請する
必要があったが、自席の端末をそのまま持ち運びできるよ
うになることで、利用者側にとっては貸出の申請手続きを
行う手間が軽減し、貸出端末を準備するヘルプデスクにと
っては貸出件数が減少により、作業負荷が軽減した。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・資料印刷時間の短縮等による職員の負担軽減等の効果があ
った。 

 
 
【その他（LGBTに関する研修について）】 
・LGBTについては、近年、多様な性のあり方の理解が少しず
つ深まってきており、教育現場に対する当省の取組等を踏
まえ、課長職以上の幹部職員を対象とした研修を試行的に
実施したところ、参加者からは身近な問題であると感じた
等、非常に有意義な研修であったとの声が聞かれたことか
ら、今後も同様の研修を実施し理解促進に努める。 

 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・自席の端末を省内の会議室や省外へ持ち出し、自席と同じ
環境で業務を行えるようにするとともに、公用携帯や私物
PC、私物スマートフォンから安全に省内のメール、カレン
ダー等を利用できるシステムを導入した。 

 
 
 

ペーパーレス化の推進 ○   ・省内で開催する数十人規模の会議においてタブレットを使
用している。また、省内無線LAN及び持ち出し可能な端末を
導入し、打合せ等がペーパーレスで行えるシステムを導入
した。 

 

その他  ・LGBTについては、近年、多様な性のあり方の理解が少しず
つ深まってきており、与党からも「性的指向・性自認の多
様なあり方を受容する社会を目指すためのわが党の基本的
な考え方」が公表されるなど理解促進等を目的とした法整
備への動きも見られることや、教育現場に対する当省の取
組等を踏まえ、LGBTに関する研修を当省課長職以上の幹部
職員を対象として実施した。 

 

育
児
・
介
護
等

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：7.7％（平成27年度）、目標設定時：3.8％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年）、現状：11.5％（平成27年度）、目標設定時：11.5％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○    【総論】 
・男性職員の育児休業取得率、同配偶者出産休暇・育児参加
のための休暇取得率について、目標が達成できていないこ
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と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・会議等において、男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及
び育児参加のための休暇の取得状況を報告するとともに、
一層の取得に努めるよう周知した。 

とから、引き続き、育児休業、休暇等の取得の推進するた
め、周知・取得促進を図る。 

・新たに導入されたフレックスタイム制度を、フレックスタ
イム制度の活用の好事例の紹介と併せて引き続き周知・取
得促進を図り、育児・介護等を両立できる環境整備に努め
る。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 

   

その他  ・フレックスタイム制度の導入に際し、筆頭課総務担当職員
等に対し、フレックスタイム制度の活用を検討している職
員の参考となること等を目的として、同制度を率先して活
用するように促した。 

・「プレミアムフライデー」の際に、年次休暇の取得促進や
フレックスタイム制の活用等により早期退庁に努めるよう
に職員に周知した。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：40％以上（毎年度）、現状：53.1％（平成28年４月１日）、目標設定時：43.5％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：40％以上（毎年度）、現状：42.9％（平成28年４月１日）、目標設定時：41.5％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】43.1％、【総合職】45.2％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：12％程度（平成32年度末）、現状：8.8％（平成28年７月）、目標設定時：10.6％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：18％程度（平成32年度末）、現状：15.3％（平成28年７月）、目標設定時：15.3％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：30.1％（平成28年７月）、目標設定時：27.1％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・文部科学省主催の業務説明会において、積極的に女性職員
を説明者とするとともに、文部科学省における女性の働き
方の実例を提示するなど、具体的なイメージを持ってもら
えるようにした。また、人事院等が主催する女子学生向け
の説明会及びセミナーにも積極的に参加をした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【総論】 
・取り組みの結果、採用目標は達成できたものの、登用目標
の達成に向けては、女性職員の育成を更に計画的に進めて
いく必要がある。 

・新たに導入されたフレックスタイム制度を好事例と合わせ
て周知し、育児・介護等を両立できる環境整備に努める。 

 
【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動】 

・文部科学省における平成29年度新規採用者に占める女性割
合は41.3％となり、目標である40％以上を上回った。 

 引き続き、業務説明会等において積極的に女性職員を登壇
させ、女性の採用希望者の拡大に努める。 

 
 
 
 
 
 

女性職員の中途採用   ○ ・平成28年度については、経験者採用試験による採用を行っ
ていないため。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで男性職員が配置されてきたポスト（１ポスト） 
に女性職員を配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務 ○    
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経験等の付与  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・係長級以下の職員を対象として、ワークライフバランスの
推進や今後のキャリアアップを想定しやすくすることを目
的として、先輩女性職員を講師とした研修を実施したとこ
ろ好評であったことから、今後も引き続き同様の研修を実
施していきたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・参加した女性職員から、「自分の今後のキャリアプランに
ついて大変参考になった。」等の感想が寄せられた。この
ような意見交換会形式の方が、集団の中で交流することが
出来るため、個別のグループ毎にマッチング等を行い、定
期的な集まり等の取組を継続して実施しなければならない
メンター制度より、実施にあたっての各職員の負担も少な
く、率直な意見交換を行うことが出来るため、今後メンタ
ー制度の体制整備の検討について、意見交換会の実施状況
や参加者の意見を踏まえ見直しを検討する。 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・人事面談において、育児や家庭の状況等、転勤できるタイ
ミングについて、より掘り下げて聴取するようにした。 

 
 
 
 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 ・先輩職員の経験等について、係長級以下の女性職員を対象
として、ワークライフバランスの推進や今後のキャリアア
ップを想定しやすくすることを目的とした研修を実施し
た。 

 
 

(派) 
○ 

   
 
 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・人事担当部局による職員面談を行い、職務上の希望等を把
握した。特に、出産・育児休業等から復帰した女性職員等
に対しては、職場復帰への不安を解消するため、面談の際
に聞き取った勤務時間等の配慮事項を配属先の部署に伝え
る等を行った。 

 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・子育てをしながら管理職の業務等を経験してきた女性ＯＢ
職員や現在管理職である女性先輩職員と、係長級以下の女
性職員を対象として、ワークライフバランスに理解のない
職場で困っている、今後のキャリアパスを考えると管理職
になることを躊躇する、仕事・家庭・育児等に追われ時間
的にも精神的にも余裕がない 等、現在、仕事を続ける上
で悩んでいる事、将来の不安などについて意見交換を実
施。 

 
 

(派) 
○ 

   
 

その他   

そ
の

次世代育成支援対策に関する取組 ○    ・子ども見学デーを通し、業務説明や省内見学を行うこと
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他 で、親子のふれあいを深めることができ、意識の醸成につ

ながったため、引き続き参加・協力を推進する。 

・ボランティア活動・体験活動・スポーツ・文化活動関係事
業及び家庭教育支援関係事業をはじめとする、様々な子
供・子育てに関する地域貢献活動等に、職員が積極的に参
加することを推奨した。 
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【府省等名：厚生労働省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   WLB月間の取組として以下を実施した。 
・月間初日（7月1日）に、大臣から全職員あてに、①「ゆう

活」への取組、②テレワーク勤務への取組、③働き方の見直し
に向けた管理職の意識改革・マネジメントの工夫の必要性、の
３点を中心にメッセージを発出・毎週水曜日及び金曜日に、早
期退庁を促すメールを全職員へ発信。 
・７月６日及び７月27日に庁内巡視を実施。 
また、平成28年12月27日に、大臣をはじめ多くの幹部・職員

がイクボス宣言を行い、部下の育児やワークライフバランスを
応援することを宣言した。 
 

庁内巡視実施日やWLB推進月間中の毎週水曜日は、早朝出 
勤実施者の定時退庁割合が平均65.7％、全体の早期（20時）
退庁割合が平均81.0％（6月最終水曜日68.4％）であった。
引き続き、WLB月間の中で、職員一人ひとりのワークライフ
バランスに関する意識改革を推進する。 
 
 
 引き続き、男性職員が育児休業等を取得しやすい職場環境
整備に取り組む。 
 
 
内閣人事局から提示された管理職の業績目標設定事例や各 

府省等の独自の取組例の活用を促し、「働き方・休み方改
革」の人事評価への反映について再周知することで、超過勤
務縮減と年次休暇の取得に向けた意識付けを行った。引き続
き、「働き方・休み方改革」を人事評価に反映することによ
り、超過勤務縮減と年次休暇の取得に向けた意識付けを行
う。 
 
 
 
 
 
業務の効率化等の省内マニュアルをあらためて周知するこ 

とで、各職員の業務遂行に当たって、業務の効率化等を意識
して対応する契機とした。「業務適正化推進月間」における
各部局における業務の効率化等に係る議論を通じて、各部局
での組織的な対応につなげた。「厚生労働省組織活性化推進
プロジェクトチーム」による「業務適正化推進月間」の実施
等に加え、政府の働き方改革等の動きも踏まえ省内の業務改
革・働き方改革を加速するため、平成29年１月に橋本副大臣
をリーダーとする「厚生労働省業務改革・働き方改革加速化
チーム」を設置し、必要な改善策等について検討を進める。 
 
 
 
厚生労働省働き方・休み方改革を実施した結果、前年に比 

べ平均退庁時間は５分改善した（平成27年10月から平成29年
１月までの実績より）。引き続き、各部局における取組状況

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   平成27年10月1日に大臣官房人事課長通知を改正し、業績評価
において、課長補佐級以上については、課室班の超過勤務縮減
と年次休暇の取得促進等を図るため「働き方・休み方改革」を
目標に掲げるよう指示した。 
また、今般、「ワークライフバランスに資する効率的な業務

運営、良好な職場環境づくり等に向けた管理職の取組・実績を
人事評価へ反映する取組の再徹底について（依頼）」（平成28
年9月7日内閣官房内閣人事局人事政策統括官通知）に基づき、
改めて「働き方・休み方改革」を人事評価に反映することに留
意するよう周知するとともに、同通知で提示された管理職の業
績目標設定事例や各府省等の独自の取組例の活用を促した。 
 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○    厚生労働省組織活性化推進プロジェクトチーム事務局から全
職員に対し、毎月、働き方・休み方に関する改善を目指した
「見える化メール」を送付し、その中で、業務の効率化等の省
内マニュアルを周知した。 
 平成28年７月を平成28年度の「業務適正化推進月間」と定
め、各部局において、今後1年間の業務効率化等に係る取組を
議論し、新たな業務簡素化の取組をまとめた「組織活性化方
針」を策定した。 
 
 
 
 
 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   厚生労働省働き方・休み方改革において、以下の取り組みを 
推進した。 
・業務に関する情報の共有化を図るため、課室全体又は班ごと
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に朝メールや業務連絡会議を開催。 
・17時15分以降は、原則として会議・作業依頼を行わない。 
・在庁時間管理簿により勤務時間外に在庁する理由等の課室長
による管理を徹底。 

・直近１ヶ月の平均退庁時間が20時を超えた課室長に、部局長
への改善計画書の提出を義務付け。 

・直近3ヶ月連続で平均退庁時間が20時を超えた部局長に、事
務4役への改善計画書の提出を義務付け。 

の定期的な点検を行うなど、早期退庁につながる職場環境整
備を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 引き続き、業務配分の見直しや機動的人員配置を行い、一 
部に業務が集中しないようにする。 
 
 
 
 
 
 
 
厚生労働省働き方・休み方改革を実施した結果、前年に比 

べ休暇取得率は６％改善した（平成27年10月から平成29年1
月までの実績より）。引き続き、各部局における取組状況の
定期的な点検を行うなど、早期退庁につながる職場環境整備
を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
省内への再周知が、各部局での業務効率化等の意識付けに 

繋がっていると考えられることから、引き続き、周知等を継
続していく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○    組織活性化方針の中で業務配分の見直しを行うとともに、業 
務多忙が見込まれる部署が生ずることが確実な場合、また発的 
で予想もしない事項が発生した場合は、省全体で機動的な人員 
配置を行っている。 
 
 
 
 
 

休暇の取得促進 ○   厚生労働省働き方・休み方改革において、以下の取り組みを
推進した。 
・全ての職員が、①年間16日以上の年次休暇を取得し、少なく
とも課室単位で全ての職員の75％が、毎月１日以上の年次休暇
を取得すること②夏季休暇に加え、年次休暇を２日以上取得す
ることにより連続して１週間以上の休暇を取得すること、③ゴ
ールデンウィーク及び年末年始に１日以上の年次休暇を取得す
ることを目標としている。 
・直近１ヶ月の休暇取得率が75％を下回る課室長に、部局長へ
の改善計画書の提出を義務付け。 
・直近3ヶ月連続で休暇取得率75％を下回る部局長に、事務4役
への改善計画書の提出を義務付け。 
 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○    国会答弁関係事務の留意事項や業務遂行上の誤りに係る再発 
防止策などについて、国会開会時や業務適正化推進月間中に、 
再周知を行った。 
 特に、国会答弁関係事務については、次の点を改めて指示を 
し、業務の効率化を図った。 
・職員の負担軽減のため、窓口職員に係る当番制や、深夜まで
対応した職員の翌日の遅出勤務制度を活用すること。 

・国会対応のための待機体制を最小限にすること。 
・確認作業等について、帰宅後にメール等を用いた対応も活用
し、不要な待機を減らすこと。 

・担当が答弁案を作成する前の早い段階で、担当課室長が答弁
の作成方針を指示し、作業効率を上げること。 

・割振り調整が難航する場合には、省内ルールの下、速やかに
部局の筆頭補佐による調整を行い、それが整わない場合は大
臣官房が裁定し、部局では幹部も含めてそれに従うこと。 
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平成28年１月末日時点でのテレワーク実施者数は、 

4,805人日（平成２７年度実績489人日）となっている。引き
続きテレワーク及びフレックスタイム制を希望する職員が、
制度を活用し易いよう環境整備に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
1ヶ月のテレワークアクセス件数は以下のとおり。 
 419件（平成28年3月） 
3,140件（平成29年1月） 
テレワークのための貸出用モバイルPCの台数を拡充予定で 

ある。（平成29年4月） 
 
 
 
 
 
平成30年７月の次期システム更改について、引き続き、検 

討・準備を進める。 
審議会等におけるペーパーレス化の試行実施を平成29年3

月から順次進める。（貸出用タブレット40台を購入（平成29
年3月）） 

オフィス改革の一環として、一部の室で執務室内のペーパ 
ーレス化の取組を進め、省内に周知を図る予定である。 

テレワークの推進 ○   時間単位のテレワークも可能とし、また、リモートアクセス
環境を改善することにより、テレワークを実施しやすい環境整
備を行った。 
また、７，８月及び１２，１月をテレワーク推進月間とし
て、テレ 

ワークを実施するための事務手続きを簡素化するなど、テレワ
ークの推進に努めた。 
平成２８年４月より、一般職の職員へもフレックスタイム制 

度が拡充されたことを踏まえ、制度構築を行い、職員へ啓発促
進を行った。 
 

リモートアクセス環境の整備 ○ ○  リモートアクセスを行う際に必要な認証装置（トークン）の
数を4月に250個から1,000個に拡充し、更に12月に1,800個に拡
充した。 
Windows以外のOS（Mac、iOS、Andoroid）の端末（PC、スマ 

ートフォン、タブレット）からも職場PCにリモートアクセス
し、テレワークを実施できるようにした。（平成28年12月） 
職場のPCの電源がOFFの場合でも遠隔から電源をONにし、テ 

レワークを実施できるようにした。また、私物PCから職場PCに
接続するまでの認証回数を３回から２回に減らす等、リモート
アクセス環境を改善した。（平成28年12月） 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  平成30年７月の次期システム更改に向けて、省内無線ＬＡＮ 
化及びタブレット端末の配布等について検討した。 
次期システム更改までの間の審議会等におけるペーパーレス 

化の試行実施に向けて、準備を開始した。（貸出用タブレット
端末の購入等） 
次期システム更改を通じた省内のペーパーレス化を円滑に進 

めるため、平成28年7月の業務適正化推進月間の取組として、
一部の室において執務室内のペーパレス化を試行して参考資料
を作成するとともに、共有フォルダ上の文書整理の取組の省内
展開に向けた検討を開始した。 
 
 
 
 
 
 
 

その他   

育
児
・
介

男性職員の育児休業取得率 目標：30％（平成32年度）、現状：27.2％（平成27年度）、目標設定時：13.8％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（両休暇合計７日以上取得90％以上）、現状：66.4％（平成27年度）、目標設定時：61.1％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向 ○   新任課長研修の中でWLBについての講義を行った。また、子 内閣人事局が作成するeラーニング教材等を活用しなが
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けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

どもが生まれた職員の管理職には、大臣等政務三役による育児 
休業取得促進のための声がけに参加してもらい、男性職員が育 
児へ関わることについて、意識啓発を行っている。 
 

ら、引き続き、管理職に対するWLBに対する意識啓発を行
う。 
 
 
引き続き、男性職員が育児休業等を取得しやすい職場環境 

整備に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管理職員や人事担当者が育児や介護を行っている職員の休 

暇取得希望等を把握することで、きめ細かく配慮できるよう
になった。引き続き、「育児シート」、「介護シート」の周
知を図る。 
 
子育てメルマガをはじめ、育児休業者にとって役立つ情報 

を随時提供していく。 
 
 
引き続き、本格実施に向けた検討を行う。 
 

 
 
平成28年度においては、「女性セミナー」及び「仕事と育 

児の両立セミナー」を合計７名が受講した。平成29年度にお
いても内閣人事局が実施する仕事と育児の両立に係るセミナ
ーの募集案内を省内に幅広く周知し、育児休業を取得した職
員の円滑な職務復帰とその後のキャリア形成支援を図る。 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   前月に子どもが生まれた本省の男性職員とその上司（課室長
級）に対して、毎月、大臣等政務三役から声がけし、対象者に
育児休業の取得を促す取組を実施。 
ワークライフバランス推進強化月間中に、「育児参加につい

て考えるセミナー～男性・女性それぞれの視点から～」を開催
し、男性の育児参加及び夫婦のキャリア形成に関する教育啓発
用映画を上映した。 
平成28年12月27日に、大臣をはじめ多くの幹部・職員がイク

ボス宣言を行い、部下の育児やワークライフバランスを応援す
ることを宣言した。 
 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   職員の育児や介護に係る状況や両立支援制度の利用について
の意向を把握するために、27年度に「育児シート」、28年度に
「介護シート」を導入した。 
 
 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   毎月19日の「育児の日」に、人事課から全職員に対して毎月
送付する子育てメルマガを、本人の希望に合わせて育児休業中
の者にも送付している。 
 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 
 

  
 

 育児休業中や復職後まもない女性職員を対象としたランチ会
をモデル的に実施し、ロールモデルの経験談や仕事と育児の両
立に関する情報を共有した。 
 

(派) 
○ 

  内閣人事局が実施する「女性セミナー」及び「仕事と育児の
両立セミナー」について、省内に幅広く参加希望者を募り、受
講者を派遣した。 
 
 
 

その他   
 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：37.7％（平成28年４月１日）、目標設定時：31.5％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定なし 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】38.6％、【総合職】38.0％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：13％（平成32年度末）、現状：10.0％（平成28年７月）、目標設定時：7.8％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：14％（平成32年度末）、現状：10.7％（平成28年７月）、目標設定時：10.1％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：30％（平成32年度末）、現状：22.9％（平成28年７月）、目標設定時：21.3％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    平成27年度の採用については、国家公務員採用試験からの採 
用者に占める女性の割合を厚生労働省全体で30％としていた 
が、平成28年度以降についても引き続き30％以上とし、これを 

現在の取組を引き続き実施することに加え、採用パンフレ 
ットにおいて、ワークライフバランスに係る内容をさらにわ
かりやすくかつ充実させることにより、今後も目標達成に努
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確実に達成する。 
 

める。 
 
経験者採用試験及び中途採用募集については、今年度は男 

女合わせて採用者０の状況。説明会等で、経験者採用試験等
についても利用可能であることを積極的に発信する。 
 
内閣人事局が実施した平成27年度幹部候補育成課程中央研

修の受講者は67名であり、そのうち女性の割合は23.9％（16
名）であった。また、同年度厚生労働省幹部候補育成課程研
修の受講者は108名であり、そのうち女性の割合は23.1％
（25名）であった。 
幹部候補育成課程対象者のうち幹部候補育成課程中央研修 

（内閣人事局実施）及び厚生労働省幹部候補育成研修の未受
講者に対して積極的に受講機会を付与し、管理職員に求めら
れる政策の企画立案及び業務の管理に係る能力の育成を図
る。 
 
 
 引き続き、出向や管理職への転出時期については、本人の 
希望や家庭事情に配慮して決定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
28年度の幹部候補育成課程の選定は3月を予定。引き続 

き、優秀な女性職員については、計画的に育成を図ってい
く。 
平成28年度においては、自治体に７人の女性職員（国家Ⅰ 

種（行政職、法律職、経済職））を出向させた。また、都道
府県労働局の幹部職員として、16人の女性職員（国家Ⅱ種・
Ⅲ種、労働基準監督官）を登用した。 
引き続き、本人の家庭事情に配慮した人事異動を行うこと 

により、更なる女性職員の登用を図る。 
 
 
 引き続き、出向や管理職への転出時期については、本人の 
希望や家庭事情に配慮して決定する。 
 
 

女性職員の中途採用 ○   総合職において、経験者採用試験を実施し、内閣人事局が設 
置する中途採用者向け窓口からの連絡を採用担当者へ適宜情報
を共有した。 
 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   優れた能力を有すると認められる職員については、男女問わ 
ず幹部候補育成課程の対象者とし、内閣人事局が実施する幹部
候補育成課程中央研修に派遣するとともに、厚生労働省幹部候
補育成課程研修を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   自治体への出向は、身上調書や年一回の面談を通じて、職員 
の家庭の事情、本人の希望等を把握し、配慮が必要な職員につ
いては転勤の時期や赴任先の地域についてすりあわせた上で配
置している。 
また、地方機関管理職への転出の際については、所属長との

面談や身上調書の提出により、職員の家庭の事情、本人の希望
等を把握したうえで、本人に事前に打診を行い、本人の家庭事
情に配慮して実施時期、配置場所を決めている。 
さらに、保育所が確保できるよう、早めに異動先を内々示し

ている人事グループもある。 
 
 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○   管理員にふさわしい能力及び経験を有する女性職員について
は、幹部候補育成課程の対象者とする等、計画的に育成を行っ
ている。 
 
 
 
 
 
 
 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   （再掲） 
自治体への出向は、身上調書や年一回の面談を通じて、職員 

の家庭の事情、本人の希望等を把握し、配慮が必要な職員につ
いては転勤の時期や赴任先の地域についてすりあわせた上で配
置している。 
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また、地方機関管理職への転出の際については、所属長との
面談や身上調書の提出により、職員の家庭の事情、本人の希望
等を把握したうえで、本人に事前に打診を行い、本人の家庭事
情に配慮して実施時期、配置場所を決めている。 
さらに、保育所が確保できるよう、早めに異動先を内々示し

ている人事グループもある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 引き続き、新任課長研修において、省の幹部職員から、女 
性職員の登用の拡大等について講義を行うこと等により、管 
理職員に対する意識啓発を行う。 
 
 
 
平成28年度新任課長研修においては、25名の新任課長級職

員（大臣官房参事官を含む）が女性の活躍促進等についての
講義を受講した。平成29年度においても管理職員向けの研修
を実施し、女性職員の登用の拡大に向けた啓発を行い、管理
職員の意識改革を図る。 
 
 

（再掲） 
引き続き、新任課長研修において、省の幹部職員から、女 

性職員の登用の拡大等について講義を行うこと等により、管 
理職員に対する意識啓発を行う。 
  
 
 
引き続き、取組を実施予定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
引き続き、出向や管理職への転出時期については、本人の 

希望や家庭事情に配慮して決定する。 
 
 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  新任課長研修において、省の幹部職員から、女性の活躍促進 
等について講義を行った。 
 
 
 
 

(派) 
○ 

  内閣人事局が実施する、管理職によるマネジメントと女性職
員のキャリア形成支援について理解を深めるための「女性活
躍・ワークライフバランス推進マネジメントセミナー」に受講
者を派遣した。 
 

 
 

(発) 
○ 

  （再掲） 
新任課長研修において、省の幹部職員から、女性の活躍促進 

等について講義を行った。 
 
 
 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 職場や配置ポストを固定せずに能力に応じて登用することを
通じて、女性職員のキャリアアップに係る意欲向上を図ってい
る。 
(例) 
・ 子育て中の職員が仕事と育児の両立に関する相談や情報 
交換等を気軽にできるようランチ会を実施した。 

・ 地方支分部局の管理職員を経験した職員による講話、グ 
ループ討議を通じて、管理職員となることを考えるきっか 
けとなるよう「女性職員キャリアアップ研修」を開催し

た。 
・業務を詳しく把握する行政監察に係長級の職員を随行させ、
監察業務を補助することにより、第一線の現場の業務内容の把
握及び実態把握能力の強化を図る監察随行研修を実施した。 
 

(派) 
○ 

  係長級として経験年数を一定程度有している中堅女性職員を
内閣人事局が実施した「若手女性職員キャリアセミナー」及び
「中堅女性職員キャリアセミナー」に派遣した。 
 

人事担当部局又は上司による今後 ○   自治体への出向や地方機関管理職への転出については、所属
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のキャリア形成のための面談の実
施 

長との面談により、職員の家庭の事情、本人の希望等を把握し
たうえで、時期や配置場所等を決めている。 
 

 ランチ会の実施により、子育て中の女性職員のネットワー 
クを構築するとともに、仕事と育児の両立のための知恵、工
夫に関する情報の共有ができた。 
 
平成32年度までに女性職員が仕事と家庭の両立や将来のキ 

ャリア形成について、先輩女性職員に気軽に相談できるよう
メンター制度を導入予定。 
 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  子育て中の職員が仕事と育児の両立に関する相談や情報交換 
等を気軽にできるようランチ会を実施した。 
 
 

(派) 
○ 

  人事院が主催する「メンター養成研修」及び「メンター・プ
ログラム運用担当者向け研修」に職員を派遣した。 
 
 
 
 
 

その他   
 

そ
の
他 
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【府省等名：農林水産省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・ワークライフバランス推進強化月間に向けた次官からのメッ
セージの発出や政務・次官等によるフロア巡回の実施のほ
か、各局庁においても幹部職員がフロア巡回を行うなど早期
退庁の意識づけを実施。 

・省内報において次官メッセージを発出（業務の内容等を定期
的に検証するとともに、ビジョンステートメント、行動規範
と業務の関係についての意識啓発） 

【総論】 
・ワークライフバランス推進強化月間における「ゆう活」実
施者の定時退庁割合（平均）は87.7％、職員全体の20時ま
での退庁割合（平均）は90.1％と着実に取組が浸透してい
る。 

・働き方改革の必要性については徐々に浸透してきてはいる
が、具体的な行動につながっていない部局もあるので、継
続的に指導・呼びかけを行っていく。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・平成29年度は、職場ごとにおいて実効のある業務改善を継
続的に実施するため、ＰＤＣＡサイクルを実施する。 

 
【業務配分の見直しや機動的人員配置による業務負荷集中の
回避】 

・平成29年度は、省内の一部部局で取り組んでいる優良例を
省内全体に拡大する。 

 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 
・官房閲覧を不要とする答弁を指定した結果、閲覧の対象と
なる問が大幅に減少した。 

 
【テレワークの推進】 
・平成29年4月からテレワークの本格実施を開始する。 
・平成29年1月の体験テレワーク実施者のうち継続を希望す

る職員の通年テレワークの実施、平成29年度ワークライフ
バランス推進強化月間における体験テレワークの実施に向
け、テレワーク用端末を調達する。 

・テレワークが可能な地方支分部局等においては、平成29年
度中にテレワーク試行が行えるよう、具体的な手法を検討
する。 

・政府共通プラットフォーム上で提供される外部接続サービ
スの活用を検討する。 

 
【リモートアクセス環境の整備】 
・LAN更改時期に合わせ、関係部署による検討体制を整備

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・効率的な業務運営やワークライフバランス推進に資する取組
についての目標として積極的に設定するよう全職員に促すと
ともに、効率的な業務運営等に向けた取組・実績を人事評価
へ反映するよう幹部職員及び管理職員に再徹底した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○ ○  ・部局庁ごとに風通しのよい職場づくりの実現や業務効率化に
向けた取組を実施し、優良事例を省内に周知し、横展開を図
った。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・平成28年9月に「国家公務員の労働時間短縮対策につい 
て」が改正されたことを踏まえ、これまで以上に超過勤務予
定者の事前把握を行い、事前命令を徹底。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○ ○  ・業務繁忙期には、課内の他係の業務を担当させるなど、課室
レベルで業務負担の平準化に取り組んだ。 

休暇の取得促進 ○   ・平成29年２月から取り組むこととなったプレミアムフライデ
ーについて、パソコン起動時に早期退庁・時間休の取得を推
進するポップアップを表示させるなど、職員周知を徹底。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・平成28年11月及び29年1月、より的確かつ効率的な答弁作成
を実行する観点から、官房閲覧を不要とする答弁を指定する
など、答弁作成対応について見直しを実施。 

テレワークの推進 ○ ○  ・テレワークを実施する3日前までに申請することにより、貸
与する端末（30台程度）を用いることで実施可能。 

・半日、時間単位でのテレワーク勤務を実施可能。 
・音声通信の通信費の公費負担化 
・平成28年度末までにテレワークの要領改正を実施。 
・ワークライフバランス推進強化月間において、大臣官房をモ
デル部署とし管理職員（2名）の体験テレワークを実施。 

・平成29年1月第3週を体験テレワーク週間とし、テレワークに
興味のある本省職員（24名）を対象とした体験テレワークを
実施。 

リモートアクセス環境の整備 ○ ○  ・出張用端末を利用できるほか、公用タブレット等により職場
メールの閲覧が可能。 
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ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・ペーパーレス会議の試行に向けた検討 し、働き方改革推進のための環境整備を図る。 
・私物スマホ等による職場メールの閲覧 
 
【ペーパーレス化の推進】 
・幹部にタブレット端末を配布し、平成29年度内にペーパー
レス会議の試行を実施する。 

・平成29年度に更なる電子決裁の促進に向けた対応策を講じ
る。 

 
【その他（マネジメント状況調査）】 
・平成28年度の試行を踏まえ、平成29年6月より本省課室長
を対象に実施する。 

その他  ・マネジメント能力向上のための取組として、上司からの視線 
だけでなく、部下からの視線にも着目することにより、管理
職に気付きを与え、計画的な業務の推進、部下の意欲向上や
能力の発揮、不要な業務の削減等働き方の改善の実勢につな
げることを目的としたマネジメント状況調査の実施に向け、
事務処理の流れ及び改善点を洗い出すため、試行調査を実
施。 

 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：10％程度（平成32年）、現状：11.2％（平成27年度）、目標設定時：6.7％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年）、現状：27.6％（平成27年度）、目標設定時：21.6％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○ ○  ・省内の情報共有ポータルサイト上に、育児や介護に関する制 
度を一括して掲載する「ワークライフバランスお役立ちサイ
ト」の開設に向けた準備を実施。 

【総論】 
・男性職員の育児休業取得率（11.2％）は目標（10％程度）
を達成したことから、第4次男女共同参画基本計画に定め
る政府全体の目標を踏まえ、「13％程度」に引き上げる。 

・配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇について合計５
日以上取得できた男性職員は27.6％と前年度（21.6％）よ
り6.0ポイント増加したが、目標達成には至っていない。 

・取得率向上のため、本人だけでなく管理職員にも両立支援
制度について周知し、意識啓発を図っていく。 

 
【男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理職員等向けの意
識啓発の実施】 

・平成29年度早期に情報共有サイトを開設し、職員周知を行
う。特に、管理職員等への制度の理解促進を図る。 

・平成29年5月に外部講師による介護についての関係制度の
概要説明のほか、家族に介護が必要になった時の対応、体 
験談等を講義いただくセミナーを実施する。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 

・アンケート結果から「制度を知らない」等の意見があった
ことから職員掲示板に制度の概要等を掲載し、周知を図っ
た。 

・平成29年度は、特に、管理職員にも両立支援制度について
周知し、意識啓発を行っていく。 

・座談会は、延べ21人の男性職員が出席し、育児休業の取得
や仕事と家庭を両立するための情報交換を行った。平成29
年度は、お父さんの子育て座談会の定期開催を実施（年3
回）する。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○ ○  ・平成28年11月に、平成27年4月1日以降に子が生まれた男性職
員を対象に男性職員の配偶者出産休暇・育児参加のための休
暇についての周知状況等を把握するためのアンケートを実施
（回答者391名）。 

・育児中の男性職員や将来育児に関わりたいと考えている男性
職員を対象とした「お父さんの子育て座談会（昼食会）」
（試行）を実施。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・平成27年度より導入した「仕事と生活の両立状況確認シート
（育児シート）」のほか、平成28年度は介護シートを導入
し、管理職員や人事担当部局が個々の職員の状況を把握（任
意）。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・育児休業取得職員が産前休暇等に入る前に、コミュニケーシ
ョン担当を決定し、コミュニケーション担当者は、制度の概
要（ハンドブック等）を配付するなど、定期的に連絡をと
り、育児休業取得職員が職務復帰等に向けて必要な情報を共
有。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

 
○ 

 
 

・内閣人事局が実施したセミナーを参考にしながら、省内の先
輩職員を講師にした女性職員のキャリア形成セミナー（講
義、グループ討議等）を実施。 

(派) 
○ 

   

その他  ・平成29年度内に農林水産省内に事業所内保育所を開設し、保
育の環境整備を図る。 
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【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・セミナー参加者が11名と少なかったことから、平成29年度
は、内閣人事局が開催したセミナーを参考にするとともに
外部講師による講演を検討するなど、育児休業取得職員や
共働き世帯の男性職員が参加しやすいよう、工夫した上で
実施する。 

 
【その他（事業所内保育所の開園）】 
・平成29年６月１日開所に向け、職員掲示板への定期的な掲
示等により職員に情報提供を行う。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：35％以上（毎年度）、現状：38.2％（平成28年４月１日）    40.3％（準ずる試験を含む） 
目標設定時：35.1％（平成27年４月１日） 38.8％（準ずる試験を含む） 

【総合職】目標：（設定なし）  
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】41.3％、【総合職】46.2％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：４％程度（平成32年度末）、現状：3.0％（平成28年７月）、目標設定時：2.5％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：７％程度（平成32年度末）、現状：4.8％（平成28年７月）、目標設定時：4.4％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：30％程度（平成32年度末）、現状：26.3％（平成28年７月）、目標設定時：25.7％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・採用パンフレット、採用ホームページに女性職員からのメッ
セージ等を積極的に掲載するほか、女子学生向けパンフレッ
トの作成やセミナー等の開催、各種説明会に女性職員を派遣
するなど、積極的に実施。 

【総論】 
・取組の結果、採用目標は達成できたものの、登用目標の達
成に向けては女性職員の育成を更に計画的に進めていく必
要がある。 

・今後は、それぞれの女性職員の長期的な個別育成方針を秘
書課と原局の人事担当者間で共有することを通じて、多様
な職務機会の付与、研修の活用等による積極的な育成に取
り組んでいく。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・平成29年8月（ワークライフバランス推進強化月間）に外
部講師による女性活躍推進及び働き方の改善をテーマとし
た管理職員対象の職員能力向上講座を実施する。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・若手女性職員に対する意欲向上研修については、必要性は
実感しているものの、ノウハウがないため独自実施ができ
ていない。平成29年度は、内閣人事局の研修を参考にしな
がら、女性課室長級職員が歩んできたキャリアパスの事例
の紹介等を通じた効果的なセミナーを実施する。 

 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・仕事と育児に関する座談会（4回）は、延べ76人の職員が
出席し、小学生以上の子を持つ先輩職員から経験談を聞

女性職員の中途採用 ○   ・女性の経験者採用数について、平成27年度は１名であったと
ころ、平成28年度は３名を採用。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで男性職員が配置されてきたポストに初めて女性職員
を配置。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・昇任に際し、タイミングを図って転勤を行わせる等の取り組
みを実施。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

○   

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
○ 

 ・本省課長補佐級以下の職員を対象とした外部講師によるタイ
ムマネジメントセミナーを実施（42名出席）。 

(派) 
○ 
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人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    く、同じ悩みを持つ職員同士で情報交換するなど気軽に相
談しあえるような体制を整備した。今後は、参加者のニー
ズを把握するなど、効果的な内容となるよう検討を行う
（四半期毎に開催できるよう、5月までに取りまとめ
る）。 

 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

○  ・仕事と生活の両立状況確認シート（育児シート）において、
座談会への参加を希望した職員を中心に四半期毎に座談会
（昼食会）を実施。 

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：経済産業省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての
明確なメッセージの継続的発出 

○   ・「ゆう活」・ワークライフバランス推進強化月間（以下
「ゆう活月間」という。）等の機会に、事務次官が全職員
宛にメールにて働き方改革推進に関するメッセージを発信
するとともに、局長等が各部局の職員宛にメッセージを発
信した。 

・ゆう活月間中の毎週水曜日の夕方などに、事務次官や局長
等が早期退庁を促すためフロア巡回を行った。 

・ゆう活月間に、職員一人一人に働き方改革を促すため、管
理職員・中堅職員・若手職員それぞれに対する標語を記載
したポスターを庁内各所に掲示した。 

 

 
【成果】 
・職員へのアンケート調査において、当省で働いている
ことについての職員の満足度が向上した。また、職員
の時間に対する意識等も向上した。 

・平成28年度「ワークライフバランス職場表彰」（内閣
人事局）において、当省の取組が２件受賞（全12件
中）。また経済産業省として特別賞を１件受賞（全２
件中）。 

・働き方改革を進める上で有用な具体的な取組事例が蓄
積されつつある。 

・テレワークの実施者数が大幅に増加した。また、リモ
ートアクセス環境の充実により、国会関係業務をはじ
めとして、職場外での柔軟な対応がより一層可能とな
りつつある。 

・ほぼ全ての審議会等がペーパーレスで実施された。 
 
【課題】 
・職員の働き方改革に対する意識は高まりつつあり、一
部の取組は徹底して実施されている一方、部局による
取組の状況にばらつきも見られることから、継続的か
つ徹底した取組が必要。 

 
【今後の取組】 
・引き続き同様の取組を実施するとともに、取組の状況
を定期的にフォローアップするなどして、取組の状況
が芳しくない部署や管理職員等への指導を徹底する。 

・職員へのアンケート調査の結果等を踏まえ、更なる働
き方改革の取組を検討し、これを速やかに実行する。 

 
 

ワークライフバランスに資する
効率的な業務運営等に向けた取
組を適切に人事評価へ反映させ
るための取組 

○   ・本省管理職相当職以上の職員について、人事評価（業績評
価）の一評価項目として、業務改善等の働き方改革に関す
る項目を設定することを引き続き義務づけた。 

・上記評価を徹底するため、当省における働き方改革のベス
トプラクティスをまとめた「課室長が行うべき７つのポイ
ント」に掲げられた取組を参考に、具体的な目標の設定・
実施を求めた。また、人事評価（業績評価）において働き
方改革の取組が一評価項目となることを周知徹底するた
め、管理職として心得るべき事項をまとめた「管理職必携
ポイント集」を配付した。 

・働き方改革を推進する上では職員一人一人の能力向上も重
要であるため、管理職員の人事評価において、人材育成に
関する具体的な目標の設定・実施も求めた。 

 

業務の廃止も含めた効率化や職
場環境の改善策を議論・策定 

○   ・働き方改革の取組を積極的に進めようとする課室をモデル
課室に指名して、民間の有識者の指導等も受けながら、働
き方改革の先導的な取組を進めた。 

・若手職員による業務改善提案、働き方改革モデル課室にお
ける優良な取組等を踏まえ、効率的に業務を行うための行
動を示した規範（「効率的に仕事を進めるための行動規
範」）を策定し、これに基づく取組の徹底を省内に周知し
た。 

・ゆう活月間等に働き方改革の優良な取組を行った課室に対
して、当省独自の表彰を行った。 

・ペーパーレス、ipadを通じた地方局等とのウェブ会議やフ
リーアドレス（パーチオフィス）の活用等、場所を選ばな
い勤務環境等を実現するオフィス改革の実施。 

超過勤務の必要性の事前確認の ○   ・管理職員に対して、部下の仕事の状況等の見える化を進め
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徹底 るとともに、超過勤務予定の事前把握を徹底するよう、引
き続き徹底を行った。 

業務配分の見直しや機動的人員
配置による業務負荷集中の回避 

○   ・働き方改革の取組を積極的に進めようとする課室をモデル
課室に指名して、民間の有識者の指導等も受けながら、働
き方改革の先導的な取組を進めた。＜再掲＞ 

・若手職員による業務改善提案、働き方改革モデル課室にお
ける優良な取組等を踏まえ、効率的に業務を行うための行
動を示した規範（「効率的に仕事を進めるための行動規
範」）を策定し、これに基づく取組の徹底を省内に周知し
た。＜再掲＞ 

・ゆう活月間等に働き方改革の優良な取組を行った課室に対
して、当省独自の表彰を行った。＜再掲＞ 

・業務の取捨選択の徹底とあわせて、局内、局間の柔軟な人
事異動を通じて人員配置の見直しを実施し、業務の平準化
を徹底した。 

・業務繁忙期に部局内の他課室あるいは課内の他班から人員
を補充し、業務のサポートを行う取組を実施した。 

休暇の取得促進 ○   ・ゴールデンウィーク、夏季、プレミアムフライデー等の前
に省内定例会議や省内一斉配信メール等を通じて、休暇の
取得を奨励した。また、月一年休や、学校休業日に合わせ
た年次休暇の取得も同様に奨励した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作
成作業の効率化等の取組 

○   ・国会関連業務について、割振調整の迅速化、プロセス管理
の徹底、審査手続の効率化、待機・登録の合理化、外出先
等から資料確認ができるシステムの利用者の拡大、関係者
間での答弁確認作業のメールによる実施、国会対応でのテ
レワークの導入等の取組を実施した。 

・官房の確認を必要とする答弁を指定するなど、答弁作成プ
ロセスの効率化を図った。 

・前日夜２２時半時点で、暫定版を含む原則全ての大臣答弁
を外部アクセスフォルダに格納し、大臣に事前にご確認い
ただくことで当日朝の大臣レク時間を削減した。 

テレワークの推進 ○   ・自宅でテレワークを実施できる環境が整っていない職員向
けに、テレワークを実施可能なサテライトオフィスを用意
した。 

・テレワークへの理解を高めるため、全管理職員を対象とし
たテレワークの体験を促進した。 

・テレワーク実施者・管理職員の双方にとってより望ましい
テレワーク時の勤怠・成果管理方法の確立に向けて、テレ
ワークの実証プロジェクトを実施した。 

・業務用PCについて、自宅でのテレワークに活用する等のた
め、セキュリティを確保したシンクライアントPCを導入し
た。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・業務用端末、出張用端末、テレワーク専用端末、私用端
末、公用携帯電話、私用携帯電話により職場メール等の閲
覧機能を強化した。 
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ペーパーレス化の推進 ○   ・ルール化した審議会等のペーパーレス化を推進するため、
タブレット端末を増台した。また、省内定例会議におい
て、審議会等のペーパーレス実施状況を省内定例会議で引
き続き報告し徹底した。 

・省内及び各課室共有ドライブについて、フォルダの階層を
整理するなど、統一的なルールの徹底を行った。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％（平成32年）、現状：5.4％（平成27年度）、目標設定時：8.8％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育
児参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：29.3％（平成27年度）、目標設定時：20.0％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に
向けた管理職員等向けの意識啓
発の実施 

○   ・育児中職員のいる部署の管理職員向けに、育児中職員マネ
ジメント研修を実施。さらに、新任管理職研修において、
育児中職員のマネジメントに関するカリキュラムを追加し
た。 

・両立支援制度の概要やその取得フロー等について、省内定
例会議での周知、配偶者が出産した職員及びその管理職等
にメールを発出するなど、制度の利用を呼びかけた。 

・秘書課長から配偶者が出産した職員とその管理職員に対し
て、個別に両立支援制度の取得を呼びかけた。 

【成果】 
・男性職員の育休、特別休暇の制度等について、職員の
認知度が高まりつつあるとともに、実際に取得を促進
しようとする雰囲気が醸成されつつある。 

・育休中職員の勤務継続意欲の向上につながった。 
 
【課題】 
・男性職員の育児休業取得率、配偶者出産休暇・育児参

加のための休暇取得率の向上。 
・両立支援について、育児・介護への配慮に重点が置か
れ気味であり、キャリア形成にも配慮した取組も併せ
て行っていくことが必要。 

 
【今後の取組】 
・引き続き同様の取組を実施するとともに、取組の状況
を定期的にフォローアップするなどして、取組の状況
が芳しくない部署や管理職員等への指導を徹底する。 

・育休中職員を含め女性職員について、キャリア形成を
より一層意識した研修等の取組を企画、実施する。 
 
 

男性職員の育児休業、配偶者出
産休暇及び育児参加のための休
暇の取得促進 

○   ・育児休業や配偶者出産に係る特別休暇制度や、当該休暇制
度の取得者の経験談等を紹介する「イクメンハンドブッ
ク」を作成、配付した。また、男性育休の取得を促進する
ため、周囲の理解醸成を図るポスターを作成し、省内各所
に掲示した。 

・男性職員の育休／特別休暇の取得状況や取得予定等のフォ
ローアップを毎月実施した。 

・育児中の男性職員あるいは将来育児に関わりたいと考えて
いる男性職員等を対象に、民間企業における育児中社員の
経験について共有、意見交換を行うＢＢＬを開催した。 

・ワークライフバランス月間において、男性の育児参加及び
夫婦のキャリア形成に関するセミナーを実施した。 

育児シートの活用等による育児
等に係る職員の状況のきめ細や
かな把握 

○   ・小学３年生以下の子供がいる女性職員は、定期的に育児シ
ートを人事担当者に提出。また、育休中職員の復職が確定
した際に、任用担当者との面談を実施。さらに、復職後、
育児シートを利用して、職員が所属部署の管理職員と人事
面談を実施。以上の取組を引き続き徹底して実施した。 

・また、子どもが産まれた男性職員に対して、両立支援ハン
ドブック・イクメンパスポートなどのモデル紹介、育児シ
ートを利用し、利用できる制度を分かり易く紹介するとと
もに、 

・子どもが生まれた男性職員以外の職員についても、省内イ
ントラネットや省内一斉メールを活用して、引き続き両立
支援制度等を周知徹底した。 

育児休業取得職員と人事担当部
局等の職員との定期的なコミュ

○   ・育児中職員向けＢＢＬ（ブラウン・バック・ランチ）、復
職者向け研修、育休中職員向け研修等を通じて、人事担当
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ニケーション 者との定期的なコミュニケーションを引き続き実施した。
また、育児中職員については、復職しようとする時期に、
人事担当者と育児シートを用いた個別面談を実施するなど
のきめ細かな対応を引き続き実施した。 

・育児休業取得職員等を対象に、両立支援制度の概要や先輩
職員の経験談等を内容としたメールマガジンを発出した。 

育児休業取得職員等を対象とし
たセミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

・育休中職員を対象とした研修を実施した。研修では、円滑
な復職に向けて、復職後直面するケースについて、対処方
法を多角的に議論するグループディスカッションや、育児
中の先輩職員の経験共有、復職後に利用できる制度の周知
等を実施した。 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局「若手女性職員キャリアセミナー」等の研修に
職員を派遣。 

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：40.8％（平成28年４月１日）、目標設定時：34.2％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】37.8％、【総合職】34.1％  

女性の登用目標 【本省課室長相当職】目標：10％（平成32年度末）、現状：8.3％（平成28年７月）、目標設定時：7.5％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：18％（平成32年度末）、現状：17.1％（平成28年７月）、目標設定時：15.8％（平成27年７
月） 
【係長相当職（本省）】目標：32％（平成32年度末）、現状：30.1％（平成28年７月）、目標設定時：31.0％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報
活動 

○   ・引き続き「女性向け業務説明会」を開催し、女性職員か
ら、女性職員の活躍がわかるような内容を説明した。 

・採用パンフレットに、女性職員の活躍や、仕事・家庭を両
立させる働き方等を紹介する特集ページを追加した。 

【成果】 
・女性の採用目標を達成した。 
・育休中職員を含め、女性職員の勤務継続意欲の向上に
つながった。 

 
 
【課題】 
・女性の登用目標の達成に向けて、女性職員の育成を更
に計画的に進めていく必要がある。 

 
【今後の取組】 
・引き続き同様の取組を実施する。 
・育休中職員を含め女性職員について、キャリア形成を
より一層意識した研修等の取組を企画、実施する
（例．若手女性職員が今後のキャリア形成を具体的に
イメージするための研修等）。 

・女性職員へのアンケートやヒアリング等を実施し、更
なる女性活躍推進の取組を検討し、これを速やかに実
行する。 

女性職員の中途採用 ○   ・採用パンフレットに、女性職員の活躍や、仕事・家庭を両
立させる働き方等紹介する特集ページを追加した。＜再掲
＞ 

女性職員の職域の拡大、職域の
固定化の解消 

○   ・育児休業から復職した職員について、職員一人一人の今後
のキャリア形成や希望等を踏まえつつ、必要に応じて課室
のサポート体制を整えるなどして、これまで時短勤務を利
用する職員が配属されていないポストにも積極的に登用す
るなど、よりきめ細かな人事配置を行った。 

・これまでの傾向として男性職員が多く配置されてきたポス
トへの女性職員の登用を積極的に実施した。 

  

出産・子育て期等に配慮した職
務経験等の付与 

○   ・人事担当者と職員の面談を行い、職員の中長期的なキャリ
ア形成の希望等を確認し、繁忙部署の業務を引き続き担当
したい等の希望等を踏まえた任用を引き続き実施した。 

個別の育成方針の策定等、管理
職の候補となり得る女性職員の
育成 

○   ・引き続き、男女を問わず、優れた能力を有する職員につい
ては、能力に応じて幹部候補育成課程に組み入れるなど、
将来管理職となり得る女性職員に対して、管理職候補向け
の研修を受講させた。 

 

キャリアパスにおける転勤の在 ○   ・転勤については、引き続き、職員の希望や家庭状況等も踏
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り方（必要性、異動先、タイミ
ングの多様性確保等）について
再検討、転勤に関する人事上の
取組の工夫 

まえ決定した。 

女性職員の登用の拡大に向けた
管理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・育児中職員のいる部署の管理職員向けに、育児中職員マネ
ジメント研修を実施。さらに、新任管理職研修において、
育児中職員のマネジメントに関するカリキュラムを追加し
た。＜再掲＞ 

(派) 
○ 

  ・「女性活躍・ワークライフバランス推進マネジメントセミ
ナー」に職員を派遣し、育児や介護を担う職員を含む組織
全員の力を最大限に発揮できるよう、管理職によるマネジ
メントと女性職員のキャリア形成支援について理解を深め
た。 

(発) 
○ 

  ・例えば階層別研修などの様々な機会を通じて、管理職員等
に対して、女性の採用・登用状況や女性の登用の重要性等
を説明するとともに、女性の登用を図るためにもマネジメ
ントの改善や働き方改革の取組を進めることが重要である
ことなどのメッセージを発信した。 

若手女性職員のキャリアイメー
ジ形成支援による意欲向上研修
の実施 

(独) 
○ 

  ・復職者研修において、女性管理職からキャリア形成の考え
方等について紹介してもらう機会を設けるとともに、先輩
との懇談会を実施するなど、復職者に限らず若手職員の参
加も促した。 

(派) 
○ 

  ・内閣人事局及び人事院主催の研修に職員を積極的に派遣し
た。 

人事担当部局又は上司による今
後のキャリア形成のための面談
の実施 

○   ・引き続き人事担当者と職員の面談を行い、職員の中長期的
なキャリア形成の希望等を確認し、必要に応じて助言等を
行った。 

メンター制度の実施等、女性職
員が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・省内の育児中職員のネットワークである『パパママクラ
ブ』の参加者リストを共有することにより、仕事と育児の
両立の工夫について、相談できる体制を構築。 

(派) 
○ 

  ・「メンター・プログラム運用担当者向け研修」に人事担当
者が参加し、他省庁の実施状況の情報収集や、メンター養
成研修の実施方法等を習得した。 

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：国土交通省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・ワークライフバランス推進強化月間に当たり、大臣・事務次 
官による職場フロアの巡回を実施した。 

 
・「業務プロセスの改善」や休暇の取得促進などの取組を進
めた結果、災害などの業務が発生したものの、ほぼ前年と
同じ超過勤務にとどめることができたほか、休暇の取得日
数は増加している。 

・取組計画の目標達成に向けて、休暇取得の促進や勤務時間
のマネジメントなどに今後も取り組む必要がある。 

・一部の課で試行した退庁予定時間等の事前報告について、
今後、内部部局で本格実施する予定である。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・幹部職員及び管理職員の人事評価に当たり、女性職員の活
躍・ワークライフバランスの推進等の観点に資する目標設定
や評価に留意することとしている。 

 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・課等の単位で、重要テーマの選定、優先すべき業務の明確
化、業務の廃止・縮小、業務分担の見直し等を行う「業務プ
ロセスの改善」を実施した。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・職員が正規の勤務時間外に業務を実施する前に、退庁予定時
間、理由等を所属長に報告する取組を一部の課で試行した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・課等の単位で、重要テーマの選定、優先すべき業務の明確
化、業務の廃止・縮小、業務分担の見直し等を行う「業務プ
ロセスの改善」を実施した。 

休暇の取得促進 ○   ・プレミアムフライデー実施日に、業務のない範囲で、早期退
庁や休暇取得を行うよう周知等を実施した。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・官房総務課の待機が必要となる局の絞り込みの判断材料を集
めるため、議員事務所からレク要求等があった場合、当該要
求の使用目的が委員会質疑用か否かを聞き取り、それらの材
料を基に、全ての通告が判明していない状態でも、可能な限
り幅広に待機解除を行うよう努めている。 

テレワークの推進 ○   ・テレワークの利用の一層の推進を図るため、テレワーク用に
貸し出しているパソコンの台数を増加した。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・テレワークや出張時に、職場の情報システムにリモートアク
セスできる環境を整備している。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・電子ファイルによる資料の共有化のため、フォルダ管理方法
やファイル名など、共有ドライブの統一的な整理について、
再周知した。 

その他   

育
児
・
介
護
等
と
両
立

男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年）、現状：4.2％（平成27年度）、目標設定時：2.4％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年度）、現状：25.9％（平成27年度）、目標設定時：17.9％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○     
・男性職員の育児休業取得率は目標が達成できておらず、ま
た、配偶者出産休暇・育児参加のための休暇取得について
合計５日以上取得できた男性職員は26％にとどまってい
る。 

・取得率向上のため、周知や意識啓発に取り組む必要があ

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    
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し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

 る。 
 育児シートの活用等による育児等

に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   平成27年度に導入した「すくすく育児帳」、「いきいき介護
帳」の周知により、職員の状況のきめ細やかな把握を実施し
た。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 

   

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：26.2％（平成28年４月１日）、目標設定時：26.6％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30％以上（毎年度）、現状：21.4％（平成28年４月１日）、目標設定時：26.2％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】26.3％、【総合職】21.3％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：1.8％以上（平成32年度末）、現状：1.2％（平成28年７月）、目標設定時：1.0％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：5.4％以上（平成32年度末）、現状：4.4％（平成28年７月）、目標設定時：4.0％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】     目標：15.0％以上（平成32年度末）、現状：12.5％（平成28年７月）、目標設定時：12.2％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○     
・女性の採用については、26.2％と目標の30%を下回ってい

る。また、女性の登用については、本省課室長相当職
1.2%、地方機関課長・本省課長補佐相当職4.4%、係長相当
職12.5％となっており、平成32年度までの目標はまだ達成
されていない。 

・今後も、目標の達成に向けて、女性向けの広報活動や計画
的な育成等を進めていく必要がある。 

女性職員の中途採用 ○    

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで女性職員を配置していなかったポストへ配置するな
ど、職域の拡大やキャリアアップに取り組んでいる。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・職員が結婚後同居を希望する場合は人事上の配慮をする旨の
通知を発出した。 

・女性職員を対象に意識調査を実施し、今後の施策に活かす予
定である。 

 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

  

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後 ○    
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のキャリア形成のための面談の実
施 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 

      

 

78



【府省等名：環境省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   ・事務次官メッセージを平成２８年６月に発信した。 
 

【総論】 
・審議官をチームリーダとする環境省ワークライフバランス
推進検討チームにおいて、緊急に取り組むべき働き方・休
み方を改革するための議論を行い、この議論を踏まえ、環
境省ワークライフバランス推進本部にて、「環境省職員の
働き方・休み方改革プログラム～スマートワークで充実ラ
イフ～」（以下「改革プログラム」という。）を決定し
た。平成28年8月から施行し、毎月のフォローアップを実
施中であり、昨年度に比べ、超過勤務状況の改善が見られ
る。また、内閣人事局の重点取組方針を受けて、「業務削
減・合理化の進め方（試行）について」を取りまとめ、職
員や地方事務所から広く具体的な提案等を求める取組を実
施。これらの提案を踏まえた取組方針を決定した。今後、
取組方針で定めた内容を実施していくとともに、新たな施
策展開に必要な既存業務をやめる新たな仕組みの導入に向
けて準備を進める。 

 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○    
・「環境省職員の働き方・休み方改革プログラム～スマートワ
ークで充実ライフ～」（以下「改革プログラム」という。）
により、管理職及び個々の職員が超過勤務の縮減と休暇の取
得についての具体の改善目標を設定し、実現状況を業績評価
することとした。管理職の能力評価においては「構想」にお
いて業務の見直し、「業務運営」において業務運営の効率
化、「組織統率・人材育成」において職員の業務負担の適正
化を評価することとした。 

 
・人事評価の実施に当たり、業務の整理・合理化の具体的な取
組を確実に広げるため、内閣人事局が取りまとめた管理職の
業績目標設定事例等について、各部局への周知を図った。 

 

【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 

 
・半期ごとに人事当局から人事評価の実施を職員へ依頼する
際にワークライフバランスを確保する見地から、各職員の
既存業務の廃止・合理化・効率化に係る取組を積極的かつ
適性に評価すること及び「改革プログラム」に基づき適切
に評価に反映することを要請する文書を添付することで、
職員の意識を啓発した。引き続き同様の取組を継続するこ
とで取組の趣旨の職員への浸透を図る。 

・長時間超過勤務が恒常化している職員について、引き続き
所属長が超過勤務縮減に向けた工夫を行うとともに、縮減
の成果を人事評価に適切に反映させる。 

 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○ ○   
・環境省ワークライフバランス推進検討チーム（課長級会合）
において、「業務削減・合理化の進め方（試行）について」
を取りまとめ、これに基づき、地方環境事務所を含め、職員
から広く業務削減・合理化にかかる具体的な提案を募集し
た。応募のあった提案については、職員ポータルサイトに掲
載して省内の情報共有を図るとともに、関係部局毎に整理
し、検討を依頼した上で、官房各課、各部局のヒアリングを

【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

 

・取組方針で定めた内容については、省として決定したもの

であり、それぞれの関係者がその実施に最大限努力するこ

ととする。各項目の実施状況については、継続的にモニタ

リングし、必要に応じて関係部局からヒアリングを行うな
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実施。ヒアリング時の意見交換に基づき、提案の趣旨や背景
を考慮して、有効と考えられる取組をなるべく幅広に取りま
とめ、取組方針（案）を整理し、各部局に提示した。調整の
上、環境省ワークライフバランス推進本部（局長級会合）に
て取組方針を決定した。 

どにより、その実施が確保されるよう、フォローアップを

行う。 

 
 
 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○   
・長時間労働の削減のため、「改革プログラム」を8月から施
行。やむを得ず管理職以上の職員が20時（水曜日及び金曜日
は19時）以降に在庁・休日出勤する場合及びその他の職員が
22時以降に在庁・休日出勤する場合には、その理由を上位の
管理職にメール等で事前又は事後報告することとし、日常的
な出退勤管理の徹底に取り組んでいる。 

 

【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
 
・「改革プログラム」を改定し、職員が定時後に超過勤務を
行う場合には事前に上位の管理職に報告することとし、平
成29年4月から実施することとする。 

 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○    
・秘書課及び人事担当者は、超過勤務が恒常的に見られる部署
における効率的な人事運用・職員配置に努めた。 

 
 

【業務配分の見直しや機動的人員配置による業務負荷集中の
回避】 

・業務効率化等を行った上でもなお超過勤務が恒常的に見ら
れる部署について、省内全体を見渡した効率的な人事運
用・職員配置に引き続き努めるとともに、機構定員要求へ
の反映を検討する。 

 

休暇の取得促進 ○    
・「改革プログラム」において、全職員の毎月１日以上の年次
休暇の取得及び休日勤務等の際の振替や代休の取得を原則と
し、休暇計画の作成活用の徹底及び組織的な休暇取得管理の
徹底に努めた。 

 

【休暇の取得促進】 
・「改革プログラム」を改定し、職員の年次休暇取得状況に
ついて、よりきめ細かなフォローアップを行い、年次休暇
の取得を促進する。 

 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○    
・質問レクや問合せが終わった後、あらかじめ局長と答弁ライ
ンを擦り合わせ、答弁作成に係るクリアプロセスを省略し
た。 

・答弁クリアは対面ではなく電子化し、原課職員が他の答弁作
成に時間を割けるようにする。 

・一部部局では、局内の課長補佐以下全職員が持ち回りで、定

時以降の局総務課の国会対応業務を代行。当番職員は作成さ

れたマニュアルに沿って答弁クリアの管理や支援、答弁確定

後の印刷作業や確認作業を実施し、ミスも削減。当番対応で

帰宅が遅くなった場合は、翌日の登庁に際し必ず遅出制度を

利用。当番制により退庁時間が平均数時間は早くなり、答弁

資料管理も適正化。 

 

【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 
・あらかじめ局長と答弁ラインを擦り合わせること及び答弁
クリアの電子化により、答弁作成を効率的に行うことがで
きるようになった。 

・国会対応方法を効率化することにより、対応の迅速化への
職員の意識が高まった。 

・一部部局での取組では局全体で取り組むことにより少しで
も迅速な対応をしようとする助け合い精神や連帯感が生ま
れ、平均退庁時間も早くなった。 

 
 

テレワークの推進 ○ ○   
・テレワークを実施する前日までに申請することにより、実施
可能。 

 

【テレワークの推進】 
・シンクライアント端末が導入され、テレワークを実施しや
すくなった機会を捉え、より多くの職員が柔軟にテレワー
クを利用できるようテレワークの内部規程を改正し、利用
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・平成28年度末にシンクライアント端末が導入され、職場で普
段使用している端末を自宅に持ち帰ることが可能。 

 

の推進を図る。 
 

リモートアクセス環境の整備 ○    
・省内のＬＡＮシステムに、インターネット回線を介して遠隔
地から安全にアクセスすることができる環境を整備。 

 

【リモートアクセス環境の整備】 
・シンクライアント端末を使用した安全かつ時間・場所を選
ばない業務遂行が可能になることから、これを機に省内に
おけるワークスタイル変革に向けた取組みの推進を図る。 

 

ペーパーレス化の推進 ○ ○   
・省内共有フォルダの階層分けルールの統一化を検討し、共有
フォルダの利便性を高め、ペーパーレス化の推進につなげ
る。 

 
・審議会の一部の会議で、傍聴者用資料を事前にホームページ
に掲載することにより、紙での配付をやめる取組を行った。 

 
・行政文書の適切な管理について周知を図るとともに、総括課
長会議等の場において、定期的に、各部局等の電子決裁実施
状況を表に示して報告を行い、電子決裁の利用を周知・徹底
し、電子決裁の利用を推進した。 

 
・平成28年度末に省内の主な会議室の無線LAN環境を整備。 
 
・一部部局において、地方支分部局を含む省内全職員が閲覧で
きる電子フォルダを作成し、部局横断的に頻繁に使用する機
密性の低い資料を保存し、省内職員が自由にアクセス・利用
できる環境を整えた。 

 

【ペーパーレス化の推進】 
・平成28年度末から平成29年度にかけて、省内の主な会議
室、幹部の個室の無線LAN環境を整備することで、省内の
会議・打合せの原則ペーパーレス化を進める。また、タブ
レットの導入により、審議会等の会議資料のペーパーレス
化を推進する予定。 

 
・行政文書の適切な管理及び電子決裁による手続の簡素化・
迅速化について周知し、職員の意識を啓発した。電子決裁
については、平成２７年度の省全体の電子決裁率は２６．
０８％であったが、平成２８年度の上半期の省全体の電子
決裁率は６０．８２％にまで上昇した。 

 
・一部部局での資料等の電子フォルダ上での共有化により、
紙での資料配付、担当への使用の個別確認、課室や個人単
位での資料保存が大幅に不要となり、省資源化、効率化が
図られた。また、他部局の政策の最新動向を容易に確認で
きるようになった。さらに、一つのフォルダを共有するこ
とで資料の正確な保存や活用が確保されるとともに部局内
の一体感が生まれた。 
平成29年度に、共有フォルダの階層構造を統一化し、省全
体の共有フォルダを設置するなど、業務効率化及び情報共
有化の向上を目的とした新たな共有フォルダ構成を整備す
る予定。 

 

その他  ・内閣人事局が実施したマネジメントフィードバック（いわゆ
る360°評価）の試行に参加した。 

 
・ワークライフバランス推進強化月間において、環境省独自の
ワークライフバランステストを全職員を対象に実施。 

 
・管理職職員を対象とした管理職級マネジメント研修を実施。 
 
 

【その他】 
・今後平成28年度中にマネジメントフィードバック（試行）
の分析結果を対象者（一部の課室長クラス）に個別に説明
し、管理職のマネジメント改革につなげるきっかけとす
る。また、今後の省内での取組につなげていく。 

 
・環境省における業務の現状把握等を実施した上で、環境省
の実態に則した業務改革（ワークスタイル変革）に資する
ＩＣＴソリューションの選定と併せて、ＩＣＴを活用した
新しい働き方の定着化に向けた提言を行う事を目的とした
実証事業を平成29年度に実施する予定である。 
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男性職員の育児休業取得率 目標：前年よりも増加させること（平成32年）、現状：9.4％（平成27年度）、目標設定時：16.7％（平成26年度） 
 
 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：23.9％（平成27年度）、目標設定時：13.9％（平成26年度） 
 
 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識 
啓発の実施 

○    
・管理職員を含む全職員への情報提供等を実施することで両立
支援制度に対する理解の醸成、両立支援制度を利用する職員
をサポートしやすい環境の整備を図った。 

【総論】 
・平成27年度の男性職員の育児休業取得率は、平成26年度に
比べ、低下しているが、男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率は10ポイント上昇しており、全体
として、男性職員の家庭生活参画が浸透してきていると考
える。引き続き、職員の意識啓発等の取組により、男性職
員の育児休業等の取得を促進する。 

 また、育児休業を取得している職員について、復帰前に、
当該職員と上司・人事担当者との間で育児休業復帰後のキ
ャリアプラン等の共有を図ることで、人事担当部局、所属
部局、本人との認識の齟齬をあらかじめ埋めることができ
た。引き続き育児休業取得職員と人事担当部局等の職員と
の定期的なコミュニケーションを実施する。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・両立支援制度に係る資料を職員共通掲示板に掲載し、積極的
な活用を促した。 

 
・昇任・昇格は能力・実績に基づき判断されるため、育児休業
や育児短時間勤務等の両立支援制度を利用したことのみによ
り昇任・昇格に不利益とならないようにするとともに、人事
面談等、機会を捉えて対象職員に周知した。 

 

【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 

・育児休業や育児短時間勤務等の両立支援制度を利用したこ
とのみにより昇任・昇格に不利益とならないことを対象職
員に周知することにより、両立支援制度に関する意識を一
層啓発する。 

 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○   ・定期的に育児シートについての周知を行い、随時シートの提
出を受け付けるとともに、職員から提出のあった育児シート
を所属長及び各職種の人事担当に共有した。 

 

【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のきめ
細やかな把握】 

・育児シートを適時に活用し、適宜面談を通じて把握する仕
組みを設けること等により、配属先の管理職員や人事担当
者がきめ細かく職員の状況を把握できるようになった。 

 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・職員の育児休業等からの円滑な復帰を図り、職員が育児等を
行いながら仕事で活躍できるようにするため、育児休業から
の復帰時期・復帰後の働き方等について意識の共有、及び育
児休業の取得中・復帰後等における、本人のキャリアプラン
に関する意向確認及び上司・人事担当者からのキャリアに関
する助言を目的とした面談等を実施した。 

 
 

【育児休業取得職員と人事担当部局等の職員との定期的なコ
ミュニケーション】 

・育児休業を取得している職員について、当該職員と上司・
人事担当者との間で育児休業復帰後のキャリアプラン等の
共有が図られた。引き続き育児休業取得職員と人事担当部
局等の職員との定期的なコミュニケーションを実施する。 

 
・産前・産後休暇、育児短時間勤務、育児時間等の取得予定
について、時間的に余裕をもって内容を把握でき、人事担
当部局、所属部局、本人との認識の齟齬をあらかじめ埋め
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ることができた。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・規模が小さいため独自のセミナー実施は難しく、内閣人事
局主催のセミナーに参加することが有効と考える。 

(派) 
○ 

  内閣人事局が主催する仕事と育児の両立セミナーに職員を派遣
した。 

 

その他  ・一定期間以上育児休業を取得する職員の代替要員には、任期
付職員の採用制度等も活用しつつ、可能な限り常勤職員を配
置することとし、代替要員の配置に当たって省内全体を見渡
した効率的な人事運用の実施、一定の産前・産後休暇や育児
休業の取得者数が生じることを踏まえた採用方針の策定等、
代替要員の確保に向けた人事運用面の対応を行った。 

 
・産前・産後休暇、育児短時間勤務、育児時間等の取得実態に
応じて措置された別枠定員を積極的に活用した 

 
・一定の要件を満たす非常勤職員についても、育児休業、育児
時間、介護休暇等の両立支援制度を利用できることにつき周
知を図った。 

 
・転勤に当たっては、本人の意向を把握し、職員の育児、介護
等の事情に配慮するよう留意した。 

 
・転勤先の保育所の確保が必要な場合等においては、可能な限
り早期に内々示を行う等の配慮を引き続き行った。 

【その他】 
・育児休業職員の代替要員として、任期付職員の採用制度等
も活用しつつ、可能な限り常勤職員を配置した。 

・一定の産前・産後休暇や育児休業の取得者数が生じること
を踏まえた採用方針の策定等、代替要員の確保に向けた人
事運用面の対応を行い、人事管理の安定化を図った。この
取組について引き続き実施する。 

・産前・産後休暇、育児短時間勤務、育児時間等の取得実態
に応じて措置された定員を引き続き積極的に活用する。 

 
・在職期間が１年以上であるなど一定の要件を満たす非常勤
職員に対して、育児休業、育児時間、介護休暇等の両立支
援制度の利用に関する意識を啓発した。引き続き制度を周
知する。 

 
・転勤に当たっては、本人の意向を把握し、職員の育児、介
護等の事情に引き続き配慮する。 
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女性の採用目標 【全体】 目標：35％以上（毎年度）、現状：43.4％（平成28年４月１日）、目標設定時：42％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：35％以上（毎年度）、現状：45.5％（平成28年４月１日）、目標設定時：45.7％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】42.5％、【総合職】41.2％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】目標：７％（平成32年度末）、現状：7.8％（平成28年７月）、目標設定時：5.2％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：12％（平成32年度末）現状：8.9％（平成28年７月）、目標設定時：9.0％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】目標：30％（平成32年度末）、現状：21.0％（平成28年７月）、目標設定時：25.8％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    
・国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向け、説
明会等の広報活動を行った。SNS及び民間の媒体を活用した
情報発信を強化するとともにパンフレット等の広報資料の充
実を図り、説明会で女性職員の活躍に関する積極的な情報提
供を行った。また、地方環境事務所等の地方の出先機関も活
用しつつ、首都圏・各地域向けなどきめ細やかな活動を実施
した。 

【総論】 
・平成28年度の新規採用職員の女性の割合について、全体、
総合職とも目標を超えた平成27年度とほぼ横ばいであり、 
今後も業務説明会等の機会を捉え、出産・子育て期の配慮
や女性職員の職域の拡大等、環境省での取組をＰＲしてい
く。 

・平成28年7月現在の女性の登用割合について、平成27年度
に比べ、本省課室長相当職は2.2ポイントの増加となり、
平成32年度末の目標を達成した。地方機関課長・本省課長
補佐相当職はほぼ横ばい、係長相当職（本省）は1.9ポイ
ントの減少であった。今後も意欲と能力のある女性職員の
登用促進に向け、人事評価制度の活用等による能力・実績
主義に基づく適材適所の人事配置の徹底など、人材の育
成・登用を引き続き図る。 
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【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動】 

・公務に期待される能力を有する多くの優秀な女性を幅広く
採用できるよう、国家公務員採用試験の女性申込者・合格
者の拡大に向け、関係府省と共に広報活動等において有機
的に一層連携・協力する。広報活動等については、多様な
媒体を活用した情報発信の強化や広報資料の充実を図ると
ともに、ターゲット分類ごとにきめ細かく効果的に訴求す
るよう、地方環境事務所等の地方の出先機関も活用しつ
つ、首都圏・各地域向けなどきめ細やかな活動を引き続き
実施する。 

 

女性職員の中途採用 ○   ・任期付職員採用等を積極的に活用し、女性を含む外部人材の
採用・登用を行った。 

 

 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・特定の業務に女性職員が多く配置されている、男性職員のみ
が配置されてきた業務があるなど、職域が固定していないか
確認し、固定化の解消に努めた。 

・内閣人事局が主催する中堅女性職員キャリアセミナーに職員
を派遣するなど、女性職員のキャリア形成支援を積極的に行
った。 

 

【女性職員の職域の拡大、職域の固定化の解消】 
・平成２８年度において、初めて女性を起用した室長級ポス
トが増加した。 

 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・一部の職員について、出産、子育て期を超えてから管理職へ
の登用が実現した。 

 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○     

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○    
・管理職への登用に当たり、転勤等が必要な勤務経験が事実上
の要件とならないよう、秘書課・人事担当者の認識を共有し
た。 

 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
 

 ○  
 

・規模が小さいため独自の啓発活動の実施は難しく、内閣人
事局主催の啓発活動等に参加することが有効と考える。 

・発信については、事務次官等から折に触れ管理職員に対し
て啓発を行っている。 

(派) 
○ 

    

(発) 
○ 

    

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
 

 
 

 
○ 

 ・規模が小さいため独自の研修実施は難しく、内閣人事局主
催の研修に参加することが有効と考える。 

(派) 
○ 

   
 
・若手女性職員を能力向上のための研修に積極的に参加させ

【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 

・若手女性職員の能力向上のための研修に積極的に参加させ
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た。 
 

ること等を通じて、若手女性職員の意欲の向上を図った。
研修に参加した職員からは、大変有意義であったとの声が
寄せられた。 

・女性職員の研修等を通じたキャリア形成支援を引き続き積
極的に行う。 

 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    
 
・人事担当者又は上司等による面談を行い、今後のキャリア形
成に関する不安や悩みを聞き取り、必要に応じて助言等を行
った。 

 

【人事担当部局又は上司による今後のキャリア形成のための
面談の実施】 

・人事担当者又は上司等による面談により、女性職員からは
前向きな言葉や態度が見られた。また、人事担当者や上司
等が女性職員の現状を把握、理解することで円滑な組織運
営や人事管理に活用することができた。今後も引き続きき
め細かい対応を行っていく。 

 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・メンタープログラム実施要綱に基づき、メンター・メンティ
ーのマッチング、すべてのメンター・メンティを対象とした
懇親会の開催、意識や業務能力向上のための勉強会等を開催
した。特に女性のメンティに対し、同性のメンターをマッチ
ングする等の工夫を行った。 

 
・女性職員に適切な相談の機会が確保されるよう、女性職員の
自発的なネットワークの形成活動を一層促進し、女性職員ネ
ットワークと人事担当者等との定期的な懇談の機会を設け
た。 

 

【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 

・メンター・メンティをマッチングすることでお互いの関わ
りがより深くなり、特に女性のメンティに対し、同性のメ
ンターをマッチングすることで、メンティが一層相談しや
すい環境を作ることができた。 

・女性職員ネットワークと人事担当者等との定期的な懇談を
通じて女性職員が気軽に相談できる雰囲気が醸成された。
当該ネットワークについて、引き続き活動を支援し、定期
的な懇談を実施する。 

 

(派) 
○ 

    

その他    

そ
の
他 

新たな推進体制の整備 ○   課長級を構成員とする環境省ワークライフバランス推進検討チ
ームについて、平成28年6月、審議官がチームリーダとなり、
新たな推進体制が整備された。当該審議官のもと、働き方改革
推進作業チームを置いて、働き方改革の取組を推進中。 
 
 

局長級を構成員とする環境省ワークライフバランス推進本
部、課長級を構成員とするワークライフバランス推進検討チ
ーム、課長補佐級以下を構成員とする働き方改革推進作業チ
ームとが連携しており、引き続き省内のワークライフバラン
スの取組を推進する。 
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【府省等名：原子力規制庁】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○   （記載なし） 【総論】 
・ワークライフバランスに関するアンケートを実施し、
「現在の労働時間（直近3ヶ月）の満足度」又は「職場は
定時で帰りやすい雰囲気か」との問に対し、「満足、ま
あ満足」又は「そう思う、まあそう思う」との回答がそ
れぞれ70%であった。今後も働き方改革への取組を活用し
てさらに啓発に努める。 

・業務効率化への取組も着実に進みつつあり、自発的な取
り組みも徐々に増えている。また職場環境の改善につい
ては、庁舎のレイアウト変更の機会をとらえてさらに進
めていく。 

 
【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論･策
定】 
・内部監査や、マネジメントシステムの改善ロードマップ
に基づく業務効率の阻害要因の点検等を実施する。 

・規程やマニュアル類は、新設や改正の都度、随時更新す
る。 

・今後設置予定の多目的スペースは、職員の意見を聞き取
り、利便性の高いものにする。また、今後の庁舎移転に
向け、良好な職場環境例を参考にしたレイアウトの検討
を開始する。 

・新たに管理職向けのリーダーシップ研修を企画・実施す
る。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・平成29年4月から超過勤務の事前確認を全庁的に実施す
る。 

 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取
組】 
・効率化を進めた結果、答弁作成作業等の時間は大幅に短
縮され、最も対応が集中する委員会においても終電まで
にすべての対応を終了することが可能となった。 

・庁内の待機体制の見直しにより、待機時間は大幅に縮小
され、待機解除となる時間も相当程度早くなった。 

 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・平成27年度より人事評価項目に「ワークライフバランス
（ＷＬＢ）への取組」を設定し、管理職には「ＷＬＢの推
進」として、課室内の推進を目標として設定させた。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○ ○  ・内部監査における業務効率化に向けた取組みの確認や、職
員提案等を踏まえた業務改善のための取組みとして、事務規
程類を整備しポータルサイト等での共有化、国際案件の情報
共有等の枠組み作り、貸与防災服の一元管理等を実施した。 
・マネジメントシステムの改善ロードマップを決定した。 
・職場環境の改善策として、原子力安全人材育成センターと
の庁舎一元化及び固定電話のＰＨＳへの置き換え等を行っ
た。 
・法律案及び政令の作成に当たり、業務プロセスの標準化を
進めるとともに「法制執務支援システム（e-LAWS）」への法
令等の登録を進めた。 
・業務の遂行に必要な情報・知識を特定し、収集、整理及び
利用するための取組み（知識管理）を進めた。 
・事務マネジメントに係る科目を取り入れた階層別研修を実
施した。また、効率的な業務運営に資するものとしてプレゼ
ンテーション技法研修、コミュニケーション基礎研修等を実
施した。 
 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・所属長による超過勤務の事前確認を平成28年10月から人事
課において試行的に実施した。 
 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・業務負荷の状況に応じ、併任等の活用を含めて適切な人員
配置を実施した。また、平成28年度より職員の主要業務量の
把握を開始した。 
 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・国会関係業務の効率化のため、国会専用ポータルをイント
ラ上に開設し、情報共有の効率化及び進捗状況の可視化を行
った。 
・国会答弁作成に係る待機体制を見直し、待機要件を詳細・
明確化するとともに、状況に応じた適切な待機ステータスの
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導入を行った。 
・平成28年6月に国会関係業務に係るアンケート調査を実施
し、国会専用ポータルの有効性確認や待機条件の適正化に反
映した。 
 

 
【テレワークの推進】 
・試行の結果を踏まえ、平成29年度中にテレワークを本格
導入する予定。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・会議におけるタブレット端末の利用について、試行を踏
まえて今後の本格導入について平成29年度に検討する。 

テレワークの推進 ○ ○  ・平成29年1月の行政LANシステムの更新に合わせ、管理職を
含む職員を対象にテレワークの試行を実施した。 
 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・平成29年1月の行政LANシステムの更新に合わせ、出張用モ
バイル端末から、職場メールだけでなくイントラや共有フォ
ルダ、政府共通システムへのアクセスを可能とした。また、
公用携帯電話、私物携帯電話による職場メールの閲覧は継続
して可能とした。 
 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・電子決裁化を推進し、フォローアップを行った。また電子
決裁に関するe-ラーニングを実施した。 
・審査会合においてタブレット端末を利用する試行を実施し
た。 
 

その他  ・原子力規制委員会では、毎週水曜の「全省庁一斉定時退庁
日」に加え、毎週金曜を「原子力規制委員会におけるリフレ
ッシュ定時退庁日」に設定。 
 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率  目標：13％（平成32年）、現状：15.4％（平成27年度）、目標設定時：8.7％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

 目標：両休暇合計５日以上取得100％ 現状：53.6％（平成27年度）、目標設定時：26.1％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○    【総論】 
・ＷＬＢに関するアンケートを実施し、「育児・介護の支
援制度の利用に理解が得やすい職場か」との問に対し、
「そう思う、まあそう思う」との回答が66%であった。男
性職員の育児休業や出産関連休暇についても浸透が進ん
でいる。今後もeラーニング等を活用し、様々な働き方へ
の意識改革を図っていく。 

 
【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のき
め細やかな把握】 
・介護制度を活用する職員向けに、支援策や共済手続き等
をまとめた情報を平成29年度中に周知する。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・原子力規制委員会が独自で行うセミナーのニーズや期待
する内容について、育児休業取得職員への調査を実施
し、平成29年度中に検討する。 

 
 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・全職員がＷＬＢに関するeラーニング研修を毎年受講し、
制度の周知と意識啓発を図った。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○ ○  ・育児シートを導入し、子どもが生まれる職員向けに両立支
援策、共済手続き等をまとめた情報を周知した。 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

 ○   

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独)  〇  

(派) 
〇 

   

その他   
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女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 任用班 【全体】 目標：30.0％（毎年度）、現状：33.3％（平成28年４月１日）、目標設定時：17.6％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30.0％（毎年度）、現状：66.7％（平成28年４月１日）、目標設定時：50.0％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】18.2％、【総合職】25％（早期入庁者を含む割合【全体】15.4％、【総合職】25％） 

女性の登用目標 任用班 【本省課室長相当職】       目標：1人（平成32年度末）、現状：0人（平成28年７月）、目標設定時：1人（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：35人程度（平成32年度末）、現状：32人（平成28年７月）、目標設定時：30人（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：45人程度（平成32年度末）、現状：52人（平成28年７月）、目標設定時：40人（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    【総論】 
・組織の設立から日が浅く、性別による職域の固定等は存
在していない。他方、設立当初の職員構成上、女性職員
（特に管理職、補佐級）への登用が困難な状況が継続し
ている。 

・その中でも、適切な評価に基づく昇格や中途採用等によ
り、補佐級・係長級の増員を得た。職務機会の付与につ
いては個々の状況等を踏まえた細やかな対応を行いつ
つ、今後も引き続き研修等への参加を促すなど、女性職
員の育成に取組む。 

・新規採用については、説明会への女性参加者は増加した
ものの、採用につながらなかった。業務説明などにおい
て、活躍できるイメージや女性の働きやすい職場である
ことをアピールしていく。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動
の実施】 

・平成29年度下期に、新たに妊娠出産育児又は介護に関す
るハラスメント防止研修（e-ラーニング）を実施予定で
あり、育児休業、女性活躍等について、職員に向け更な
る意識啓発を行う。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向
上研修の実施】 

・今後、独自の研修の実施について検討予定。 
 
【取組状況 その他への記載】 
・性別による配置を拒む職域や、固定化している職域はな
い。 

・職員構成の特殊性から、プロパーでは近々に管理職候補
となる対象者がいないが、これらの候補を育てるべく、
研修の受講等を促していく。 

・地方支分部局がなく、転勤の機会は極めて少ない。 

女性職員の中途採用 ○    

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

  ○  

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○   ・任用担当管理職が子育て中の職員と相談を重ねて調整を行
い、在外公館への派遣が実現した。 
 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

  ○  

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

  ○  

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

 
○ 

 ・ＷＬＢに関する研修（e-ラーニング）において、女性の仕
事と育児の両立に必要な支援等について紹介した。 
 

(派) 
○ 

   

(発) 
○ 

   

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独)  〇  

(派) 
○ 

  ・本府省女性職員キャリアアップ研修、若手職員キャリアア
ップ研修を受講した。 
 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   ・国際派遣等に係る面談を実施した。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 

（例）新たな推進体制の整備      
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【府省等名：防衛省】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○ ○  ・事務次官等や各幕僚長等の高級幹部等に対して、意識啓発セ
ミナーを実施。 

・ワークライフバランス推進強化月間における機関のトップか
らのメッセージの発出 

・防衛省働き方改革推進キャンペーンにおける事務次官自らの
庁内放送の実施 

・平成２８年９月に実施した防衛省・自衛隊高級幹部会同にお
いて総理大臣、大臣、事務次官から女性活躍・ワークライフ
バランスに関するメッセージを発信。 

・部下を持つ上司を対象とした業務マニュアル「上司の仕事
術」の作成・周知 

・副大臣による育ボス宣言の実施 

【総論】 
・働き方改革の必要性については徐々に浸透してきている
が、更に具体的な行動につなげていくため、幹部等への意
識啓発をはじめ、継続的かつ徹底した取組を今後も実施予
定。 

 
【価値観・意識の改革についての明確なメッセージの継続的
発出】 

・事務次官等や各幕僚長等の高級幹部等に対する意識啓発セ
ミナーを次年度以降、対象者を増やして実施する予定。 

 
 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・現在、本省の内部部局において試行中であり、平成29年3
月から本省の内部部局において本格運用開始。今後全省的
に実施する方向で検討中。 

 
【テレワークの推進】 
・現在、本省の内部部局において試行中であり、今後全省的
に実施の方向で検討中。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・業務効率化の施策とともに、ペーパーレス化の推進に係る
方策についても検討中。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・平成28年10月に防衛省においても人事評価制度を導入。管理
職相当職以上の職員については、業績評価の目標にワークラ
イフバランスに資する共通目標を設定。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・テレワーク等を活用した国会・報道対応業務等の効率化や職
員の負担軽減を実施。 

・本省内部部局において関係部署の課長級をメンバーとするタ
スクフォースの立ち上げ。 

・勤務環境を分析するため、内部部局等において働き方改革に
係るアンケート調査を実施 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○ ○  ・本省内部部局において、試行として、超過勤務の必要性の事
前確認を実施。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・防衛省働き方改革推進キャンペーン（業務見直しキャンペー
ン）を平成29年２、３月に実施。職員による庁内放送や標語
の募集、掲示を行った。 

休暇の取得促進 ○   ・防衛省働き方改革推進キャンペーン（休暇取得促進キャンペ
ーン）を平成28年12月、平成29年１月に実施。職員による庁
内放送や標語の募集、掲示を行った。 

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・当番制等の積極的な推進やテレワーク等を活用した国会・報
道対応業務等の効率化や職員の負担軽減を実施。 

テレワークの推進 ○ ○  ・現在、本省内部部局において試行中であり、テレワーク実施
のための留意事項（局長通知）を発出し、平成29年3月から
本省の内部部局において本格運用開始。 

リモートアクセス環境の整備 ○   ・テレワーク端末を台数増、機能充実化。 

ペーパーレス化の推進  ○   

その他  ・省内の働き方改革推進のための取組コンテスト・表彰を実施 
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・キャラクターを使用したワークライフバランスに関する周知
活動を実施 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年度）、現状：1.1％（平成27年度）、目標設定時：0.5％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇取得100％（平成32年度）、現状：16.2％（平成27年度）、目標設定時：17.6％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○ ○  ・事務次官や各幕僚長等の高級幹部等に対して、意識啓発セミ
ナーを実施。 

・地方機関における部外講師によるセミナー、各種集合教育、
出張などの機会を活用した意識啓発の実施。 

【総論】 
・防衛省における男性職員の育児休業取得率については、倍
増したものの１％程度にとどまっていることから、取得率
の向上に向けて、幹部職員に対する管理職員向けのセミナ
ーの開催等の積極的な参加を一層促進していく。 

 
【男性職員の家庭生活参画促進に向けた管理職員等向けの意
識啓発の実施】 

・事務次官等や各幕僚長等の高級幹部等に対する意識啓発セ
ミナーを次年度以降、対象者を増やして実施する予定。 

・部外講師による高級幹部等に対する意識啓発セミナーを開
催し、管理職員の意識啓発を一層進めていく。 

 
【育児シートの活用等による育児等に係る職員の状況のきめ
細やかな把握】 

・育児を行う職員が希望する制度を請求しやすい環境整備に
資するように運用開始の方向で検討中。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 

・育児休業等の取得促進のためには、周囲の理解や休暇を取
りやすい雰囲気づくりが重要であり、特に、管理職員の意
識啓発が必要であることから、集合教育、セミナー等の機
会を活用し、意識啓発を推進していく。 

・また、継続的に両立支援ハンドブックなどを省内配布する
ことで、制度等の浸透を図る。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○   ・両立支援ハンドブックを改訂。内容の充実化を図る。 
・両立支援ハンドブックの配布、ポスター作成・配布、イクメ
ンパスポートの配布拡大。ポスターについては、組織ごとに
デザインの異なるポスターを作成し、「男の産休」の取得促
進を勧奨。 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

 ○   

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○   ・定期的なメルマガの配信により、育児休業取得職員と職場と
のコミュニケーションを維持。 

・本省内部部局においては、育児休業取得職員及び復帰後の職
員へのヒアリングを実施。 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
○ 

  
 

 

(派) 
○ 

   

その他  ・平成28年度、庁内託児施設（入間基地）を開園（既存施設：
６か所） 

・平成29年度市ヶ谷地区、防衛医科大学校に庁内託児所を開所
予定 

・緊急登庁支援施策の充実化を図る。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：女性事務官等30％以上（毎年度）（女性自衛官等10％以上）、現状：28.7％（平成28年４月１日）、 
目標設定時：21.7％（平成27年４月１日） 

※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】33.0％、【総合職】24.2％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：２％程度（平成32年度末）、現状：1.2％（平成28年７月）、目標設定時：1.0％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：５％程度（平成32年度末）、現状：3.9％（平成28年７月）、目標設定時：3.5％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】       目標：20％程度（平成32年度末）、現状：22.5％（平成28年７月）、目標設定時：14.5％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   【事務官等】 
・事務説明会等に女性職員コーナーを設置（業務説明（体験談
等を含む） 

・内閣人事局が主催する「女子学生霞ヶ関インターンシップ」
に参加し、講演会及び座談会を実施。 

・人事院主催の「女性のための霞ヶ関特別講演会」に講師とし
て女性職員を派遣すると共に、同院主催の「女性のための公

【総論】 
・取組の結果女性の採用、登用に係る数値は向上しており、
今後とも目標達成に向けて計画的に進めて行く必要があ
る。 

・自衛官においては、目標達成に向けて、女性隊員用の施設
の整備を行っていく必要がある。 

・女性の登用拡大に際しては、部隊指揮官等の幹部の意識改
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務研究セミナー」において説明会を実施。 
 
【自衛官】 
・全国各地都道府県に所在する地方協力本部を通じた募集広報
を積極的に実施。 

・男女共同参画・ワークライフバランス推進関連ページをＨＰ
上に新設、部隊等への施策・制度普及のための巡回説明等、
各自衛隊においても、女性活躍・ワークライフバランス推進
に関する広報を積極的に実施。 

・航空自衛隊において女性自衛官活躍紹介パンフレット「空
女」を作成・配布。 

 

革が必要であり、今後も継続的かつ徹底した幹部への意識
啓発活動を行っていく。 

 
【女性の中途採用】 
・育児休業代替要員制度の運用上の課題を分析し、円滑な運
用を図る。 

 
【女性職員の職域拡大】 
・女性自衛官が制限されている配置について見直しの検討を
行う。 

女性職員の中途採用 ○ ○  【自衛官】 
・陸、海、空３自衛隊全てにおいて、育児休業代替要員登録制
度を実施。 

・元自衛官の再任用に関する訓令について、育児等で退職した
元自衛官が当該事由の解消等により再任用を希望できる年齢
を配慮した採用上限年齢に整備。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・女性自衛官と在日米軍の女性軍人が参加するフォーラムを初
開催し、キャリアパスや女性の職域拡大、登用拡大について
意見交換。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   【事務官等】 
・子どもの養育等の家庭の事情等から広域異動ができない者に
ついては、努めて地域内における部局間異動を行うことによ
り能力の向上と組織の活性化を図るよう配慮。 

・職員が作成し人事担当部局へ提出する「意向カード」等によ
り、職員の子育て等に伴う異動、配置替え、研修の受講等に
関する希望の把握に努めた。 

・職員ごとの能力・知識・経験等、組織要求や本人の意向など
を総合的に勘案したうえで、人事管理や配慮を行うことに努
めている。 

・産前休暇前の自衛隊員に対し、転勤に係るロールモデルの紹
介等を行う研修を実施。 

・転勤を伴う広域の異動対象者には、通常の内示よりも早めて
本人限りで実施。 

【自衛官】 
・できる限り近傍に配置する等、家庭事情を配慮。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・高級幹部向けの意識啓発セミナーを実施 

(派) 
○ 

  ・職員を内閣人事局が実施する「中堅女性職員キャリアセミナ
ー」に受講させる。 
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(発) 
○ 

  ・平成２８年９月に実施した防衛省・自衛隊高級幹部会同にお
いて総理大臣、大臣、事務次官から女性活躍・ワークライフ
バランスに関するメッセージを発信。 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 【自衛官】 
・各種研修の機会にキャリアパスモデルを提示し、人生設計の
作成機会を入隊後の早期に付与し女性職員自身の意識を改革 

 

(派) 
○ 

  ・職員を内閣人事局主催の「若手女性職員キャリア形成支援セ
ミナー」に派遣した。 

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○   【自衛官】 
・ライフイベントとキャリア形成の両立を支援するために、女
性隊員から長期（今後１０年程度）のライフイベントとキャリ
アパスを記載するキャリア・ライフプランを示させ、直属の上
司（人事担当者）と面談を実施。 

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

  ・防衛省において独自にメンター養成のための研修会を実施。 
・メンター制度や既存の相談体制を活用した相談体制を整備 
・陸上自衛隊においては駐屯地レベルでの女性ネットワークの
構築 

・航空自衛隊において独自にメンター養成のための訓練を実
施。また、メンター制度の試行を開始 

(派) 
○ 

  ・人事院主催の「メンター養成研修」に職員を派遣 

その他   

そ
の
他 
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【府省等名：人事院】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    【総論】 
・超過勤務の必要性の事前確認の徹底、国会対応態勢の見直
しや答弁作成作業の効率化等の取組をはじめとする働き方
改革を一層進めた結果、平成28年度（第３四半期終了時）
の超過勤務時間数は、15.9時間（平成27年度（同終了時）
21.6時間）となった。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に資す
る取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 
・業務効率化の観点からの目標設定、当該目標に対する適切
な評価について、一定の効果が現れているものの、一層の
取組が必要。引き続き、適正な評価の実施について周知徹
底を進める。 

 
【休暇の取得促進】 
・休暇の取得促進に積極的に取り組んだ結果、平成28年の年
次休暇取得日数は、14.8日（平成27年14.0日）となった。
また、平成28年の夏季休暇と合わせた１週間以上の連続休
暇の取得者数は285人（同250人）となった。 

 
【リモートアクセス環境の整備】 
・政府共通PFリモートアクセス環境を利用し、平成30年10月
の本府省LANシステム更改時期に整備する予定。 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・定期評価において、特に幹部職員等については、時代に即し
た合理的かつ効率的な行政の実現に資する目標設定に留意す
ること、また、幹部職員等の評価に当たっては、当該目標達
成のためにとられた行動等を適切に評価に反映させることを
周知。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○   ・若手職員を対象とした業務改善のためのアンケート実施や
その結果を踏まえた中堅職員による業務改革推進検討会議
を実施。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・平成28年９月26日付けで通知を発出し、管理職員に対し、超
過勤務の必要性の事前確認の徹底を指示し、10月から全部局
において実施。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・各局筆頭課長からのヒアリングを通じて業務負担が著しく増
加することが想定される担当課に併任等により人員増を図
り、職員一人ひとりに掛かる負担の軽減を図った。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・平成28年10月以降、質問の入る可能性の低い局を常時登録解
除、18:30以降の質問主意書対応を総務課に一元化等、待機
体制の見直しを実施。 

テレワークの推進 ○   ・職員の負担感を軽減させるためにテレワーク用貸与端末とし
て軽量パソコンを15台整備。 

・平成28年11月に本院職員にテレワーク周知資料をメール送付
し、手続等の案内を行うとともに、テレワーク対象となる職
員に対し、直属の管理職員からテレワークの実施を呼び掛け
る取組を実施。 

・テレワークの推進のため、テレワーク実施日に育児のために
必要な時間を確保できるよう、実情に応じて休憩時間を置く
ことができるよう規程を整備。 

リモートアクセス環境の整備  ○  ・テレワーク実施時において閲覧等を可能とする電子情報の範
囲について、院内各局等と調整中。また、平成30年度予算要
求に向け要求内容等について検討。 

ペーパーレス化の推進 ○   ・院内職員研修をペーパーレスにて実施。 

その他   

育
児
・
介

男性職員の育児休業取得率 目標：13.0％（平成32年）、現状：35.7％（平成27年度）、目標設定時：35.0％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％、現状：64.3％（平成27年度）、目標設定時：15.0％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向 ○    【総論】 
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護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革 

けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

 ・男性職員の育児休業等は、上司・同僚の理解・協力だけで
なく、業務の繁閑を見極めるなどの職員自らによる取得に
向けた努力が取得率向上に繋がっている。 

 
【男性職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のため
の休暇の取得促進】 

・取得促進に積極的に取り組んだ結果、平成27年度において
配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の両休暇を合計
５日以上取得した職員は、64.3％（26年度15.0％）となっ
た。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・育児休業取得職員を対象としたセミナーについては、対象
者を内閣人事局主催のセミナーに派遣することで対応して
いる。 

・平成28年度においては、内閣人事局主催「女性セミナー」
へは育児休業復帰後職員２名と育児休業中職員３名、「仕
事と育児の両立セミナー」へは育児休業中職員１名、「中
堅女性職員キャリアセミナー」へは地方事務局係長級職員
１名を派遣しており、引き続き、対象者へ開催を案内し、
受講機会を付与する。 

 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    
 

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    
 

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    
 

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 

(派) 
○ 

   

その他   

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：42.3％（平成28年４月１日）、目標設定時：35.3％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：30％以上（毎年度）、現状：37.5％（平成28年４月１日）、目標設定時：33.3％（平成27年４月１日） 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】40％、【総合職】25％（平成28年度における採用試験実施後、平成29年３月31日までに採用した者を
含めると【全体】50％、【総合職】50％） 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】       目標：14％以上（平成32年度末）、現状：13.3％（平成28年７月）、目標設定時：10.8％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：24％以上（平成32年度末）、現状：19.8％（平成28年７月）、目標設定時：22.0％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：38％以上（平成32年度末）、現状：37.5％（平成28年７月）、目標設定時：37.6％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○    
 

【総論】 
・取組の結果、採用目標は達成できているものの、登用目標
は目標達成に向けて人員配置や研修等を通じて引き続き計
画的に実施していく必要がある。 

 
【女性職員の中途採用】 
・定員事情が逼迫しており、中途採用を実施していない。 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 
・平成28年度においては、内閣人事局主催「女性活躍・WLB
マネジメントセミナー」へは本府省対象セミナーに本院課室
長級職員７名、地方支分部局対象セミナーに各地方事務局
（所）総務課長５名を派遣、人事院主催「女性職員登用推進
セミナー」へは本院の局の筆頭課長１名を派遣しており、引
き続き、内閣人事局及び人事院の実施するセミナー等に積極

女性職員の中途採用   ○  
 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで男性職員のみが配置されてきた給与局内の係長級ポ
ストに初めて女性係長級職員を配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    
 

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    
 

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

○   ・地方事務局勤務の機会を結婚や育児等に支障がない若手係員
に与え、幅広い勤務経験を付与。 

・転勤候補者への説明及び意向聴取を丁寧に行い、職員個人の
ライフイベントに配慮して転勤予定者を決定。 
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女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・課長級以上の管理職員を対象に、「ワークライフバランス推
進講座」を開催し、女性活躍・ワークライフバランス推進の
ために管理職に求められる役割・行動等に関する講義及びケ
ーススタディーを実施。 

的に職員を派遣する。 
 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 
・平成28年に初めて実施した「ワークライフバランス推進講
座」に課長級以上の管理職員42名が参加。外部講師による
講義等を通じて管理職員自らが価値観・意識を改革するこ
との必要性を啓発。 

 
【若手女性職員のキャリアイメージ形成支援による意欲向上
研修の実施】 
・平成28年度の「女性職員キャリアモチベーション研修」に
は対象者27名が参加。アンケートでは、「有意義であっ
た」との感想が多く、好評を得た。来年度も引き続き「女
性職員キャリアモチベーション研修」を実施。 

・平成28年度においては、内閣人事局主催「若手女性職員キ
ャリアセミナー」へは本院係員級職員４名、人事院主催
「本府省女性職員キャリアアップ研修」へは本院係長級職
員１名を派遣。引き続き、積極的に対象職員を研修に派遣
する。 

 
【メンター制度の実施等、女性職員が相談できる体制づく
り】 
・引き続き、職員全体に対する制度の周知を行うとともに、
育児休業から復帰した職員に対して、個別に案内する。 

・人事院主催「メンター養成研修」へは、従来から男女を問
わず若手職員を派遣しているところであるが、今年度にお
いては、男性職員11名、女性職員２名を派遣。引き続き、
積極的に対象職員を研修に派遣する。 

(派) 
○ 

   
 

(発) 
○ 

   
 

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

 ・対象者を本院勤務の係員級の女性職員に変更し、先輩職員の
講話を中心とした「女性職員キャリアモチベーション研修」
を実施。 

(派) 
○ 

   

人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○    

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 

次世代育成支援対策に関するプロ
グラム（子どもと触れ合う機会の
充実） 

○   ・地方事務局において、職員の子どもを含めた家族を対象とし
た「職場見学会」を実施。 
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【府省等名：会計検査院】 
 

平成28年度 女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取組計画等のフォローアップ 
 

 取組状況 主な具体的取組内容 
（新規、拡充又は特に注力したこと） 

取組による成果・課題、 
今後の取組内容・実施予定時期等 実施 今後実施 その他 

働
き
方
改
革 

価値観・意識の改革についての明
確なメッセージの継続的発出 

○    【総論】 
・超過勤務の縮減を中心に働き方改革に係る取組を進めてい
る。26年から28年までの職員1人当たりの超過勤務時間
は、1月当たり25時間前後で推移している。 

・28年度は、超過勤務の縮減に向けた新たな取組を試行し
た。29年度は、試行結果を分析し、超過勤務の縮減に効果
のある方策の導入に取り組みたい。 

・併せて、院外から院内環境へのリモートアクセスを拡大す
るとともに、決裁業務及び検査業務の電子化によるペーパ
ーレス化を推進し、テレワーク等の多様な働き方ができる
よう取り組みたい。 

 
【ワークライフバランスに資する効率的な業務運営等に向け
た取組を適切に人事評価へ反映させるための取組】 

・29年度も人事評価の評価者向けの説明会における周知を実
施する。 
 

【業務の廃止も含めた効率化や職場環境の改善策を議論・策
定】 

・29年度に、職員提案制度等とは別に、各課等の自発的な提
案を待たず業務の見直しを行う仕組みについて検討する。 

 
【超過勤務の必要性の事前確認の徹底】 
・試行結果を踏まえ、29年度に、定時退庁日以外の日につい
ても事前確認を開始する。 

 
 
【業務配分の見直しや機動的人員配置による業務負荷集中の
回避】 

・試行結果を踏まえ、29年度に、職員の労働時間の状況を把
握する体制及び業務負荷が集中していると認められた場合
の解消のための効果的な方策について検討する。 

 
【国会対応態勢の見直しや答弁作成作業の効率化等の取組】 
・国会関係業務の効率化に資したと考えられる。29年度も本
取組を実施する。 

 
 

ワークライフバランスに資する効
率的な業務運営等に向けた取組を
適切に人事評価へ反映させるため
の取組 

○   ・効率的な業務運営やワークライフバランスに資する取組に関
する行動等の優良事例や目標設定例について、人事評価の評
価者向けの説明会において周知し、さらに、人事評価の質疑
応答集に掲載した。 

業務の廃止も含めた効率化や職場
環境の改善策を議論・策定 

○ ○  ・職員提案制度や業務改善要望制度について、積極的に提案等
を行うよう職員に周知を行った。 

超過勤務の必要性の事前確認の徹
底 

○   ・毎週水曜日の定時退庁日における超過勤務予定の事前確認を
実施した。 
また、人事課内で、各職員の毎日の超過勤務予定の事前確認
を徹底する手法を試行した。 

業務配分の見直しや機動的人員配
置による業務負荷集中の回避 

○   ・職員の労働時間の状況を把握して、業務負荷が集中している
と思われる課の抽出の試行を実施した。 

休暇の取得促進 ○    

国会対応態勢の見直しや答弁作成
作業の効率化等の取組 

○   ・国会関係業務について、業務の効率化に資するため、待機対
象の委員会名等の情報をイントラネットにおいて逐次知らせ
たり、必要最小限の対応となるよう、説明会を開催して、待
機は必要最小限の体制とするよう各課に依頼したりなどし
た。 

テレワークの推進 ○ ○  ・平成27年9月から12月までに実施したテレワークの試行につ
いて、28年度も引き続き、希望する職員を対象に実施した。 

リモートアクセス環境の整備 ○ ○  ・職員が出張時やテレワーク等に利用するモバイル端末に、外
部から院内環境にアクセスすることができるリモートアクセ
ス機能を付与している。 
また、30年1月から運用開始を予定している次期会計検査院
ネットワークでは、台数が限定されているモバイル端末に代
えて、職員用端末にリモートアクセス機能を付与し、自席の
端末をテレワーク等に直接利用できる仕組みを導入すること
としている。 

ペーパーレス化の推進 ○ ○  ・附属室等で行う簡単な打合せ等については、現在でもモバイ
ル端末を利用するなどしてペーパーレスで行うことができる
旨を周知した。 

・30年1月から運用開始を予定している次期会計検査院ネット
ワークでは、打合せ等の必要に応じて移設可能な無線LAN機
器を設置して、附属室等で無線LANを使用できる環境を整備
することとして、調達手続きを行っている。 

・一元的な文書管理システムを利用した決裁（電子決裁）を原

96



則化するとともに、起案用紙を用いた決裁（紙決裁）を例外
的な取扱いとするため、29年3月に内規を改正した。 

・政府出資法人等から提出される計算証明書類を電子データに
より提出することを可能とするため、29年3月に計算証明規
則等を改正した。 

【テレワークの推進】 
・実施要領等の整備等を行った上で、29年度からの本格的導
入を図る。 

 
【リモートアクセス環境の整備】 
・30年1月から原則全職員が使用している端末についてリモ
ートアクセス機能を付与し、自席の端末をテレワーク等に
直接利用できる仕組みを導入する。 

 
【ペーパーレス化の推進】 
・30年1月から、打合せ等をペーパーレスで行うことを希望
する者に対して、無線LAN機器の台数の範囲内で無線LAN環
境を提供する。利用希望が多い場合は、無線LAN機器の台
数を増加するなどの検討を行う。 

・32年3月末までに電子決裁化率80％以上を達成する。ま
た、電子決裁化とともに、文書管理におけるペーパーレス
化を推進する。 

・29年4月から、政府出資法人等から計算証明書類データの
提出を受ける制度が整うこと及び当該データを送受信する
ためのサービス利用契約が開始される予定であることか
ら、この仕組みの普及及び利活用を段階的に行い、職員の
出張先や在庁検査における業務効率の向上を図る。 

 
【その他】 
・29年度も超過勤務が特に健康に及ぼすリスク等について周
知するため健康講演会を実施する。 

その他  ・29年1月に健康管理医による健康講演会を実施し、超過勤務
が特に健康に及ぼすリスク等について、報道されている時事
問題等にも触れながら管理職へ周知した。 

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の

男性職員の育児休業取得率 目標：13％以上（平成32年）、現状：11.9％（平成27年度）、目標設定時：2.9％（平成26年度） 

男性職員の配偶者出産休暇・育児
参加のための休暇取得率 

目標：両休暇合計５日以上取得100％（平成32年度）、現状：35.7％（平成27年度）、目標設定時：17.6％（平成26年度） 

男性職員の家庭生活参画促進に向
けた管理職員等向けの意識啓発の
実施 

○    【総論】 
・男性職員の育児休業取得率は目標が達成できておらず、ま
た、配偶者出産休暇・育児参加のための休暇について合計
５日以上取得できた男性職員は35.7％にとどまっている。 

・取得率向上のため、本人だけでなく幹部職員・管理職員に
対しても、両立支援制度の周知徹底を行っていく。 

 
【育児休業取得職員等を対象としたセミナーの実施】 
・育児休業取得職員等を対象としたセミナーについては、現
時点における独自実施の実現可能性について、内閣人事局
や人事院で実施されるセミナーの状況等を踏まえ、平成29
年末までに検討する。 

 
【その他（介護セミナーの実施）】 
・介護セミナーの参加者のアンケート等を踏まえ、今度の実
施について検討する。 

男性職員の育児休業、配偶者出産
休暇及び育児参加のための休暇の
取得促進 

○    

育児シートの活用等による育児等
に係る職員の状況のきめ細やかな
把握 

○    

育児休業取得職員と人事担当部局
等の職員との定期的なコミュニケ
ーション 

○    

育児休業取得職員等を対象とした
セミナーの実施 

(独) 
 

  
○ 

 

(派) 
○ 
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改
革 

その他  ・希望者を対象に、昼の休憩時間を利用して、介護についての
セミナーを実施した。 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
改
革 

女性の採用目標 【全体】 目標：30％以上（毎年度）、現状：48.6％（平成28年４月１日）、目標設定時：50.0％（平成27年４月１日） 
【総合職】目標：設定なし、現状：57.1％（平成28年４月１日）、目標設定時：設定なし 
※平成29年４月１日付けの採用者：【全体】47.2％、【総合職】40.0％ 

女性の登用目標 【本省課室長相当職】        目標：２％以上（平成32年度末）、現状：2.3％（平成28年７月）、目標設定時：1.1％（平成27年７月） 
【地方機関課長・本省課長補佐相当職】目標：14％以上（平成32年度末）、現状：11.4％（平成28年７月）、目標設定時：9.9％（平成27年７月） 
【係長相当職（本省）】      目標：30％以上（平成32年度末）、現状：33.8％（平成28年７月）、目標設定時：32.6％（平成27年７月） 

国家公務員採用試験の女性申込
者・合格者の拡大に向けた広報活
動 

○   ・霞が関オープンゼミ等で女性職員による説明の回を設けた
り、採用パンフレットにおいて、志望者に向けた「職員から
のメッセージ」の女性職員の紹介を増やすなどして（1人→3
人）、本院における女性職員の活躍状況を採用区分別に取り
上げたりするなど、特定の大学・学部等にとらわれない多様
な対象に向けたきめ細やかな広報活動を積極的に展開した。 

【総論】 
・取組の結果、採用目標は達成できたものの、登用目標の達
成に向けては女性職員の育成を更に計画的に進めていく必
要がある。 

・今後は、女性職員へのアプローチを引き続き行うととも
に、管理職員へのアプローチをより効果的に行うなどし
て、組織全体でより積極的な育成に取り組んでいく。 

 
【国家公務員採用試験の女性申込者・合格者の拡大に向けた
広報活動】 

・平成28年度の女性申込者の割合が35.1%と27年度より高く
はなったものの、女性申込者の更なる拡大を目指して、今
後は、他府省や民間企業の広報活動を参考するなどして、
より効果的な広報活動の検討を行う。 

 
【女性職員の登用の拡大に向けた管理職員向けの啓発活動の
実施】 

・今後は、人事評価の評価者向け説明会における周知を継続
するとともに、事務総長等からの管理職員に対するメッセ
ージの継続的発信について、効果的な方法の検討を行い、
実施する。 

 

女性職員の中途採用 ○   ・かつて一般職の国家公務員として勤務していた者を対象に公
募を行い、女性職員（1人）を選考採用した。 

女性職員の職域の拡大、職域の固
定化の解消 

○   ・これまで男性職員のみが配置されていた検査担当の管理職ポ
スト（1ポスト）に、初めて人事交流により女性職員を配置
した。 

・これまで女性職員のみを配置していた秘書職ポスト（1ポス
ト）に、初めて男性職員を配置した。 

出産・子育て期等に配慮した職務
経験等の付与 

○    

個別の育成方針の策定等、管理職
の候補となり得る女性職員の育成 

○    

キャリアパスにおける転勤の在り
方（必要性、異動先、タイミング
の多様性確保等）について再検
討、転勤に関する人事上の取組の
工夫 

  ○ ・本院における転勤は他省庁への出向等に限られるため、「出
産・子育て期等に配慮した職務経験等の付与」と一体的に取
り組んでいる。 

女性職員の登用の拡大に向けた管
理職員向けの啓発活動の実施 

(独) 
○ 

  ・女性職員の活躍及び仕事と生活の調和の推進に資する働き方
改革に関する取組等の優良事例や目標設定例について、人事
評価の評価者向け説明会において周知し、さらに、人事評価
の質疑応答集に掲載した。 

(派) 
○ 

   

(発) 
 

 
○ 

  

若手女性職員のキャリアイメージ
形成支援による意欲向上研修の実
施 

(独) 
○ 

 
 

  

(派) 
○ 
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人事担当部局又は上司による今後
のキャリア形成のための面談の実
施 

○     

メンター制度の実施等、女性職員
が相談できる体制づくり 

(独) 
○ 

   

(派) 
○ 

   

その他   

そ
の
他 
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